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はじめに


平成23年3月11日の東日本大震災により、日本の水産物供給を担ってきた岩手・宮城の水産業は壊滅してしまい、漁港施設、漁船、水産加工施設はもとより、漁業、養殖業に携わる多くの漁民が生活基盤を失いました。津波により亡くなられた方も多く、途方にくれる被災者は、避難場所でライフラインの確保に追われ、生業への再開を諦めざるを得ない日々を過ごす事態となっておりました。すぐさま、被災地の周囲から支援・救済の動きが始まりましたが、一切の生産手段を失い、避難生活を続ける漁業者は、海での生業に戻るすべはない有様でありました。
こんな中、全国漁業協同組合連合会に設置された、「有識者等検討委員会」（後述）において、「もうかる漁業創設支援事業」をモデルとする中間報告が提議され、人件費を含む生産に必要な諸経費を国庫負担で助成する骨子を含めた「がんばる養殖復興支援事業」関連予算措置が平成23年11月21日に第3次補正予算案で承認されました。
この助成を実行するため、水漁機構に養殖復興プロジェクト本部が設置され、設置要綱に基づき、養殖復興計画を審査・認定する協議会が、岩手県・宮城県および東京都に設置されました。認定協議会では、任命された有識者等委員により、申請された養殖復興計画の内容について、「経営計画が真に必要であり、被災地域の養殖業再興に寄与すると認められるかどうか」審査する役割を担いました。認定に値する場合には水漁機構が審査結果をとりまとめ、水産庁長官が認定し、水漁機構が事業を実施する主体と定められました。
人件費を含む国庫助成がなされるというかつて無い事業は未曾有の被害に際して始められましたが、養殖の復興が真に果たされるかどうかを判定する計画書の策定は、震災以前の漁業者になじまない業務であり、宮城県では、基礎となる経営データは委員に選定された水産業経営相談員の長年の蓄積に大いに依存することとなりました。この事業の推進に当たっては、岩手県、宮城県の行政当局、漁業協同組合の真剣なサポートがありました。水漁機構に導入された現地指導員、地域に設置された地域協議会と事業主体である水漁機構が地域の現場に密着して取り組む経過をたどり、所期の目的が果たされております。
二度と生じて欲しくない津波を伴う大震災でしたが、漁業を復興するために施すべき取り組みには何が必要なのか、将来に備える参考資料として事業の結果について調査・研究を実施し、本報告をとりまとめました。

　合同協議会会長　關　哲夫　
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第１章　調査の目的・実施内容


[bookmark: _Toc480642174]１ 目的
漁業・養殖業復興支援事業におけるがんばる養殖復興支援事業（以下、「がんばる養殖事業」という）は、平成24年12月の第1号認定からまもなく、全ての復興計画及び実施計画が終了しつつある。本調査・研究業務は、事業の養殖種類ごとに事業結果等の実績について今後の継続できる養殖業に向けて事業結果の検証、波及効果等、課題、問題点を明らかにすることを目的とする。

[bookmark: _Toc480642175]２ 基本的な考え方
がんばる養殖事業は、平成23年3月11日に発生した東日本大震災により甚大な被害を受けた養殖業の復興を目指し、共同化による生産の早期再開を支援することを目的に創設された。被害を受けた漁村では、養殖経営体の維持や生産体制の自立、収益性の高い操業・生産体制への転換、生産技術の伝播や関連産業の復興等、当該事業の活用による多様な効果が生まれている。
こうした成果は、我が国の養殖業が今後厳しい経営環境におかれた状況下においても、養殖経営の維持発展に資するべく、効果的に活用されることが望ましい。また、がんばる養殖事業の運用面における課題、問題点を明らかにすることは、今後、発生が予想される我が国沿岸域における類似した災害への対応をより迅速かつ効率的に進めるための養殖業の復旧・復興方策を立案する上でも重要であり、得られた成果については、広く普及啓発に努める必要があると考える。

[bookmark: _Toc480642176]３ 調査・研究の視点
[bookmark: _Toc480642177]3-1 がんばる養殖事業の効果検証方法
がんばる養殖事業の導入効果については、被災した漁村の養殖業において、経営体の維持や生産体制の自立、共同化等の取組みによる収益性の高い操業・生産体制への転換、生産技術の伝播や関連産業の復興等があげられる。本調査・研究業務では、がんばる養殖事業の導入によって得られた効果を明らかにするため、がんばる養殖事業による復興計画の内容を整理するとともに、がんばる養殖事業に参加した経営体について、これら効果の内容を中心に、様々な視点から事業導入前後の変化を定性的、定量的に検証する。また、事業の運用実態の把握、運用上の課題の抽出等により、事業の運用面での評価を行うこととする。


[bookmark: _Toc480642178]3-2  調査対象の設定
がんばる養殖事業には、岩手県、宮城県、三重県の養殖経営体981（のべ1,285）が参加している。事業への参加経営体数と平成28年度末における事業終了の状況は表1-1に示すとおりである。
いずれも東日本大震災に伴う津波により養殖施設や養殖作業船のほとんどが流出し、自力での復旧が困難な状況に追い込まれたことから、本事業を活用した事業の再開が図られた。但し、事業の進捗状況には、地域間や養殖漁業の種類によって格差があり、宮城県ではホヤ養殖、ギンザケ養殖、カキ養殖、ホタテ養殖を除き平成28年3月で事業がほぼ終了している一方で、岩手県では単年養殖のワカメを除き同時点では事業が継続中であった。
本調査・研究業務においては、事業に参加した全ての計画について、その内容や導入状況の整理を行うが、具体的な経営状況を検証する詳細調査については、平成28年3月時点で事業が終了した宮城県のワカメ養殖、ノリ養殖を対象とした。なお、宮城県のギンザケ養殖については、事業の終了割合は53.2％ではあるが、58経営体が終了していることから調査対象とした。

表1-1 県別・養殖種類別のがんばる養殖事業参加及び終了経営体数

[bookmark: _Toc480642179]
3-3 事業実施者等による事業運用上の課題の抽出
今後発生が予想される類似した災害への対応をより迅速かつ効率的に実施するうえで、事業の体制や運用上の課題や問題点を抽出し、その対応策を検討しておくことが重要であると考える。事業に参加した経営体及び事業実施者へのアンケート等により、復興事業としての体制や事業の取組み易さ等を調査し、事業主体である特定非営利活動法人水産業・漁村活性化推進機構（以下、「水漁機構」という）や、計画策定段階における地域協議会が果たした役割を検証する。

[bookmark: _Toc480642180]3-4 専門家の意見聴取の必要性
本調査・研究業務は、委員会（合同協議会）方式によって遂行する。本事業効果の検証過程において、地元養殖業の内容や事業の仕組み、計画の認定の経緯等に精通した専門家の意見を聴取することも重要である。がんばる養殖事業の計画認定においては、岩手県認定協議会と宮城県認定協議会、東京認定協議会が設置され、各協議会では数名の認定委員が任命されていることから、合同協議会の委員は、これら認定委員の中から選定している。

表1-2　合同協議会委員一覧














[bookmark: _Toc480642181]４ 調査の手順
[image: ]本調査・研究業務は、図1-1に示す手順で実施する。
図1-1　調査の手順
[bookmark: _Toc480642182]
５ 調査・研究の具体的内容
[bookmark: _Toc480642183]5-1  被災県における被災前後の養殖業の実態把握
事業効果を考察するための基礎資料として、震災前後の被災地域における養殖業着業経営体数、生産量を養殖種類別に整理した。具体的には、調査対象となる各県の養殖業について、以下に示す基礎的な項目について情報収集、整理を行った。

[bookmark: _Toc480642184]5-2 がんばる養殖事業の概要把握
がんばる養殖事業について、既往資料や、事業主体である水漁機構へのヒアリング調査により、事業の目的や事業に至る経過、事業の仕組み、事業のサポート体制を整理し、その概要把握を行った。また、がんばる養殖事業に参加したグループ数、経営体数の集計・分析、事業参加条件の一つである共同化の内容について、その概要を分析した。

[bookmark: _Toc480642185]5-3 がんばる養殖事業の事業実績の整理・分析
事業が終了したグループを対象に、事業計画の達成状況や事業実績（事業収支）を集計・分析した。また、着業した養殖種類ごとに平均的な経営体の事業実績をベースに損益分岐点分析を実施した。

[bookmark: _Toc480642186]5-4  事業評価に係るアンケート調査
本事業に参加した養殖者および漁協担当者を対象に、事業の結果等の検証、不測の類似事態に備え当該事業をより効率的・効果的に導入・運用できる方法の検討を目的とするアンケート調査を実施した。
[bookmark: _Toc480642187]5-5 養殖種類別調査
アンケート調査の補完調査として、ギンザケ養殖、ノリ養殖、ワカメ養殖を営んだ事業参加者を対象にヒアリング調査を実施し、事業導入に至る背景や事業実施期間中に発生した問題点やこれへの対応、事業終了後の方向性等の意見を聴取し、養殖種類ごとの事業効果の検証を行った。

[bookmark: _Toc480642188]5-6 がんばる養殖事業の評価に係る調査
本調査・研究業務のまとめとして、がんばる養殖事業の評価を取りまとめた。

[bookmark: _Toc480642189]６ 調査の実施体制
本調査・研究の実施体制は図1-2に示すとおりである。調査を進めるにあたっては、（株）水土舎は、水漁機構との緊密な連携のもとに実施し、また、合同協議会委員には複数回にわたり個別に助言を求めるとともに、調査・研究業務の期間内に3回開催した合同協議会において調査状況の報告を行った。

[image: ]
図1-2　調査の実施体制

[bookmark: _Toc480642190]７ 合同協議会・調査等の実施状況
本調査・研究業務の目的の一つであるがんばる養殖事業の効果の検証過程において、地元養殖業の内容や事業の仕組み、計画認定の経緯等に精通した専門家の意見を聴取することは重要である。本調査・研究業務では、調査期間中に3回の合同協議会を開催したほか、複数回にわたる委員との事前協議、現地ヒアリング調査を実施した。実施日、開催場所および参加者は表1-3のとおりである。

	[image: ]
	[image: ]

	第１回合同協議会（宮城県仙台市）
	第２回合同協議会（宮城県仙台市）

	
[image: ]
	[image: ]

	第３回合同協議会（宮城県仙台市）
	現地予備調査（宮城県志津川戸倉ギンザケ）

	[image: ]
	[image: ]

	現地予備調査（宮城県志津川戸倉ワカメ）
	現地予備調査（宮城県七ヶ浜ノリ）






図1-3　合同協議会・調査の様子
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[bookmark: _Toc480642191]第２章　東日本大震災による被害状況と被災前後の養殖業の実態


[bookmark: _Toc480642192]１　震災による被害状況
[bookmark: _Toc480642193][image: ]1-1　全体の被害状況
東日本大震災により、東北地方太平洋岸をはじめとする全国の沿岸に津波が到達すると共に地盤沈下が発生した。水産関係の被害は太平洋側の北海道から沖縄までの広範囲に及び、特に7道県（北海道、青森、岩手、宮城、福島、茨城、千葉）をはじめとして、全国で大きな被害が発生した。また、被害は震源に近い岩手県、宮城県、福島県の3県で特に大きく、その沿岸域はほぼ全域にわたり壊滅的な状況となった。
今回の地震・津波による水産関係施設の被害額（平成24年4月18日時点）は、総額で1兆2,637億円となり、このほか民間企業が所有する水産加工施設や製氷冷凍冷蔵施設についても約1,600億円の被害となった。
施設別の被害額をみると、漁港施設が最も多く8,230億円（全体の65.1%）、次いで漁船1,822億円（同14.4%）、養殖施設及び養殖物1,335億円（同10.6%）、共同利用施設1,249億円（同9.9%）となっている。
都道府県別の被害額をみると、宮城県が最も多く6,680億円、次いで岩手県3,973億円、福島県824億円となり、これら3県で全体の被害額の91%を占めている。

表2-1　全国の水産関係被害
[image: ]








資料：水産庁HP

全国の漁業、養殖業の生産量においてこれら7道県では、海面漁業の生産量が53％（216万トン）、海面養殖業の生産量が38％（42万トン）を占め、我が国の漁業、養殖業の生産における重要な生産拠点となっている。

表2-2　7道県における水産関係被害
[image: ]
資料：水産庁HP

表2-3　7道県の水産の全国に占めるシェア
[image: ]
[image: ]
図2-1　全国の海面漁業、海面養殖業の生産量に占める7道県の割合
資料：水産庁HP
[bookmark: _Toc480642194]1-2　漁港施設の被害状況
漁港施設の被害は、北海道から千葉県までの各道県で発生し、被害額は合計で8,230億円に上り、被害を受けた漁港数は319港のうち、岩手県（108港）、宮城県（142港）の2県で全体の78%を占めている。

表2-4　被害漁港数の一覧
[image: ]
資料：水産庁HP
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図2-2　漁港の被害状況

[image: ]

図2-3　被害漁港位置図（上：北海道圏　下：東北圏）

図2-4　被害漁港位置図（関東圏）
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[bookmark: _Toc480642195]














資料：水産庁HP


図2-3被害漁港位置図（上：北海道圏　下：東北圏）
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資料：水産庁HP


図2-4　被害漁港位置図（関東圏）


1-3　漁船の被害状況
今回の津波で被害を受けた漁船は全国で28,612隻、被害額は1,822億円に及んだ。アワビ、ウニや刺網等の磯漁が盛んな岩手県、宮城県では船外機船を搭載した小型漁船が多く、被災漁船数はこれら2県で25,300隻と全国の被害隻数の88%を占めた。福島県においても被害は大きく、同県内の漁船保険加入隻数の82%にあたる873隻が被災した。

[image: ]
図2-5　漁船の被害状況

[bookmark: _Toc480642196]1-4　養殖施設、養殖物の被害状況
養殖施設及び養殖物については、筏や浮き玉などの養殖施設が流失したり、ロープが絡まるなどして使用不可能となるなどのほか、生簀が破損して中の魚類が逸散したり垂下していた養殖物が流失するといった被害が発生した。全国の被害総額は1,335億円、このうち養殖施設が738億円、養殖物（育成途中の魚類、貝類、藻類等）が597億円となった。
養殖業の被害は、北海道から沖縄県までの太平洋岸の広範囲に及び、被害額は宮城県（819億円）、岩手県（263億円）、北海道（151億円）、三重県（36億円）などで大きな被害となった。

表2-5　養殖施設、養殖物の被害一覧（平成24年3月5日時点）
[image: ]
資料：水産庁HP

[image: ]
図2-6　養殖施設の被害状況

[bookmark: _Toc480642197]1-5　共同利用施設の被害状況
共同利用施設とは、漁協が組合員による共同利用のために保有している沿海地区等に立地する各種施設であり、産地市場施設、荷捌き所、給油施設、製氷冷蔵冷凍施設、生産資材倉庫、種苗生産施設等を指す。
全国の被害総額は1,249億円となり、岩手県（513億円）、宮城県（458億円）、福島県（139億円）の3県の被害が全国の被害総額の89%を占めた。
共同利用施設のうち、市場・荷捌き所の被害額は北海道から沖縄までの7道県で328億円となり、県別では岩手県（143億円）及び宮城県（106億円）の被害額が特に大きなものとなっている。

表2-6　共同利用施設の被害一覧 （平成24年3月5日時点）
[image: ]
資料：水産庁HP


図2-7　共同利用施設の被害状況



[bookmark: _Toc480642198]２　被災地における養殖経営体の動向
養殖業の経営体数および就業者数は、被災地における養殖業の生産力を規定する重要な指標の一つである。以下では、漁業センサスのデータ等を用いて、岩手県及び宮城県の養殖経営体数の動向を確認しておく。なお、2013漁業センサスによる経営体数のデータは、それ以前の漁業センサスデータとの連続性がないため、震災後の経営体数のデータについては、本調査において宮城県および岩手県から入手した独自のデータを参考値として引用している。岩手県（2014年）のデータは営んだ養殖経営体数のみを使用し、宮城県（2015年）のデータは、“主として営んだ養殖経営体数”及び“営んだ養殖経営体数”を使用している。

[bookmark: _Toc480642199]2-1 岩手県
(1) 全体
岩手県における“主として営んだ”養殖種ごとの経営体数の推移を図2-8に示した。同県の養殖業経営体数は、1988年以降減少傾向が継続し、被災前の最終調査年である2008年の養殖業経営体数は4,370経営体と20年間で約47％減少している。被災後の2014年はホヤ養殖及びその他養殖の数値を含めずに1,952経営体であり、震災前の調査年（2008年）のホヤ養殖及びその他養殖の数値を除いた3,314経営体と比べると約4割の減少が認められる。
[image: ]
図2-8　岩手県における養殖業経営体数（主として営んだ経営体数）の推移
資料：漁業センサス等

(2) 養殖種類別
① カキ養殖業
岩手県におけるカキ養殖業者の経営体数の推移を図2-9にみると、“主として営んだ経営体数”は、震災前の2008年調査までは概ね横ばいであるものの、“営んだ経営体数”は5年ごとに1割程度のペースで減少し、20年間で992経営体から618経営体と約38％の減少にあった。震災後の2014年には、同県の“営んだ経営体数”は356経営体まで減少しており、同養殖業については、震災後1年余りを経過した時点において、震災前から4割強減少した状況にある。
[image: ]









図2-9　岩手県におけるカキ養殖業の経営体数の推移
資料：漁業センサス等
② ホタテガイ養殖業
岩手県におけるホタテガイ養殖業者の経営体数の推移を図2-10に示す。“主として営んだ経営体数” 及び“営んだ経営体数”ともに、1998年から震災前の2008年調査までは減少傾向であり、5年ごとに約2割の経営体数が減少している。また、1988年から2008年の20年間で、同県のホタテガイ養殖を営んだ経営体数は、1988年の1,915経営体から2008年の1,049経営体へと減少しており、半数近い経営体が廃業している。震災後の2014年調査には、同県の“営んだ経営体数”は503経営体まで減少しており、震災前から半減した状況にある。
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　　　図2-10　岩手県におけるホタテガイ養殖業の経営体数の推移
資料：漁業センサス等
③ ワカメ養殖業
岩手県におけるワカメ養殖業者の経営体数の推移を図2-11に示す。1988年調査から2003年調査の間において、同県におけるワカメ養殖を“主として営んだ経営体数”と“営んだ経営体数”はともに、5年毎に、約500経営体ずつ減少している。この減少は、着業経営体の高齢化もさることながら、1990年代以降、中国からの輸入ワカメの台頭により、ワカメの価格が低迷したことが影響していると考えられる。その後、“営んだ経営体数”は2003年調査から2008年調査の間において減ったが、“主として営んだ経営体数”はやや増加している。震災後の2014年調査においても “営んだ経営体数”は3割強減少しているが、同県のカキ養殖業、ホタテガイ養殖業経営体数の減少ほど著しいものではない。
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図2-11　岩手県におけるワカメ養殖業の経営体数の推移
資料：漁業センサス等

④ ホヤ類養殖業
漁業センサスでは岩手県におけるホヤ類養殖業者の統計調査は2003年調査より開始されている。よって2003年以降の岩手県におけるホヤ類養殖業の経営体数の推移を図2-12に示す。2003年調査から2008年調査の間に、同県のホヤ類養殖を営んだ経営体は増加している。これは、ホヤの消費大国である韓国でのホヤ養殖が、伝染病により被害を受けたため、日本からの輸出量が大幅に増加したことが影響していると考えられる（※1）。また、背景としてホヤ類の養殖は生産に要する期間が3～4年と比較的長いものの、養殖に際する管理が比較的容易のため、“営んだ経営体数”が多く参加した可能性がある。震災後の2014年のホヤ養殖データは未入手のため比較できない。
※1：農林中金総合研究所「宮城県におけるホヤ養殖の復興状況」より

[image: ]
図2-12　岩手県におけるホヤ類養殖業の経営体数の推移
資料：漁業センサス等



[bookmark: _Toc480642200]2-2 宮城県
（1）全体
宮城県における“主として営んだ経営体数”の推移を図2-13に示す。同県の養殖業経営体数は、1988年調査以降、減少傾向にある。被災前の2008年調査においては、2,366経営体であり、1988年以降の20年間で約40％減少している。震災後の2015年においては、“主として営んだ経営体数”は1,757経営体まで減少しており、2008年調査と比べて26％減少している。また、こうした傾向はホタテガイ、ノリ、カキ養殖を営む経営体にて顕著である。
[image: ]
図2-13　宮城県における養殖業経営体（主として営んだ経営体数）の推移
資料：漁業センサス等

（2）養殖種類別
① カキ養殖
宮城県におけるカキ養殖業者の経営体数の推移を図2-14に示す。同県のカキ養殖業者の経営体数は減少傾向であり、カキ養殖業を営んだ経営体数は、1988年調査から2008年調査の20年間で約4割減少している。一方、養殖業を“主として営んだ経営体数”の推移は、1988年調査から2003年調査の間は1,100経営体前後で安定して推移しているが、2008年調査では経営体数が大きく減少している。震災後の2015年においては、経営体数が約3割減少しており、“営んだ経営体数”は738経営体、“主として営んだ経営体数”は561経営体となっている。
[image: ]
図2-14　宮城県におけるカキ養殖業の経営体数の推移
資料：漁業センサス等

② ホタテガイ養殖
宮城県におけるホタテガイ養殖業者の経営体数の推移を図2-15に示す。1988年調査から1998年調査までの10年間では、同県のホタテガイ養殖業者の経営体数は増加傾向である。同県のホタテガイ養殖を“主として営んだ経営体数”は1988年の156経営体から、1998年の506経営体へと、10年間で3倍以上経営体数が増加している。しかし、2003年調査から2008年調査の間に、同県のホタテガイ養殖業者の経営体数は減少に転じている。震災後の2015年においては、経営体数は3割強減少しており、“営んだ経営体数”は407経営体、“主として営んだ経営体数”は242経営体となっている。
[image: ]
図2-15　宮城県におけるホタテガイ養殖業の経営体数の推移
資料：漁業センサス等

③ ワカメ養殖
宮城県におけるワカメ養殖業者の経営体数の推移を図2-16に示す。1988年調査から2003年調査の間は減少傾向である。2003年調査では、1988年調査に比べ、営んだ経営体数は約半数、“主として営んだ経営体数”は半数以下に減少している。その後、2003年調査から2008年調査間においては、ワカメ養殖を営んだ経営体数は横ばい傾向であり、“主として営んだ経営体数”においてもやや経営体数が増加しているものの、ほぼ横ばい傾向である。震災後の2015年においては、“営んだ経営体数”は2008年調査と比べ約8割の901経営体となっているが、“主として営んだ経営体数”は2008年調査と比べほぼ横ばいの605経営体となっている。
[image: ]
図2-16　宮城県におけるワカメ養殖業の経営体数の推移
資料：漁業センサス等

④ ノリ養殖
宮城県におけるノリ養殖業の経営体数の推移を図2-17に示す。1988年調査から1998年調査の間に経営体数が大幅に減少している。1988年から1998年の10年間で“営んだ経営体数”は1/2以下の324経営体となっている。この間に“営んだ経営体数”と“主として営んだ経営体数”はほぼ同数となっており、ノリ養殖業の専業化が進行したものと考えられる。1998年から2008年の間では、経営体数はほぼ横ばいで推移している。震災後の2015年では経営体数が約4割減少しており、“営んだ経営体数”は129経営体、“主として営んだ経営体数”も同じく129経営体となっている。
[image: ]
図2-17　宮城県におけるノリ養殖業の経営体数の推移
資料：漁業センサス等

⑤ ギンザケ養殖
宮城県におけるギンザケ養殖業者の経営体数の推移を図2-18に示す。なお、1988年調査から1998年調査の間では、統計値が公開されていない。2003年調査から2008年調査の間では、同県のギンザケ経営体数はほぼ横ばいである。震災後の2015年では、経営体数が2割強減少し、“営んだ経営体数”は60経営体、“主として営んだ経営体数”は59経営体であった。

[image: ]
図2-18　宮城県におけるギンザケ養殖業の経営体数の推移
資料：漁業センサス等

[bookmark: _Toc480642201]３　被災地における養殖生産量・生産額の推移
[bookmark: _Toc480642202]3-1 岩手県
(1) 全体
岩手県における養殖生産量・生産額の推移を図2-19に示す。なお、2015年の養殖生産額に関しては、県別・魚種別の情報が未公表のため、解析に際しては除外している。2001年から2010年にかけては、生産量で6～7万トン、生産額で100～130億円と比較的安定した動きにあった。東日本大震災が発生した2011年の生産量は4,530トンと前年の1/10の水準にまで落ち込むが、翌2012年には2.4万トン、2013年には3.1万トンと震災前の半数水準にまで回復している。直近のデータでは2015年が4.3万トンと震災前の84％にまで回復している。生産額についても概ね同様の傾向にあり、震災のあった2011年は前年の約1/10の約11億円まで減少するが、2012年には48億円と急速に回復、その後2014年までは微増傾向にある。
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図2-19　岩手県における養殖生産量・生産額の推移
資料：漁業養殖業生産統計年報

(2) 養殖種類別
① カキ養殖
岩手県におけるカキ養殖の生産量・生産額の推移を図2-20に示す。2001年から2010年にかけて、生産量は1万～1.4万トンの間で安定して推移している。一方、同期間の生産額は、生産量の推移傾向と同調しておらず、年度によってばらつきが発生している。各年度におけるカキの単価が大きく変動していることが考えられ、そのことが生産額の変動に影響していると考えられる。震災の年の2011年から翌年にかけ、生産量・生産額ともに震災前の1/3にまで減少している。2013年以降は徐々に生産量・生産額が回復しており、生産量は2015年には約6千トン、生産額は2014年には10億円と、震災前の半数近くまで回復している。震災後においては、生産量と生産額の推移はほぼ同調している。
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図2-20　岩手県における養殖カキの生産量・生産額の推移
資料：漁業養殖業生産統計年報

② ホタテガイ養殖
岩手県におけるホタテガイ養殖の生産量・生産額の推移を図2-21に示す。なお、2003年・2004年の生産量および2004年の生産額は公表されていない。2001年から2010年にかけては、生産量は5～9千トン、生産額は18～24億円と比較的安定した動きにあったが、震災が発生した2011年の生産額は大幅に減少し、約1千トンにまで落ち込んだ。2012年にかけては、生産量は低い数値のまま横ばいであったが、2013年より回復傾向にあり、2014年では震災前年の約半数である4千トンにまで回復した。震災後の生産額についても同様の傾向であり、2014年では14億円にまで回復しており、これは震災前年よりも高い単価となっている。震災の2年後である2013年から生産量と生産額が回復したことは、三陸地方のホタテガイ養殖が2年養殖であったためと考えられる。
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　　　　　　注：2003年、2004年はデータなし
図2-21　岩手県における養殖ホタテガイの生産量・生産額の推移資料：漁業養殖業生産統計年報

③ ワカメ養殖
岩手県におけるワカメ養殖の生産量・生産額の推移を図2-22に示す。2001年から2009年にかけて、生産量は2.5万～2.8万トンで安定して推移している。生産額においては、2008年のみ突出して高い値であることを除くと、25～40億円の間で安定して推移している。2008年は徳島県産鳴門わかめの産地偽装問題が発生し、三陸産ワカメの需要が高まったため、単価が上昇し生産額が増加したと考えられる。2010年では、生産量・生産額ともに減少しており、2009年と比べると約3割減少している。震災のあった2011年では生産量・生産額がほぼ壊滅しているが、翌年2012年には急激な回復を見せ、その後生産量は増加傾向であるが、生産額は相対し減少傾向である。ワカメ養殖は一般的に、他の養殖業に比べ、養殖期間が1年と比較的短いため、震災後においても急激に回復したものであると思われる。震災直後の2012年より生産量・生産額ともに急激に回復しているものの、直近データにおいても、震災前の水準までの回復には至っていない。
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図2-22　岩手県における養殖ワカメの生産量・生産額の推移
資料：漁業養殖業生産統計年報
④ ホヤ類養殖
岩手県における養殖ホヤ類の生産量・生産額の推移を図2-23に示す。2001年から2010年にかけて生産量・生産額は、2004年を除き比較的安定して推移しており、生産量で1～2千トン、生産額で1～2億円である。2004年のみ生産量が突出して高い値となっており、震災前の他年と比べると約2倍となっている。これは、ホヤの消費大国である韓国において、2001年よりホヤの伝染病が蔓延し、日本産のホヤの需要が高まったことが影響していると考えられる。また、2003年から2008年におけるホヤ類養殖業経営体数が増加していることも相関していると考えられる。震災のあった2011年においては、壊滅的な被害を受け、生産量は震災前年の1割以下の71トンとなった。震災後2012年から2015年にかけても、生産量は徐々に増加しているものの、震災前ほどの生産量に至ってはいない。震災前までは主要な仕向け先であった韓国が、震災による福島第一原発の汚染水流出により、輸入規制をかけたことが影響していると考えられる。
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図2-23　岩手県における養殖ホヤ類の生産量・生産額の推移
資料：漁業養殖業生産統計年報


[bookmark: _Toc480642203]3-2 宮城県
(1) 全体
宮城県における養殖生産量・生産額の推移を図2-24に示す。2001年から2010年にかけて生産量は12～14万トン、生産額は230～290億円と安定して推移している。震災が発生した2011年においては、生産量・生産額ともに大幅に減少しており、生産量は前年の約1/4の3万トン、生産額は約1/5の約50億円にまで落ち込んでいる。その後、2012年から2015年にかけては、生産量・生産額ともに増加傾向であるが、震災前水準までの回復には至っておらず、2015年の生産量は7.7万トン、2014年の生産額は200億円となっている。
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図2-24　宮城県における養殖生産量・生産額の推移
資料：漁業養殖業生産統計年報
(2) 養殖種類別
① カキ養殖業
宮城県におけるカキ養殖の生産量・生産額の推移を図2-25に示す。2001年から2006年にかけて、生産量・生産額ともに安定して推移しており、2006年においては、生産量は5.1万トン、生産額は82億円となっている。2006年から2010年の間においても、生産量は継続して安定した推移であるが、生産額は大きく減少し、約半数となっている。2006年はノロウィルスが大流行した年であり、以降単価が下落したために生産額が減少したと考えられる。震災のあった2011年においては、生産量・生産額ともに大幅に減少しており、前年の約3割にまで落ち込んでいる。翌年2012年においても同様、生産額・生産量ともに減少している。2013年より回復傾向であるが、震災前の生産量・生産額の水準にはいまだ到達していない。
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図2-25　宮城県における養殖カキの生産量・生産額の推移
資料：漁業養殖業生産統計年報

② ホタテガイ養殖業
宮城県におけるホタテガイ養殖の生産量・生産額の推移を図2-26に示す。2001年から2010年にかけて、生産量は1.3～1.6万トンの間で比較的安定して推移しているが、同期間の生産額は減少傾向であり、2001年と比べ2010年は、生産額は約3/4の34億円となっている。2011年の震災では壊滅的な被害を受け、生産量・生産額ともに2010年と比べ1/10以下となっている。その後、2011年から2015年にかけては、回復傾向であり、2014年においては、生産量は9千トン、生産額は28億円と、それぞれ震災前の7割から8割にまで回復している。
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図2-26　宮城県における養殖ホタテガイの生産量・生産額の推移
資料：漁業養殖業生産統計年報



③ ワカメ養殖業　
宮城県におけるワカメ養殖の生産量・生産額の推移を図2-27に示す。2001年から2010年にかけて、生産量は比較的安定しており、1.3～2.1万トンで推移している。同期間の生産額は年によってバラツキがあるが、概ね30億円前後で推移している。2009年は生産額が突出しているが、2008年に発生した徳島県産鳴門ワカメ産地偽装事件が影響していると考えられる。震災の発生した2011年においては、生産量・生産額ともに大幅に減少しており、震災前年と比べ2割以下の値となっている。その後2012年に急激に回復し、震災前年とほぼ同水準の生産量1.7万トン、生産額42億円となっているが、2013年から2015年にかけては、生産量・生産額ともに減少傾向である。
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図2-27　宮城県における養殖ワカメの生産量・生産額の推移
資料：漁業養殖業生産統計年報


④ノリ養殖業
宮城県のおけるノリ養殖の生産量・生産額の推移を図2-28に示す。2001年から2010年における生産量の推移は、不作年を除き、概ね3万トン前後で推移している。2004年、2008年、2010年は比較的生産量が少なく、秋芽網期の種網健全度の低下、あかぐされ病の蔓延、色落ちの発生などが影響していると考えられる（※2）。同期間の生産額は減少傾向であり、2010年においては、2001年と比べると約1/2の53億円にまで落ち込んでいる。震災のあった2011年においては、生産量・生産額ともに大幅に減少しており、震災前年の2010年と比べると約半数となっている。2012年にかけても同様、生産量・生産額ともに減少している。2013年から2015年にかけて回復傾向であるが、生産量・生産額ともに震災前の水準にまでは至っていない。
※2：宮城県水産研究報告10号「宮城県における養殖ノリの生産動向と不昨年度の特徴」より
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図2-28　宮城県における養殖ノリの生産量・生産額の推移
資料：漁業養殖業生産統計年報
⑤ギンザケ養殖業
宮城県におけるギンザケ養殖の生産量・生産額の推移を図2-29に示す。2001年から2004年においては、生産量が約1万トン、生産額が約30億円ほどで推移している。震災後の2012年以降は2004年とほぼ同水準である。震災により養殖施設などはほぼ流出してしまったが、山間部で生産していた種苗が被災を免れたため、比較的早い復興を実現できた。同様に、生産額についても増加傾向であり、2014年においては、生産額が70億円と急激に増加している。これは同年にチリで発生した養殖鮭鱒類の疾病による生産量の減少や円安等による海外産鮭鱒の輸入量の減少が影響しているものと考えられる。
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注：2005年から2011年におけるギンザケ養殖生産量・生産額のデータは公表されていない
図2-29　宮城県における養殖ギンザケの生産量・生産額の推移資料：漁業養殖業生産統計年報



[bookmark: _Toc480642204]第３章　がんばる養殖支援事業の概要


[bookmark: _Toc480642205]1 がんばる養殖事業の創設経過
[bookmark: _Toc480642206]1-1 事業創設の背景
平成23年6月に三陸沿岸の罹災した漁業・漁村の早期再生を図るため、再生方策としての課題を、速やかに進めるための支援事業の「あり方」を検討することを目的とする「東北地方太平洋沖地震による被災漁業・漁村の復興再生に向けた有識者等検討委員会」が全国漁業協同組合連合会に設置された。
同検討委員会では、同年7月に第2次補正以降の国庫予算並びに5年、10年先を見据えた、罹災漁業・漁村の復興・再生の目指すべき方向性について協議検討が行われ、全国漁業協同組合連合会の今後の取組の指針となるよう、実現すべき施策の在り方について「中間報告書」として提議された。
同検討委員会「中間報告書」では、被災地域における漁業・養殖業の重要性を改めて確認するとともに、漁業・養殖業の復興にむけた基本的な考え方が示された。さらに、当時の復興関連事業の進捗状況を鑑み、第2次補正予算以降で実施されるべき具体的復興策について、その推進にあたって十分に配慮される点（以下の3点）も含めて提議された。
＜復興策の推進にあたって配慮されるべき事項＞
・効果的、合理的に実施され、迅速で的確な復興に有効に対応し得ること。
・地域漁業者・住民の力の結集が図られること。
・今後の地元漁業に希望がもてる施策であること。
「中間報告書」で提議された具体策の中で、以下に示すとおり「もうかる漁業創設支援事業」（以下、「もうかる漁業事業」とする。）をベースとした漁業・養殖業の復旧支援策も含まれており、こうした提議が「がんばる養殖復興支援事業」創設の基礎となった。
東北地方太平洋沖地震による被災漁業・漁村の復興再生に向けた有識者等検討委員会「中間報告書」（2011年7月　抜粋）
（共同経営・もうかる漁業方式の拡充）
水産業体質強化総合対策事業のメニューの一つに、一定期間に限定して実験的漁業の所得補償を図る効果を持つ「もうかる漁業創設支援事業」があるが、この制度の趣旨を拡張して、復旧過程を速やかに進めるべきとの要望が提起されている。
たとえば、養殖業については、漁協等の事業実施主体が、共同組織が保有する養殖施設等を借り上げ、人件費を含む生産に必要な養殖経費を国庫負担で助成し、各種の養殖生産を行う。水揚金は国庫に返納し、共同組織に損失が生じた場合には、軌道に乗るまでの一定期間、国が補てんする。漁業者は共同組織の構成員となり、給与を得て生計を維持していくという仕組みが考えられる。











併せて、養殖用の陸上等共同利用施設の整備に対する支援の拡充が求められる。また、小型漁船漁業については、従前の「もうかる漁業創設支援事業」の仕組みを弾力的に活用して、漁業者等からなる共同組織の経営が安定するまでの間、人件費を含む漁業経費を助成する仕組みが考えられる。その際、現行の漁業所得補償制度との関係を整理し、漁業者の所得の安定を図る考え方もある。
他方、被災漁業者が少数の漁船、生産資材を共同で利用するために、共同経営体を組織して復旧過程の操業を進めるという動きはすでに広範に実施されており、意識的にこれを推進することが適切であろう。共同経営が一定期間継続した後で、参加者それぞれが個人事業主として独立するのか、それが継続して新たな経営体として定着するのかはその時点での適切な判断に任されよう。
新たな共同組織が成功裏に定着できれば、高齢者は、若者への漁労技術の伝承・教育、陸上作業への就業、水産物や海を活用した六次産業化事業への就業、また若壮年者は、漁業現場での活動や新しい共同組織の運営など、それぞれが持つ特性や経験を生かし、この共同組織や漁村地域を活性化していくことが期待される。
















[bookmark: _Toc480642207]1-2 事業の基本的な枠組み
「中間報告書」で提議された復興策の多くは、平成23年11月の第3次補正予算で措置された復興関連事業に反映された。「もうかる漁業事業」をベースとして「がんばる養殖復興支援事業」も574億円の規模で措置された。
第3次補正予算の措置に至るまで、水産庁では、がんばる養殖事業の創設に向け、当時の被災地養殖業の実態を踏まえた検討が進められた。平成23年7月～11月の被災地では、漁港施設や荷捌き施設等、地域の漁業を支える基盤施設に関しては、ひとまず利用可能な状態に復元する応急処置の事業が進められていた。また、養殖業にあっては漁船や養殖施設等を始めとして生産施設及び資材・機材類の大部分が失われたが、激甚災害指定の下で災害復旧事業が手当てされ、被災地の中にはこれを導入して生産体制（養殖施設等）の復旧を図る地域も見え始めていた。その後、第3次補正予算の段階で水産業共同利用施設復旧整備事業が手当され、漁船設備や養殖施設等についても共同利用施設として復旧する動きが活発化した。
上記のとおり、日々の操業に必要なハード施設等の復旧・復興は震災後比較的早い段階で着手されていた。一方で、被災地養殖業には養殖生産サイクルの長い品目が多く、生産を再開しても養殖業による収入を得られない期間が生じることが予想された。ハード施設等の復旧が進み、生産環境が整ったとしても、収入の補償が為されなければ養殖業の再生は進まないことが懸念される状況であった。
そこで、がんばる養殖事業の基本的な枠組みとして、養殖生産サイクルが長い品目を対象とした養殖業においても安心して再開できるよう、人件費（＝漁業者の所得）も含めた生産に必要な経費を助成することとした。加えて、助成は、基金を造成して行い、生産活動で得られた水揚金は基金に返納する仕組みとすることで、予算の事業年度にとらわれず、品目ごとに異なる生産サイクルに合わせた柔軟な助成金運用が可能となった。
以上のとおり、がんばる養殖事業は、もうかる漁業事業をベースとし、基金方式を採用することで運用の柔軟性を確保し、かつ、助成範囲を人件費まで含めた生産費とすることで長期にわたる生産期間の漁業者の収入も担保することを基本的な枠組みとした制度となった。
次節では、がんばる養殖事業の内容と特徴について概観する。

[bookmark: _Toc480642208]2 事業の仕組みと流れ
[bookmark: _Toc480642209]2-1 事業の目的
平成23年3月11日に発生した東日本大震災により、東北地方及び関東地方太平洋側を中心とした幅広い地域で、水産業への壊滅的な被害や水産物への風評被害等が発生し、我が国漁業をとりまく環境は一変した。
このため、震災で悪影響を受けた漁業者や養殖業者の生産活動の再開に向けて、安定的な水産物生産体制の構築に資する計画を策定し、復興に向けて大きく前進していく必要がある。このような状況を踏まえ、経営の早期再開及び生産体制の自立を図るとともに、収益性の高い操業・生産体制への転換等を推進し、より厳しい経営環境の下でも漁業や養殖業を継続できる経営体の効率的かつ効果的な育成を図ることを事業の目的とした。

[bookmark: _Toc480642210]2-2 事業の対象地域
がんばる養殖事業の対象地域は、東日本大震災の被災地域15道県（北海道、青森県、岩手県、宮城県、福島県、千葉県、神奈川県、三重県、和歌山県、徳島県、高知県、大分県、宮崎県、沖縄県、新潟県）となっている。

[bookmark: _Toc480642211]2-3 事業スキーム
これまで述べたとおり、がんばる養殖事業はもうかる漁業事業をベースとした事業スキームとなっている。基礎となる事業スキームが存在したことから、罹災地域の漁業経営の立て直しと安定化にとってより近道であった。しかし、被災地域の弱体化した養殖経営体を支援・復興させることを第一義とするがんばる養殖事業と、漁業の体質強化や構造改善を第一義とするもうかる漁業事業では目的が若干異なることから、事業スキームの一定の改良と漁協支援のための指導機能の強化が併せて必要とされた。
こうした考え方の下、施行されたがんばる養殖事業は、地域で策定した復興計画に基づき養殖業の復興を推進するため、5年以内の自立を目標とした共同化による生産の早期再開を目指し、その間の必要な経費（施設等借上費、養殖作業費、資材費等）を支援する事業となった。図3-1に、がんばる養殖事業の仕組みの概略図を示す。
① 国は補助金を拠出して基金を造成し、水漁機構が事業主体として基金の運用を行う。
② 国（事業主体：水漁機構）は、事業実施者（漁協等）に、がんばる養殖事業の実施のために必要な事業費を基金から支払う。
③ 事業実施者（漁協等）は、養殖生産を実際に行う養殖業者グループと契約を結び、養殖業者グループに必要な経費を支払う。
④ 事業実施者（漁協等）は、養殖業者のグループに生産を委託し、養殖業者は養殖生産を行う。この際、水揚物は事業実施者のものとなる。
[image: ]⑤ 事業実施者は、水揚物を販売して得た代金（水揚金）により、国に事業費相当額を返還する。水揚金が事業費相当額に満たない場合、赤字分の一部（赤字額の9/10）を国が助成する。


















図3-1　がんばる養殖事業の仕組みの概略資料：特定非営利活動法人　水産業・漁村活性化推進機構HP


[bookmark: _Toc480642212]2-4 事業の内容とポイント
(1) 事業の内容
がんばる養殖事業の内容を表3-1に示す。がんばる養殖事業に取り組むための条件（採択要件）は、共同化して養殖の早期再開を目指す「養殖復興計画」を作成し、第三者からなる「認定協議会」で認定を受けることとなっている。また、共同化については、採択要件となっているが、経営全てを共同で行うものではなく、表3-2に示すような内容も含めて共同化の取組みとされている。
事業のポイントとしては、
①事業費に対して基金から助成を受け、水揚金で返還する仕組みであること
②助成対象の一部である生産費用に人件費や減価償却費等が含まれること
③赤字分の一部を国が助成すること
④事業の実施過程において事業実施者（漁協等）の経営にも寄与可能なこと
が挙げられる。次項以降にそれぞれのポイントを概説する。

表3-1　がんばる養殖事業の内容
	
	内　容

	事業対象者
	震災の影響により経営再建の支援が真に必要と認められた、「被災した養殖業者（またはその後継者（法人化した場合も含む））」が対象

	採択要件
	共同化して養殖の早期再開を目指す「養殖復興計画」を作成し、第三者からなる「認定協議会」で認定する

	設定する目標
	事業開始1事業期間目で償却前利益（施設関係経費を除いた経費と水揚げの差額）の黒字化が見込める計画であること

	取組の内容
	3経営体以上の共同化

	事業期間
	3事業期間以内（事業期間とは、養殖生産開始から出荷までの期間とする）

	水揚金額が事業費を
下回った場合の取扱
	差額（赤字分）の一部を国が助成
助成額：赤字分の9/10

	水揚金額が事業費を
上回った場合の取扱
	以下のいずれかを選択
①差額（黒字分）は漁業者等の報奨金とし、事業を終了
②差額（黒字分）の1/2を国に返還し、事業を継続


参考：がんばる養殖復興支援事業の手引き

表3-2　がんばる養殖事業の共同化
	取組の内容
	具体例

	施設・機器の共同化
	・共同の「かき処理場」を設置し利用
・大型の養殖作業船をワカメの刈り取り時期に合わせて共同で利用
・スケジュールを組んでノリの乾燥機を共同利用

	作業の共同化
	・海上作業と陸上作業に分業し共同で生産
・日常の管理は個別で行うが、種付けや刈り取りは共同で行う
・海上作業は個別で行うが、陸上作業は協力して行う

	資材購入・
出荷の共同化
	・品質を揃えた出荷をするため、導入する種苗や養殖飼料を統一化
・出荷サイズを統一化し、共同販売力を強化

	生産全般の共同化
	・施設はすべて共同で所有し、作業もリーダーの指示により分業。作業賃金も平等に分配

	法人化による共同化
	・被災養殖業者により法人を設立し、効率化された新たな事業として養殖を行う


参考：がんばる養殖復興支援事業の手引き
(2) 基金による助成と水揚金の返還
がんばる養殖事業は、事業にかかる経費を基金から事業実施者に支払い、事業実施者は養殖業者グループと生産委託契約を結び、生産費を支払う仕組みとなっている。そして、養殖業者グループは、共同化の取組みを実施しながら養殖生産を行い、得られた収穫物は事業実施者が管理し、これを販売して水揚金を得て基金に返還することとなる。基金の造成により、通常の補助金のように予算年度に縛られることなく、柔軟に運用することができ、かつ、水揚金の返還によって基金規模が維持され、継続的な復興支援が可能となる。
また、養殖生産の再開にあたっては、種苗費等の初期投資やえさ代等の運転費用等、様々な経費がかかるが、がんばる養殖事業では、これらの事業費を概算払いにより事前に支払うことが可能で、養殖再開時の養殖業者の負担軽減に大きく寄与する仕組みであった。
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図3-2　がんばる養殖事業の仕組み
参考：がんばる養殖復興支援事業の手引き

(3) 助成対象に人件費、減価償却費が内包
助成金の対象とする費用の範囲は、表3-3に示すとおりである。このうち、事業実施者から契約養殖業者に支払われる生産費用等（表中の1）の内訳は以下のとおりである。
①養殖生産活動に必要な施設等（陸上施設、作業船及び漁具を含む）に係る減価償却費・復旧修繕費・金利・損害保険料・公租公課・施設利用料
②漁業権行使料
③漁業施設共済掛金
④人件費
⑤作業管理費
⑥消費税
上記①、④に示すとおり、人件費（自らの労賃や家族労賃、他者へ払う賃金等）が含まれていることから、養殖再開から出荷まで収入がない養殖業者でも、確実に収入を得ることができる仕組みとなっている。また、施設等にかかる減価償却費等も対象となっており、再開時の初期投資にかかる自己負担を軽減することができる仕組みでもあった。

表3-3 がんばる養殖事業において助成金の対象とする費用の範囲
	
	助成金対象経費
	経費の具体的な内容

	1
	契約養殖業者へ
支払う生産費用等
	生産契約に基づく経費（認定復興計画に基づく人件費等を含む）

	2
	水道光熱代
	養殖生産のために要した、水道、電気、ガス、燃油等の購入代金

	3
	種苗代
	養殖用種苗の購入代金、真珠核購入代金（採苗用母貝、原藻等の代金を含む）

	4
	餌代
	養殖生産に要した餌の購入代金

	5
	養殖用資材代
	網、ロープ、浮子、医薬品等、養殖生産のために要した資材の購入代金

	6
	器具・備品代
	養殖生産のために要した、器具・備品等の購入代金（1件につき50万円未満のものに限る）

	7
	修繕費
	養殖筏等の施設、漁船、漁具等の修繕のために要した経費

	8
	魚箱・氷代
	養殖生産物の運搬・選別・出荷・販売に要した魚箱等の資材及び養殖生産物の鮮度保持に要した氷等の資材の購入代金

	9
	販売費
	市場売りの場合には、当該市場の市場手数料等、販売のために要した経費
その他の場合には、販売金額の5％以内とする

	10
	その他の経費
	この事業の実施のために要した上記以外の経費で、水産庁長官が特に認めたもの

	11
	事業管理費
	この事業を運営するために必要な事業管理費とし、事業全体の2％以内（ただし、この事業の実施に当たり、新たに経理事務員等を置く場合には、当該事務員に掛かる人件費を加算できる）

	12
	消費税
	2～11の経費に要した消費税額



(4) 赤字分の一部を国が負担
がんばる養殖事業では、支払われた助成金より返還する水揚金が少ない場合でも、赤字分の一部は国が助成する仕組みとなっており、養殖再開時のリスクが軽減できる制度であった。
がんばる養殖事業では、通常、事業費は概算払いによって事前に助成され、それによって養殖生産が行われる。実際に助成された事業費は、1事業期間が終了した後に確定され、返還すべき金額（返還対象額）が決定される。この返還対象額より、実際の水揚金額が少なく、赤字となった場合には、国がその9/10を助成する仕組みとなっている。したがって、事業実施者が負担する赤字分は1/10であり、リスクは大きく軽減される。なお、この赤字分の負担については、事業実施者が契約養殖業者と協議の上、あらかじめ水揚金額が事業費を下回った場合の経費負担について関係者で取り決めを行っていれば、契約養殖業者にその一部又は全部を負担させることが可能であった。
[image: ]
図3-3　事業費と水揚金額の比較について
資料：がんばる養殖復興支援事業の手引き

(5) 事業実施者（漁協等）の経営にも寄与
がんばる養殖事業においては、事業実施者である漁協そのものが罹災しているケースも多く、被災した組合員である漁業者の生産活動も回復していない中、組合員の生産物の販売手数料を主な収入源とする漁協は大幅な収入不足に陥っていた。加えて、漁協職員の絶対的な人員不足もあり、事業の実施に当たっては、事業実施者として十分な役割を果たせないことが危惧されるほどの状態であった。
がんばる養殖事業の実施にあたっては、事業管理費を助成対象としたこと、事業の実施にあたって漁協の経済事業が利用されたこと等から、結果的に弱体化した漁協経営の負担軽減と収入増加に寄与することとなった。
① 事業管理費の導入
がんばる養殖事業では、事業を管理・運営するために必要となる人件費の補てんを図ることを目的に、漁協等の事業実施者が負う事務管理のための経費（一般管理費）の一部が助成（事業費の2%を上限とする補助）された。漁協等が本事業を円滑に進めていくための管理・運営経費に対する助成は、重要な支援策の一つとして位置づけられ、事務員等の人員確保に大きな役割を担った。
また、必要があれば、がんばる養殖事業の専任の経理職員（事業管理費の上限が実績額の2％であったため、事業費が少ない場合や漁協職員の人員不足等により対応できない場合の措置）を新たに採用することが可能となり、事業期間内における人件費分の助成が認められた。
事業管理費はそれ以外にも、宮城県漁協及び岩手県の一部の漁協において、がんばる養殖事業の経理処理に特化した管理システムの構築と導入に係る経費として活用されたことで、職員の事務処理負担の簡便化と事業の効率化が図られた。
ちなみに、平成28年9月末時における岩手・宮城両県の事業管理費は約7億円の助成実績となっている。

② 漁協経済事業の活用
がんばる養殖事業では、助成対象となる生産費用の中に施設利用料も含まれている。そのため、養殖業者が利用する漁協所有の共同利用施設の利用料徴収に不安が無くなり、施設の導入が促進されるほか、利用料収入の早期回復にも寄与した。
また、養殖資材や種苗の購入など、必要となる資機材を漁協の購買事業を活用して購入することとなったことから、事業管理を円滑に行うことができるとともに、漁協購買事業の早期立て直しが可能となった。
加えて、収穫物の販売に関しても、漁協の共同販売事業を活用することから、手数料収入などが早期に安定することに寄与した。

[bookmark: _Toc480642213]2-5 事業実施の流れ
図3-4に、養殖復興計画の認定から実施計画の実施と報告、助成金の交付から額の確定（精算）までの事業の流れを図示し概説する。
がんばる養殖事業を実施するためには、地域養殖復興協議会（地域協議会）が養殖業の早期再開と経営再建に取り組むための「養殖復興計画」を策定し、有識者からなる第三者における「認定協議会」の認定を受けることが必要となる。
実施の流れとしては、事業実施の事前段階となる「(1)地域協議会の設置～(5)助成金の交付決定」までと、事業開始後の段階となる「(6)がんばる養殖事業の開始～(10)実施結果報告（全事業終了）」までの2つの段階に大きく分かれる。中でも、事前段階における「(2)養殖復興計画の策定と(3)認定協議会での審査・認定」が重要な手順となり、関係各主体の支援・協力が必要な手順であった。その後、事業実施者は、認定された養殖復興計画に基づき、共同化に取り組む新たな生産体制による養殖生産を行うための「がんばる養殖復興支援事業実施計画」を策定し、この承認（及び助成金の交付決定）をもって事業開始にあたることとなる。

(1) 地域養殖復興協議会（地域協議会）の設置
(2) 地域養殖復興協議会が養殖復興計画を策定
水産庁長官の承認
(3) 認定協議会で養殖復興計画の審査・認定
(4) がんばる養殖復興支援事業実施計画の作成・申請・承認
水漁機構（水産庁協議に基づき認定）
地域養殖復興協議会による支援
(5) 助成金の交付決定
(6) がんばる養殖復興支援事業の開始
水漁機構（決定通知書の交付）
認定協議会へ提出
水産庁長官の承認
(7) 概算払請求により必要な経費を助成
(8) がんばる養殖復興支援事業の実施状況報告
水漁機構（必要な経費を交付）
水産庁長官へ報告
(9) 助成金の額の確定（精算報告）
(10) がんばる養殖復興支援事業の実施結果報告（全事業終了）
助成金の精算（基金へ返還）
水産庁長官へ報告
図3-4　事業実施の流れ
★事業実施者と養殖業者が生産契約を締結
★地域協議会及び参加者等への収支報告




























(1) 地域養殖復興協議会（地域協議会）の設置
地域養殖復興協議会は、被災した漁業者からなる養殖部会を設置し、地元の漁協、行政、地域養殖の専門家、水産研究者などで構成される「地域養殖復興プロジェクト（以下、「地域プロジェクト」という）」を立ち上げる。
地域プロジェクトの立ち上げにあたっては、設置要綱を定め、水産庁長官の承認を得る必要がある。また常時、がんばる養殖事業の実施状況を把握するとともに、生産終了ごとに事業の収支等の結果報告受け、地域の養殖復興状況の把握に努めるものとする。
なお、地域協議会については、事業実施者が単協からなる岩手県においては単協ごとの12ヵ所、県一漁協である宮城県においては、北部地域、中部地域、南部地域の総合支所の3ヵ所、及び単協の1ヵ所、宮城県ギンザケプロジェクトの1ヵ所の計5ヵ所、また、三重県においては2ヵ所の漁協に設置され、計19地域プロジェクトとなる。

(2) 養殖復興計画の策定
地域協議会が養殖復興計画を作成し、実際に生産を行う予定の養殖業者について記載する。復興計画策定の作成にあたっての主なポイントは以下の3つである。
①対象となる養殖業が地域にとって重要なものであり、被災した地域の復興のために必要なものであること
②共同化の取組の内容と、その取り組みが養殖の早期再開に繋がること
③復興後の地域の養殖業の未来を見据えたものであること
養殖復興計画の策定は、がんばる養殖事業の実施にあたって最も重要な作業手順の一つである。特に、震災の被害が甚大で、計画策定に必要な養殖経営にかかる各種の数値データが失われてしまった地域も多くあったことから、生産目標の検討や事業費の検討等の面で根拠データが乏しく、その時点で利用可能な範囲のデータに基づいて計画を策定せざるを得ない状況であった。
また、計画策定にかかる具体的な検討や資料作成に関しては、事業実施者である漁協の担当職員が中核となることが求められたが、職員に人的被害が生じた漁協もあり、震災直後の混乱の極みの中で具体作業に携わる人材を確保することが困難な状況も多くみられた。そのため、人材の確保にあっては、緊急雇用対策等の支援事業を活用して職員を雇用したり、市町村との連携で、総務省事業を活用した復興支援員や地域おこし協力隊員等を漁協に派遣してもらう等の対策を講じる地域もみられた。震災直後は、がんばる養殖事業だけではなく、多くの復興対策事業を現場において管理運用しなければならず、漁業の復旧・復興が進むにつれて通常業務も担わなければならない状況であった。漁協職員は、こうした状況の下で多様な業務を兼任しながらギリギリの事業運用を行っていたのである。
こうした状況の下で、計画の検討・策定には、県や市町村、系統上部団体や関連団体等の多方面からの支援・協力が不可欠であり、そうしたサポートの下で進められた。各関係主体のそれぞれの立場からサポートが行われたが、中でも、計画書作成の具体作業の面で大きなサポートとなったのは、水産業普及指導員の力であった。平時から漁業の現場で業務を行っている立場から漁協職員や漁業者とのネットワークもあり、生産現場の状況に対する知識・知見も深い水産業普及指導員の存在は、養殖復興計画の検討において大きな力となった。

(3)養殖復興計画の審査・認定
地域協議会が策定した養殖復興計画は、「認定協議会」で審議され承認を受ける必要がある。承認された計画は水産庁協議を経て認定となる。認定された時点で、がんばる養殖事業の開始の準備をすることとなる。
※ここで言う認定協議会とは、養殖復興計画を審査する有識者からなる第三者機関である。認定協議会の委員構成は、養殖業、金融、行政などの水産に関わる分野からなり、養殖復興計画の審査を行う。認定協議会は罹災県である三陸地域では岩手と宮城の2県、その他の罹災県については東京の計3箇所に設置された。

(4) 「がんばる養殖復興支援事業実施計画」の作成・申請・承認
事業の実施に当たっては、養殖復興計画に基づき、事業実施計画を作成する。
事業実施計画は水産庁長官に申請し承認を受ける。なお、申請の際には、以下の根拠資料が必要となる。
・養殖業者と漁協等との生産契約書（案）
・事業費の算出根拠
・漁船、施設等に関する資料（使用漁船の一覧等）

(5) 助成金の交付決定
実施計画が承認された後、必要となる事業経費について、助成金の交付時期や金額に関する交付申請計画を提出し、交付決定通知書が交付される。

(6) がんばる養殖事業の開始
上記の手続きを経て、正式に事業実施者と養殖業者との間で生産契約を締結し事業を開始する。

(7) 概算払請求により必要な経費を助成
事業期間中に必要となる事業経費は、交付申請計画書に基づく概算払請求により定期的な助成金の受領が可能となる。

(8) がんばる養殖事業の実施状況報告
事業実施期間が終了した時点で、事業の実施状況について水産庁長官に報告する。なお、終了までに複数年を要する事業に関しては、開始から1年間経過ごとに中間実績を水産庁長官に経過報告書を提出する。
水産庁長官への報告の他、事業主体である水漁機構と事業実施者である漁協が連携し、事業結果（経過）報告会等を実施。後述するとおり、報告会では、認定協議会委員や漁協、生産者、水産庁及び県等の関係機関から多数の参加があり、各関係主体間で情報を共有する機会が生まれた。がんばる養殖事業の円滑かつ効果的な運用に資するだけでなく、将来にわたる養殖業の発展に有益な情報交換・意見交換がなされる貴重な機会となった。

(9) 助成金の額の確定（精算報告）
事業終了に伴い、助成金精算報告書等を基に返還すべき助成金の額を確定し、精算処理を行う

(10) がんばる養殖事業の実施結果報告（全事業終了後）
全事業期間が終了した後に、事業全体の実施結果について水産庁長官へ報告する。


[bookmark: _Toc480642214]3  事業の実施体制
[bookmark: _Toc480642215]3-1　実施体制の全体概要
事業の実施体制を図3-5に示す。がんばる養殖事業の実施にあたり、一連の事業実施の流れを円滑に遂行していくためには、計画の策定から事業実施後の管理に至るまで、地域と国が一体となって全体支援を行うことが求められる。
まず、養殖復興計画の計画策定を行う地域協議会と、その計画を審査・認定する認定協議会は、がんばる養殖事業の根幹をなす組織であり、これらが連携することは、事業を円滑かつ効果的に実施・運営するための必要不可欠な基盤となる。
また、事業実施者として事業管理と生産管理を行う漁協及び養殖生産を担う生産者への支援は、地域協議会と認定協議会の他に、県（普及指導員）や市町村職員、経営相談員、上部系統職員などによる「地域支援」、水産庁と水漁機構による「中央支援」（運営支援）の双方によって支えられた。
また、地域に駐在する現地指導員や専任指導員は、漁協職員や生産者への直接的な地域支援（助言・指導）を軸としながら、事業主体（水漁機構）として事業運用面での管理・助言・指導を行うなど中央支援の役割も担っている。

[image: ]

図3-5　事業実施体制図
[bookmark: _Toc480642216]
3-2　事業主体（水漁機構）の実施体制
(1) 水漁機構の概要と事業主体となった背景
水漁機構（特定非営利活動法人 水産業・漁村活性化推進機構）は、漁業関係団体等との連携と協力により、水産業の発展及び漁村活性化のための事業を行うことで、広く一般国民に対して、水産資源の持続的な利用を確保しつつ、安全・安心な水産物の供給を確保すること及び水産業・漁村の多面的機能の発揮に寄与していくことを目的に、平成21年に設立された法人である。
水漁機構が、がんばる養殖事業の事業主体となった所以は、漁協系統の中央組織である全国漁業協同組合連合会（JF全漁連）を基礎とした団体であり、他の漁協系統関係団体や地域の漁協、沿岸漁業者等との連携と協力関係を期待できること、また、被災地域の養殖業に対する知見と認定協議会の運営等に対する十分な経験を有していること等から同事業を円滑に運営しうる唯一の機関であると考えられたからである。

(2) 水漁機構の所掌業務
がんばる養殖事業の実施にあたり、水漁機構は以下に示す業務を所掌した。このうち、事業実施者である漁協や養殖業者への直接的なサポートを抽出すると、表3-4に示すとおりとなる。これらのサポートの具体的な実施状況やその成果・課題については次項に整理する。
＜がんばる養殖事業における水漁機構の所掌業務＞
■事業説明会等の支援
■養殖復興プロジェクト本部運営事業の運営（基金の管理と運用）
■認定協議会の設置と運営（認定協議会委員との協議、認定協議会の開催及び認定に関わる事務）
■地域養殖復興プロジェクト運営事業の管理（基金の管理と運用）
■地域養殖復興プロジェクト運営事業の申請及び精算業務
※最大時で19組合が地域プロジェクトの運営事業を実施し、年度ごとにプロジェクトの運営のための申請業務及び精算業務を行う
■現地指導員制度の導入（事業実施者への助言・指導に係る人材の確保）
■専門家の派遣（現地調査のための専門家の招致と派遣）
■関係機関との協議・調整（水産庁、県、全漁連、漁連・漁協、専門機関との協議及び全体調整）
■実施計画の進捗管理及び助言・指導
■実施報告書のチェック及び監査業務
■水揚金の進捗管理及び返還金の管理
■事業終了後の額の確定に伴う精算業務及び返還金の管理
■実施結果（経過）報告会の開催（認定協議会委員、県関係者、事業実施者、参加養殖業者との協議）

(3) 水漁機構の実施体制
[image: 20170315085043-0001]水漁機構では、本部勤務の専任指導員に加え、「現地指導員」をおく実施体制を構築した。より現場の近くに相談窓口を配し、職員を常駐させることで、現地の事業実施者への手厚いサポートを実施できる体制とした。これにより、事業実施者となった地域漁協の担当職員や生産者に対し、よりきめ細かで、かつ直接的な指導・助言を行うことが可能となった。











牡鹿漁協








図3-6　水漁機構の事業実施及びサポート体制図









[bookmark: _Toc480642217]3-3　事業実施者の実施体制
(1)宮城県
宮城県では、宮城県漁協と牡鹿漁協ががんばる養殖事業の実施者または事業実施者となった。
宮城県漁協においては県一漁協体制の下で、総合支所に地域協議会を設置し、その下部組織として各支所に部会を設置して事業を実施する体制であった（図3-7）。実質的な実施者は各支所単位で、本所・総合支所がサポート役となり、支所の担当職員が具体的な事業管理を行う構造であった。なお、計画策定の段階では、県出先機関の普及指導員等の支援が大きく寄与した。
牡鹿漁協においても同様で、単協として事業実施者となり、県、国、水漁機構からの各種支援、指導・助言等を得て事業を実施した。
協議

県
漁協
国（水産庁）
・関係機関連絡調整
・計画作りへの助言指導等


本庁
・漁協本所、事務局国等の関係機関への連絡・調整
【認定協議会への参画】
本所
復興対策室／経済事業部
・事業全体の総括・指導
・支所等への指導
・要望等のとりまとめ

支援


協議
（報告 相談）
指導

指導報告


総合支所【地域協議会】
・地域協議会の運営
支所（部会）
・部会運営
・要望把握、漁場利用調整
・事業実施
養殖業者グループ
・グループ形成、取組内容検討
連携

NPO水漁機構
【認定協議会】
本部事務局
・事業全体の総括
・現地指導員との連絡調整
現地事務局
・現地サポート
出先機関
・総合支所、支所への連絡・調整
・計画づくり・事業実施の助言
【地域協議会、部会への参画】

指導助言
支援






図3-7　宮城県漁協における事業実施体制の概要

(2)岩手県
岩手県では、各単協ががんばる養殖事業の事業実施者となった。水産庁、事業主体である水漁機構、県が連携して事業実施者を支援する体制を構築し、各単協に地域協議会が設置され、養殖復興計画が策定された。
特に、養殖復興計画の策定時には、県の水産業普及指導員が中核的な支援を行った。具体的には計画の検討に必要な基本的な数値データの取扱い方法や標準的なモデルの提示等の支援が行われ、各単協における復興計画のとりまとめ作業においても、普及員が事務作業を補完する等、全面的なサポートが行われた。
水漁機構
【認定協議会】
国（水産庁）
協議

報告
相談

連携

本部事務局
岩手県


本庁
指導
助言
報告
相談
協議


現地事務局
（現地指導員）
沿岸広域振興局
普及指導員
連携
事業開始後の相談や指導・助言は現地指導員が主に支援
養殖復興計画策定時には普及指導員が中核的な支援を実施



指導助言
連携
報告
相談

岩手県漁連
各漁協
【地域協議会】


（担当者）
連携
支援


（部会）
養殖業者
グループ




図3-8　岩手県における事業実施体制の概要






[bookmark: _Toc480642218]4  事業サポート内容
がんばる養殖事業は、地域協議会の設置から始まり、養殖復興計画の策定、事業開始後の水揚収入や経費支出の管理等、その運用にあたって多くの業務が発生する。加えて、養殖生産サイクルに応じた長期間にわたる事業の管理が必要となる。
一方、震災直後の混乱極まる状況の下で、罹災者でもある被災地の漁業者、漁協、市町村、県が、十分な事業の実施・管理体制を構築することは困難であった。そのため、前節で示したとおり、地元関係者それぞれの立場から連携して事業にあたる「地域支援」と事業主体である水漁機構を核とした「中央支援」を両輪とする実施体制が組まれた。
ここでは、事業の実施にあたり関係した各主体が、事業の流れの中でどのようなサポートを実施したのかに焦点を当てて整理する。特に、事業の流れは、事業実施前の養殖復興計画の策定段階と事業開始後に大きく区分されることから、各段階において関係する主体が果たした役割について整理する。加えて、事業主体としてサポートの中核となった水漁機構については果たした役割について実態を整理する。

[bookmark: _Toc480642219]4-1　事業開始までの事前段階におけるサポート内容
(1) 地域協議会及び認定協議会の役割
がんばる養殖事業においては、被災した地域の養殖業の早期復興と経営再建に取り組むための養殖復興計画を策定することが最初の一歩となる。養殖復興計画の策定は地域協議会において行われ、取りまとめられた復興計画は認定協議会に申請され、そこでの協議・認定を経て事業の開始へと歩を進めることとなる。
すなわち、地域協議会は、地域の実態に即した適切な養殖復興計画を策定すべく、その内容について検討、取りまとめる基盤組織としての役割を有する。また、認定協議会においては、申請された養殖復興計画について、客観的な視点を交えて妥当性を検証し、認定する役割を有する。

(2) 県・市町村等のサポート内容
被災地における養殖業は、地域の基幹産業として重要な位置づけが成されていたことから、がんばる養殖事業の実施にあたっても、県担当者・水産業普及指導員、市町村担当者等を中心に、行政からの支援も手厚かった。
特に養殖復興計画の検討・策定の段階においては、限られた情報・根拠データ等の下で、計画に必要な数値データの収集・整理、検討資料のとりまとめが行われた。これには水産業普及指導員が有する地域養殖業への知識・知見が、極めて大きな役割を発揮し、事業導入の初期段階で重要な支援となった。

(3) 系統団体等のサポート内容
宮城県漁協の場合は、前述のとおり、県漁協自体が事業実施者となったが、実質的な実施者は各支所単位であったことから、本所及び総合支所がサポート役となった。本所・総合支所では、現場から上がってくる要望を関係機関に伝え、現場の実態に即した円滑な事業運用を行えるよう調整を行っていた。
一方、岩手県にあっては、計画策定等の事業導入の初期段階において県が全面的な支援を行っており、系統関係団体は地域協議会への参加という形で側面からのサポートを行った。事業が開始された後は各単協が行う事業管理業務について相談役となるなど、水漁機構が行うサポート業務を補完する役割を担った。

(4) 関連団体によるサポート内容
宮城県においては、水産業経営支援協議会に養殖業の経営データ等が蓄積されており、これらのデータを計画策定に活用することが出来た。これらのデータは、宮城県水産業経営支援協議会に属する経営相談員等の専門家の指導・助言の下で活用され、適正な計画の円滑な策定に大きく寄与した。

(5) その他の特筆すべきサポート内容　～養殖管理システムの構築と普及～
がんばる養殖事業の事業実施者は漁協であり、事業経費（契約生産者へ支払う生産費用等に係る経費の他に、漁協の購買事業を通して支出した経費の一部を助成するもの。）については、漁協で特別会計を設け当該事業用の会計処理を進めることとなる。漁協の経理処理はすでにシステム化されていたが、がんばる養殖事業の開始当初は、各漁協においてエクセルなどの汎用ソフトを活用して管理されることが実態だった。しかしそうした管理手法では、漁協の経理ソフトとの連動性がない状態であるため、経理処理方法や支出科目の不統一性等の要因から、がんばる養殖事業の適切かつ正確な管理に支障が出る恐れがあった。このような事態を回避するには、漁協の経理と連動した同事業用の新たな養殖管理システムを早急に構築する必要があった。
同事業用のソフトを個別に一から開発することは時間と手間、費用が掛かるため、既存の会計システムをがんばる養殖事業向けに改良した経理ソフト（名称：オスパー）が、岩手県のシステム業者（漁協職員のOB）によって開発され、三陸やまだ漁協、新おおつち漁協、釜石東部漁協、釜石湾漁協、唐丹町漁協、広田湾漁協に同ソフトが導入・活用された。
また、県一漁協として宮城県全域に及ぶ支所を統括する宮城県漁協においても、簡便且つ統一的なシステムの導入と活用が求められ、宮城県漁協の基幹ソフトを改良してがんばる養殖事業専用の経理ソフトが導入された。なお、システム導入の費用はがんばる養殖事業の事業管理費が活用された。
宮城県漁協で開発された会計ソフト導入の最大のメリットは、漁協のがんばる養殖事業の経費の支払と、漁協の伝票処理とが常に連動していることで、がんばる養殖事業の実施グループ単位での事業費予算の進捗が随時把握できたことにある。何より、煩雑な科目処理を行わなければならなかったがんばる養殖事業において、統一したシステムの下、全支所で統一した経理処理が実現されたことは画期的であった。事業を運用していく上で、がんばる養殖事業に連動した養殖管理（会計）システムを導入し、活用することにより地域における養殖種ごとの養殖経営モデルの構築と併せて、本事業の効率的、かつ迅速な対応が可能になった。

[bookmark: _Toc480642220]4-2　水漁機構が果たした役割
(1)事業主体としての総合的な司令塔としての役割
水漁機構は、事業主体として事業の実施に関わる助言指導及び事務処理の一切を所掌するとともに、中央機関（水産庁、県）と地域（事業実施者、生産者）とをつなぐ調整役も担い、事業実施にかかる総合的な司令塔としての役割を担った。
特に重要な役割は、事業実施者である漁協や参加養殖業者に対し、所管官庁である水産庁及び罹災県の行政担当官や専門家らと連携し、事業の仕組みについて専門的な立場から指導・助言を行ったことであった。中でも、この指導・助言をよりきめ細かく行うために現地指導員体制を構築したこと、そして、事業の司令塔として、この体制を効果的に運用したことは重要な役割であった。一方、こうした体制は一定の成果を上げたが、現場に駐在する現地指導員等と彼らを統括する専任指導員の人材を確保することは課題であった。
また、事業の実施にあたり、事業経費の積算から計画作成までをいかに迅速に進め、円滑に実施・管理してもらうかについては、岩手・宮城両県における認定委員の協力もさることながら、地域養殖の事情に明るい専門家や有識者、相談員などのアドバイザーの存在が非常に大きな役割を担った。水漁機構はこれらの関係者と連携し、効果的にサポートできるよう調整する等の役割を担い、その面からも司令塔として機能した。

(2) 現地指導員体制の構築による全面サポート
現地指導員制度は、過去実施された「輪番休漁事業」の際に採用された仕組みを準用したものである。過去の事業において、現地指導員制度は、地元漁協、漁業者からの意見・要望を現場でうまく吸い上げながら、中央及びその関係機関との連絡・連携・調整を円滑に進めるための支援体制として一定の評価を得たことから、がんばる養殖事業においても現場支援策の一環として導入された。

① 宮城県
宮城県内の現地指導員は、公開募集を行わず漁協から推薦を受けた漁協（旧漁連）及び旧信漁連出身者OB（3地域（事務所）計6名）からなる支援体制を整えた。宮城県漁協は当初、がんばる養殖事業に限定した指導員ではなく、施設保有漁協の事業に関するサポートも念頭に入れていたが、最終的には漁協の上層部が中心となって事業への積極的な協力体制を敷いたことで、経営管理にも精通したがんばる養殖事業専任の現地指導員の人材が確保された。後に、4名の現地指導員及び1名の現地駐在の専任指導員が増強された
また、宮城県の現地指導員は、復興計画の策定から実施までの支援に係わり、開始当初から事業実施者や県関係者、また本部の専任指導員との連携強化を図ったことで、事業の円滑な実施が実現できた。

② 岩手県
岩手県では、県、市町村、県漁連や単協に対し、広く指導員候補の人材紹介を求めていたが、第一に地理的に事業実施者（漁協）が広範囲に分散していること、第二に震災による混乱期でもあり、津波被害地で勤務することへの危機意識が高かったこと等から、養殖経営に精通する人材の確保に時間を要した。結果、宮城県での体制構築から3ヶ月後に、元役場職員1名、単協出身のOB2名による現地指導員体制が発足した。後に、指導員4名（紹介1名、ハローワーク経由3名）を増員した。
現場における問題等の解決においては、現地指導員の判断だけでは対応しきれないケースも発生した。そうしたケースでは、県および県の出先機関（普及指導員等）との連携・協力の下で問題解決することも多く、この点でも県の大きな支援があったといえる。

③ その他地域
東京認定協議会においては、認定件数と実施グループが少なかったことから、その他の地域での事業管理は現地指導員ではなく、水漁機構の本部が直轄で指導・運営にあたった。
事業実施者である漁協（三重県の2件）は、がんばる養殖事業の助成枠を活用し、専任の経理職員を採用して事業の管理を行った。養殖復興計画および実施計画の策定において県庁等の協力があったものの、基本的には漁協が主体的に計画づくりを行った。

(3) 現地事務補助員制度の導入による現地指導員体制の補強
事業がスタートしてまもなく、現地指導員は、主に担当地区の現場を廻って助言・指導を行う他、計画額と実績額の精査や事業の進捗管理など、日常業務に膨大な時間を要することとなり、指導員の不足が発生した。こうした中、指導員の補助要員としての経理に明るい事務作業を専門とした人員の確保が求められ、ハローワークを通して募集することとなった。
主に現地事務補助員は計画書・報告書等における数値チェックなどの経理事務作業を業務範囲としていたが、実際には漁協担当者の要請を受ける形で、本来、漁協の担うべき事業の進捗管理の補助にまで及んだ。また、事務能力と実務経験が認められた一部の現地事務補助員は、後に現地指導員へと昇格任命されたことで、現地支援体制の強化をもたらす結果となった。
しかるに、現地事務補助員の導入は、現場の事業管理の円滑な実施において非常に重要な役割を担ったのである。

(4) 漁協による水揚状況の管理徹底の指導
がんばる養殖事業は、養殖生産物の生産工程において必要となる経費を全額助成し、水揚販売代金の全額を国の基金へ返還する仕組みである。そのため水揚金額の管理は正確かつ徹底して行わなければならず、事業実施者である漁協が主体的に管理できるよう水漁機構は指導を徹底した。
具体的には、水揚金は漁協の管理とし、毎月ないし最大でも四半期ごとに水揚報告書の提出を周知徹底した。また、水揚実績がある場合は、基金への返還手続きを並行して行うことで、各地域の生産状況（生産量・単価等の推移）を定期的に確認・把握することが可能となった。加えて、定期的・安定的な基金収入が見込まれたことにより、返還金収入を、実施中の事業費支出に充てていくなど、基金事業における効率的な運用が可能となった。

(5) 事業結果（経過）報告会・意見交換会の実施
事業結果報告会の開催結果一覧を表3-4、開催状況を図3-7に示す。
実施要領において、「事業実施者は、事業期間の終了後及び全ての事業終了後、損益計算の結果を取りまとめ、認定養殖復興計画の参加者等に対して報告するものとする」とあるが、復興事業の混乱期の中で、漁協が主体的に事業結果（経過）報告会を開催することは容易ではなかった。また、養殖復興計画を認定する側の認定協議会委員からは、認定後の事業の実施状況とその結果について情報提供を要請する声があがった。
これらの事情を背景に、事業の結果等について、認定協議会と生産者が一堂に会し、事業の実施状況について報告し、その成果等について討議するための意見交換の場として、事業結果（経過）報告会が各地で開催されることとなった。事業結果（経過）報告会は、事業主体である水漁機構と事業実施者である漁協の共同開催で行われた。
認定協議会委員、水漁機構、漁協及び生産者に加え、アドバイザー及びオブザーバーとして水産庁、県及び関係機関などから多数の参加者が集まり、各グループの事業結果の報告を行うとともに、実施したアンケート結果を基に、地域養殖の復興状況や今後の養殖業の継続について積極的な意見交換が行われた。
認定協議会の委員などは、このような報告会の開催を通じて、実際の生産工程において見られた震災後の海況変化、様々な自然災害による減産理由などについて直接、生産者からの生の声を聴く機会となった。一方、参加した生産者にとっても、養殖経営における経費状況等を確認することができる場となった。また、アドバイザーとして参加した行政担当者らも、報告会を通じ、貴重な情報を得る機会になった。
以上のとおり、事業結果（経過）報告会に対して、参加者は総じて、今後の養殖業の発展に向けて非常に有益な情報共有の場となったと評価しており、これを企画・開催した水漁機構が果たした役割も大きかったと考えられる。


表3-4 事業結果（経過）報告会の開催結果一覧


















図3-7　事業結果（経過）報告会開催の様子
＜事業結果（経過）報告会の開催事例＞
平成27年8月に開催された「事業結果報告と今後について」では、宮城県南部地域のノリ養殖部会の22グループが参加した。各グループからそれぞれ代表の生産者が出席し、活発な意見交換が行われた。生産者からは「“がんばる”がなければ、確実に廃業に追い込まれていた」、「がんばる養殖復興支援事業により地域の養殖経営の継続が可能となった」との事業への評価が聞かれたと同時に、近隣沿岸におけるノリ養殖技術に関し、生産者間での情報共有が出来た貴重な場となったとの意見もあった（震災前から地域（グループ）を越えた横の情報交換がほとんどなかったとの意見）。
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[bookmark: _Toc480642221]5　がんばる養殖事業の実施状況
[bookmark: _Toc480642222]5-1 事業の実施状況（認定・実施状況）
平成28年度末現在のがんばる養殖事業における年度別・地域別の認定・実施件数の推移を表3-6に示す。

表3-5 がんばる養殖事業における年度別・地域別の認定・承認実施件数の推移













※経営体数及び実施グループ件数等は、がんばる養殖復興支援事業の実施計画に基づいて登録された値
（生産期ごとの実施グループには、全3事業を実施しない案件、途中退出の案件、実施中にグループ統合した案件等を含む）
【岩手】
・1期目のみ実施の部会が1件あり：小友地域ホヤ部会（広田湾漁協）
・1期目＆2期目のみ実施の部会が3件：前浜地域ホヤ部会（綾里漁協）、米崎地域イシカゲ部会（広田湾漁協）、ホタテガイ第２部会（唐丹町漁協）
【宮城】
・1期目終了時に黒字退出したグループが2件：志津川支所ワカメ部会平磯グループ、宮戸支所ノリ部会門馬グループ
・2期目終了時に黒字退出したグループが1件：志津川支所銀乃すけ養殖部会
・宮城県ギンザケ地域養殖復興プロジェクトは当初6グループで実施（※復興計画は1本）
　→2期目以降は全9グループで実施（※復興計画および実施計画の変更により新たに3グループが追加実施）
【三重】
・南伊勢町地域養殖復興プロジェクトは当初2グループで実施（※復興計画は1本）
　→2期目＆第3期の実施期間中に、実施計画の変更により1グループ（迫間浦マダイ養殖グループ）として統合実施






次に、がんばる養殖事業に参画した実施グループの地域別分布図を図3-8～図3-10に示す。

【岩手県における実施分布図】
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※図中に示された番号は認定番号で整理されたものである。
図3-8　岩手県における事業実施状況

認定番号　実施グループ名称（事業実施者）
13　ホタテガイ部会(唐丹町漁協)
14　気仙地域イシカゲ養殖部会(広田湾漁協)
15　気仙地域殻付カキ養殖部会(広田湾漁協)
16　米崎地域むき身カキ養殖部会(広田湾漁協)
17　米崎地域殻付カキ養殖部会(広田湾漁協)
18　南浜地域ホタテ養殖部会(広田湾漁協)
19　織笠地区カキ・ホタテ養殖部会(三陸やまだ漁協)
20　ほたて部会宮古北部ほたて養殖グループ(宮古漁協)
29　米崎地域ホタテ養殖部会(広田湾漁協)
30　ホタテガイ部会(吉浜漁協)
31　平田地区ホタテガイ部会(釜石湾漁協)
32　大槌湾地域ホタテ部会(新おおつち漁協)
33　吉里吉里・赤浜地域ワカメ部会(新おおつち漁協)
34　気仙地域むき身カキ養殖部会(広田湾漁協)
35　米崎地域イシカゲ養殖部会(広田湾漁協)
36　大船渡地域むき身・殻付カキ養殖部会(大船渡市漁協)
37　白浜浦地区カキ部会(釜石湾漁協)
38　ほたて養殖部会(船越湾漁協)
42　吉里吉里地域ホタテ部会(新おおつち漁協)
43　大沢地区カキ・ホタテ養殖部会(三陸やまだ漁協)
44　かき部会宮古湾かき養殖グループ(宮古漁協)
45　津軽石かき養殖グループ(宮古漁協)
46　磯鶏・津軽石ほたて養殖グループ(宮古漁協)
47　大船渡地域むき身カキ養殖部会(大船渡市漁協)
53　かき養殖部会(船越湾漁協)
54　小友地域むき身カキ養殖部会(広田湾漁協)
55　山田湾地区カキ・ホタテ養殖部会(三陸やまだ漁協)
56　安渡地域ワカメ部会(新おおつち漁協)
57　小友地域殻付カキ養殖部会(広田湾漁協)
58　大浦地区カキ・ホタテ養殖部会(三陸やまだ漁協)
59　小友地域ホヤ養殖部会(広田湾漁協)
60　前浜地域ホヤ養殖部会(綾里漁協)
61　ホタテガイ部会(釜石東部漁協)
62　ワカメ養殖部会(越喜来漁協)
66　ホタテガイ第２部会(唐丹町漁協)
67　赤崎地域清水地区カキ養殖部会(大船渡市漁協)
69　ホタテ養殖部会(越喜来漁協)
70　かき養殖第２部会(船越湾漁協)
71　あわび養殖部会(船越湾漁協)
73　赤崎地域上蛸ノ浦地区カキ養殖部会(大船渡市漁協)
74　赤崎地域下蛸ノ浦地区カキ養殖部会(大船渡市漁協)

【宮城県における実施分布図】
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※図中に示された番号は認定番号で整理されたものである。
図3-9　宮城県における事業実施状況


認定番号　実施グループ名称（事業実施者）
1　宮戸西部支所ノリ部会(宮城県漁協)
2　志津川支所戸倉地区ギンザケ部会(宮城県漁協)
3　志津川支所戸倉地区カキ・ワカメ・ホタテ部会(宮城県漁協)
4　志津川支所ワカメ部会(宮城県漁協)
6　網地島支所ギンザケ部会(宮城県漁協)
7　雄勝町雄勝湾支所伊達のぎん生産者部会(宮城県漁協)
8　女川町支所伊達のぎん生産者部会(宮城県漁協)
9　女川町支所・雄勝湾支所日清ギンザケ部会(宮城県漁協)
10　女川町支所・雄勝湾支所ニチモウギンザケ養殖部会(宮城県漁協)
11　女川町支所・雄勝湾支所太協ギンザケ部会(宮城県漁協)
12　女川町支所グルメイトギンザケ部会(宮城県漁協)
21　牡鹿銀ザケ部会(牡鹿漁協)
22　宮戸支所ノリ部会(宮城県漁協)
23　宮戸支所カキ部会(宮城県漁協)
24　矢本支所ノリ部会(宮城県漁協)
25　亘理支所ノリ部会(宮城県漁協)
26　塩釜市浦戸支所ノリ部会(宮城県漁協)
27　七ヶ浜支所ノリ部会(宮城県漁協)
28　女川町支所竹浦支部ホヤ養殖部会(宮城県漁協)
39　宮戸西部支所ノリ部会（月光）(宮城県漁協)
40　雄勝町雄勝湾支所ホタテ生産者部会①(宮城県漁協)
41　表浜支所カキ部会①(宮城県漁協)
48　塩釜市第一支所ワカメ・コンブ部会(宮城県漁協)
49　志津川支所カキ養殖部会(宮城県漁協)
50　気仙沼地区支所階上カキ養殖部会(宮城県漁協)
51　気仙沼地区支所階上ホタテ養殖部会(宮城県漁協)
52　気仙沼地区支所大島外浜カキ・ホタテ部会(宮城県漁協)
63　女川町支所塚浜支部ホヤ養殖部会(宮城県漁協)
64　表浜支所カキ部会②(宮城県漁協)
65　志津川支所銀乃すけ養殖部会(宮城県漁協)
68　志津川支所南三陸漁業生産組合カキ部会(宮城県漁協)
75　宮城県ギンザケ地域養殖復興プロジェクト(宮城県漁協)



【岩手県・宮城県以外の地域における実施分布図】
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※図中に示された番号は認定番号で整理されたものである。
図3-10　岩手県、宮城県以外の地域における事業実施状況


認定番号　実施グループ名称（事業実施者）
5　立神地域真珠養殖復興プロジェクト(立神真珠養殖組合)
72　マダイ養殖部会(三重外湾漁協)
[bookmark: _Toc480642223]5-2 地域別・養殖種別の参加グループ数と参加経営体数
　がんばる養殖事業に参加したグループ数は、岩手県58、宮城県63、三重県3、合計124グループであった。また、参加した経営体数は、岩手県493、宮城県469、三重県19、合計981経営体であった。（※1）
　3県全体の981経営体のうち、ホタテが最も多く21%を占め、次いでカキ、カキ・ホタテ（複合）、カキ・ホタテ・ワカメ（複合）が多い。これらを合わせると63%となり、参加経営体数の観点からみると、がんばる養殖事業はカキ・ホタテ主体の事業といえる。
　県別でみると、岩手県では全体で493のうちカキ、ホタテ、およびそれらの複合養殖が89％を占めており、その他の養殖種を鑑みても、ほぼすべての参加者が複数年度養殖で参加していたことが特徴である。
　宮城県では全体で469のうち、ノリ、ギンザケ、ワカメ等の単年度養殖種参加経営体が全体の58％になり、岩手県との違いがみられる。複合も含め、カキやホタテの参加も多く、多様な養殖種の参加がみられるのが特徴である。
　三重県では参加グループ・参加経営体数ともに少なく、真珠養殖とマダイ養殖での参加がみられるのみであった。

（※1）実施計画ベースでは岩手県493、宮城県469、三重県19であった。そのうち兼業養殖などで、岩手県では22経営体、宮城県では77経営体が重複して事業に参加していることから、計画上の経営体数と、実際に参加した経営体の数との間に差異がある。例えば、南三陸漁業生産組合についても、計画上の経営体数では1経営体としてカウントする一方、実際に参加している経営体数で言えば、4経営体となる。
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図3-11　養殖種別の参加経営体数
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[bookmark: _Toc480642224]図3-12　県別の参加経営体数
5-3 共同化の内容
がんばる養殖事業の参加においては、3経営体以上の共同化の取組が必須条件となっている。養殖種別の共同化の取組内容の実施状況と養殖種別の取組内容と各グループ数に占める割合を表3-6に示す。岩手、宮城、三重県の養殖種別の共同化の内容については、別表-1～3に示す通りである。
3県の取り組んだ共同化の内容を大別すると、①資材購入・出荷の共同化、②施設・機器の共同化、③作業の共同化、④生産全般の共同化、⑤その他の共同化に分類される。
養殖種別の共同化の取り組み内容を以下に概説する

表3-6　養殖種別の共同化の内容









(1) カキ
カキ養殖では、①資材購入・出荷の共同化と③作業の共同化で約9割のグループが取り組んだ。具体的な取り組み内容として、①資材購入・出荷の共同化では、種苗の共同購入、養殖資材の共同購入、共同出荷の実施、販路開拓の実施、生産管理の徹底、ブランド化の確立等を取り組んだ。また、③作業の共同化では、養殖施設の管理、作業の効率化・省力化、生育と出荷の共同化、採苗・生産（むき身、殻付）など作業の共同化等が取り組まれた。

(2) ホタテガイ
ホタテ養殖では、カキ養殖と同様に①資材購入・出荷の共同化と③作業の共同化について全てのグループが取り組んだ。具体的な取り組み内容として、①資材購入・出荷の共同化では、種苗の共同購入、養殖資材の共同購入、共同出荷の実施、生産管理の徹底、ブランド化の確立等が取り組まれた。また、③作業の共同化では、養殖施設の管理、作業の効率化・省力化、採苗・稚貝分散など作業の共同化などが挙げられる。

(3) ワカメ養殖
ワカメ養殖では、①資材購入・出荷の共同化で全グループが、③作業の共同化で8割以上のグループが取り組んだ。具体的な取り組み内容として、①資材購入・出荷の共同化では、種苗の共同購入、採苗作業の共同化、共同販売の実施、生産管理の取組、生産加工の共同化、ブランド化の確立等が取り組まれた。また、③作業の共同化では、養殖施設の管理が主に取り組まれた。

(4) ギンザケ養殖
　ギンザケ養殖では、①資材購入・出荷の共同化と⑤その他の共同化で8割以上のグループが取り組んだ。具体的な取り組み内容として、①資材購入・出荷の共同化では、種苗・飼料の共同購入、品質管理の徹底、安定出荷の取組、出荷の共同化等が挙げられる。⑤その他の共同化では、給餌方法・飼育密度の適正化、品質管理の徹底等が挙げられる。

(5) ノリ養殖
ノリ養殖では、②施設・機器の共同化で全グループが、④生産全般の共同化で8割以上のグループが取り組んだ。具体的な取り組み内容として、高額の乾燥機を被災したグループでは共同で加工機械を用いて全面協業化し、具体的には加工施設と処理の共同化、プール制（原藻の一括処理）の導入などが挙げられる。

(6) その他養殖種
ホヤ養殖では、③作業の共同化で全グループが取り組み、採苗作業の共同化、養殖施設の管理、養殖管理・出荷作業の共同化に取り組んだ。
イシカゲガイ養殖（2グループ）では、①資材購入・出荷の共同化と③作業の共同化で全グループが取り組んだ。具体的な取り組み内容として、共同出荷の実施、販路開拓の実施、採苗作業の共同化、種苗の共同管理、養殖施設の管理が取り組まれた。
アワビ養殖（1グループ）では、①資材購入・出荷の共同化、②施設・機器の共同化、③作業の共同化などに取り組んだ。具体的な取り組み内容として、稚貝の共同購入、育成・出荷の共同化、養殖施設の共同管理等が挙げられる。
また、地域別の取組内容を概観すると、養殖種類別と同様であり、①資材購入・出荷の共同化と③作業の共同化が主に取り組まれているが、特に地域別の特徴はみられない。








別表-1　岩手県の共同化の取り組み内容






























別表-2　宮城県の共同化の取り組み内容


























別表-3　三重県の共同化の取り組み内容
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5-4　事業基金の運用
(1) 助成金支出額と返還水揚金額
がんばる養殖事業において、交付した助成金（支出）について、水漁機構は、事業実施者に対し、水揚げの販売代金の総額（収入）を基金に返還させることとしている。 
平成28年12月末現在までに事業費として支出された助成金額と、収入として返還された水揚げ販売代金の、年度別及び地域別の収支状況について表3-7に示す。

表3-7　基金における助成金の収支実績結果（支出と収入）
[image: ]
※平成 28年12月末現在までの実績値
助成金支出額は、概算払による支出額および額の確定後の返納額（支出の戻り）
助成金収入額は、水揚げ金の返還、赤字・黒字返還分、その他収入（補償金・事故賠償金等を含む）
がんばる養殖事業における助成金の支出の内訳を養殖種別にみた場合の割合（平成28年12月末現在）を図3-13（全体に占める養殖種別の支出割合）に示す。
養殖種別の支出割合をみると、ギンザケ養殖が全体の48.4%を占めている。一方、無給餌養殖であるカキ養殖が12.4％、ノリ養殖が12.3%、ホタテ養殖が8.8％であることから、給餌養殖であるギンザケ養殖の経費が支出の約半数を占めていることが伺える。
[image: ]　
図3-13 支出全体（約551億円）に占める養殖種別の割合

同様にがんばる養殖事業における収入の内訳を養殖種別にみた場合の割合（平成28年12月末現在）を図3-14に示す。養殖種別の収入割合をみると、ギンザケ養殖が56.5%、次いでノリ養殖が14.6%、カキ養殖が9.7%、ホタテ養殖が7.8%となる。
[image: ]
図3-14 収入全体（約415億円）に占める養殖種別の割合
がんばる養殖事業の収支状況を養殖種別にみた場合の返還率を図3-15に示す。なお、収支データの実績は平成28年12月末現在までの助成金収支結果に基づく値であり、一部の実施中の取組みについては出荷を終えておらず、最終的な値ではない。
これをみると、養殖種で取組みの規模や生産量の実績に違いがあるものの、ノリ養殖、ギンザケ養殖、ホタテ養殖などの取組みにおいては、返還率が高く、総じて実施期間中の比較的高い単価に支えられた結果と考える。
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図3-15　養殖種別にみた返還率（平成28年12月末現在）
注：収支データの実績は平成28年12月末現在までの助成金収支結果に基づく値であり、一部の実施中の取組みについては出荷を終えておらず、最終的な値ではない。

(2) 協議会運営経費等の助成実績
水漁機構は、認定養殖復興計画に基づき共同化等による養殖業の早期再開と経営再建に取り組む養殖業者を支援する事業の実施に必要な経費について助成金を交付する。
養殖復興支援運営事業（地域養殖復興プロジェクト運営事業）において、「養殖復興支援運営事業実施要領」に基づき、協議会の開催等に係る運営経費について国が助成する。

【助成対象となる経費例】
・復興計画策定に係る地域養殖復興協議会や部会等の開催・運営経費
・協議会に参加した委員等の謝金、旅費等
・取組に関する調査・研究費
・資料作成経費等
地域養殖復興協議会などの運営事業に係る経費について、一部のプロジェクトでは自費運用で賄う漁協もある。
平成23年度から平成28年12月末現在の交付金実績累計額について、表3-8に示す。

表3-8　基金における地域養殖復興プロジェクト運営事業の助成金交付実績






【調査・研究業務の報告書に寄せて】

事業支援体制にみる岩手と宮城の相違

合同協議会副会長　濱田　武士　

震災から6年が過ぎました。私は、「がんばる養殖復興支援事業」においては岩手県認定協議会の委員長となり、本事業についてその推移を細かく見てきました。同じ三陸でも宮城県と比較すると、本事業実施に向けての体制が大きく異なっていました。
岩手県では、認定委員会で審査する復興計画の作成において、県庁が養殖種ごとの指針や基準を示した上で、県庁職員とNPO水漁機構の現地事務所の現地指導員（漁協職員OB、自治体職員OBなど）が一緒になってバックアップしました。県庁が示した復興計画モデルが下敷きになったことで、被災者である組合員が本事業に参加するハードルが下がり、事業が普及したと言えます。一方の宮城県においては現地指導員を各浜の事情に詳しいJFみやぎ職員OB（旧宮城県漁連および旧宮城県信連）でかためて、復興計画の作成をバックアップしました。このことで、各浜の事情に対応した多様な復興計画が作成されるだけでなく、経理面ことも相談対応可能という形で事業が普及しました。このことについては、本報告書に記してある通りです。
本報告書の内容についての議論にあたり、両県の違いをどう評価するかが話題となりました。つまり、復興体制としてどうあるべきかの議論にも繫がる論点にもなったわけです。もちろん、どちらの県の体制が有効だったのかというものではありません。「走りながら考え、作り上げてきた結果」であり、両県とも多くの組合員が養殖の再開にこぎ着けたことから、そこに優劣はありません。
ただ、本事業のバックアップ体制が結果的に県を跨いで違ったことについては、一定の考察の余地があります。違いについて以下に触れておきたいと思います。
その一つは、県下の漁協の体制にあります。宮城県は、平成19年に県内の31漁協と、宮城県漁連および宮城県信漁連が合併しました、合併に参加しなかった漁協もありますが、宮城県の大部分を管轄し、浜の情報が本所、地区支所に集まる仕組みがありました。石巻にある本所は被災していないことから経営関連のデータも残りました。岩手県は、このような大合併は行われておらず、岩手県信漁連に信用事業譲渡は行われたものの、24漁協が総合事業体として存続しています。そのことから、県下の組合員の情報やデータが県漁連に集まりにくく、また漁協建屋が被災してデータが滅失したケースもあり、さらに本事業に対する県下での統一的対応は難しい状況にありました。
　二つ目に、宮城県の旧漁連と岩手県の漁連の体制の違いがあります。両者とも指導事業と経済事業の団体でありますが、岩手県では各漁協が自営定置とサケマス孵化場を運営して、組合員数に対して職員を多く雇用できていたことから、組合員へのサービスは漁協職員で賄っています。浜のことは職員が、流通のことは岩手県漁連がという分業体制がしっかりとしていました。一方の、合併前の宮城県の漁協は、自営事業などを行っていないことから、岩手県の漁協のような職員体制になっておらず、経済事業に関連した組合員へのサービスは旧宮城県漁連の職員と一緒になって行っていました。つまり、経済事業に関わった旧漁連職員は、組合員のことを良く知っており、また組合員も良く知っているという間柄が少なくなったのです。さらに震災後、JFみやぎが経営再建のための募った希望退職者のなかに旧信漁連のベテラン職員がおり、すぐに現地指導員として採用されていたことも、本事業のバックアップ力を強めたとも言えます。
両県の違いは、このような背景からだけではありませんが、岩手県では日頃から浜との関係づくりを行ってきた県庁職員が積極的にバックアップしなければ、本事業が成り立たなかったというものであり、宮城県では旧漁連、旧信連の職員OBという人材が現地指導員になったことで本事業が支えられたということになります。
なお、その他の復興関連事業についても両県の対応は異なります。例えば、養殖施設は岩手県では漁協の共同利用施設として復旧しましたが、宮城県では「激甚災害」指定の仕組みを使って、組合員の個人所有物として復旧しました。この背後には、宮城県では施設保有漁協を設立するまで共同利用施設としての復旧が行え得ないという事業がありました。このことも影響して、「がんばる養殖復興支援事業」の復興計画の内容も両県で大きく異なりました。両県の違いについては、県知事の考えの違い、議会の対応の違いというところもありますが、県下の漁協・系統団体の体制の違いが起因になっているところが少なくありません。
今後、東日本大震災のような災害がないことを祈るばかりですが、もしこのような災害があり、養殖地帯が被災した場合、その復興事業において「がんばる養殖復興支援事業」の仕組みは大変有効なものと思われます。そのとき、どのような体制で復興するかは、当該県や当該地域の事情に対応せざるを得ません。ただ、県下の漁協の体制が、宮城県に近いのか、岩手県に近いのかを参考にした上で、復興体制を考える余地はあるかと思われます。

第４章　事業参加グループの事業実績


[bookmark: _Toc480642227]1　事業実績
[bookmark: _Toc480642228]1-1 生産額と計画達成率
がんばる養殖事業に参加したグループ数・生産額・計画達成率は表4-1に示すとおりである。なお、生産額および計画達成率については、平成29年2月末時点において事業を終了（実績確定）したグループのみの集計値である。計画達成率とは、事業計画策定時において試算した水揚金額の計画値に対する水揚金額の実績値の割合である。水揚金額の計画値については、種苗投入量や過去の斃死率、単価等を参考に算出されたが、その算出方法はグループごとに異なっている。
参加グループ数全体では、第1期が121グループ、第2期が120グループ、第3期が116グループと大きな変化はみられない。県別には、岩手県が58グループ、宮城県が60グループ、三重県が3グループ（いずれも第1期のグループ数）であった。

[image: ]表4-1　がんばる養殖事業の参加グループ数・生産額・計画達成率














期別の水揚金額の計画値と実績値の比較を図4-1に示した。いずれも実績値が計画値を下回るものの、実績値を計画値で割った計画達成率は、第1期が67％、第2期が78％、第3期が88％と、期を経過するごとに上昇している。なお、第3期の実績値が第1期、第2期に比べてその値が小さいのは、事業参加グループ116のうち、約45％にあたる53グループが事業継続中であるためである。
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図4-1　がんばる養殖事業の期別計画生産額・実績生産額（全体）

県別にみると、宮城県の計画達成率が岩手県のそれを上回る状況が確認される。また、第1期では、岩手県の計画達成率が61％、宮城県が69％と両県間にそれほど大きな格差は認められなかったが、第3期には、岩手県が72％、宮城県が90％と、期が経過するごとにその格差は大きくなっている（図4-2）。
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図4-2　がんばる養殖事業の期別計画生産額・実績生産額（県別集計）

図4-3は、各グループの水揚金額の計画値と実績値の関係をみたものである。1つのドットが1グループのデータを示している。第1期から第3期を通じて、ほとんどのドットが図中の対角線（黒点線）の下側に位置しているが、これは実績値が計画値を下回った（計画達成率が100％未満）ことを意味している。一方、第1期では13グループ、第2期では9グループ、第3期では18グループがその期において、実績値が計画値を上回っている（計画達成率が100％以上）。
県別にみると、計画達成率が100％を上回ったケースは、宮城県が24グループ、岩手県が16グループであった。特に、第3期の宮城県は49グループ中11グループの計画達成率が100％を上回っている。これらの多くはギンザケ養殖、ノリ養殖を営んだグループである。
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図4-3　がんばる養殖事業参加グループの計画生産額-実績生産額の関係

[bookmark: _Toc480642229]1-2 事業収支
平成29年2月末時点で事業を終了した参加グループの経営収支は表4-2に示すとおりであった。なお、表中に示す経費については、養殖業そのものに要する経費であり、事業を管理する費用として漁協等に支払われる費用（事業管理費およびこれに係る消費税）は含まれていない。がんばる養殖事業では、原則として事業への参加に際して1グループの構成員は3経営体以上といった条件が課されているが、平成29年2月末時点で事業を終了した経営体の数は、第1期が959経営体、第2期が890経営体、第3期が510経営体であった。
期別の事業収支については図4-4に示すとおり、第1期は約123億円の生産額に対して約165億円の経費、第2期は約167億円の生産額に対して約197億円の経費がかかっており、収益率は▲34％、▲18％と大幅なマイナスであった。第3期は、事業を終了した経営体が510名と少ないにもかかわらず、生産額は約108億円と第1期、第2期よりは減少したが、経費が114億円に縮小したことから、収支はマイナスではあるものの収益率は大幅に改善する結果となった。
県別には、3県のいずれもがすべての期を通じて事業収支はマイナスであったが、いずれも期を経過するごとに収支の赤字額は縮小され、収益率も改善している。また、岩手県と宮城県の収益率を比較すると、岩手県が第1期：▲95％→第2期：▲65％→第3期：▲35％、宮城県が第1期：▲18％→第2期：▲7％→第3期：▲3％と、宮城県の事業実績がやや良好であった。

表4-2　がんばる養殖事業参加グループの経営収支（県別集計）
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図4-4　がんばる養殖事業参加グループの生産額・事業経費（期別集計）


[bookmark: _Toc480642230]1-3 事業経費の内訳
がんばる養殖事業の事業経費の内訳は表4-3に示すとおりである。なお、表中の数値は平成29年2月末時点で事業が終了したグループの合計値である。
事業経費は、生産費用等と漁協経費に大別される。生産費用等とは、事業実施者である漁協が生産契約に基づき生産者に支払う費用であり、人件費のほか、減価償却費や施設等利用料等が含まれる。漁協経費とは漁協に支払われる経費であり、養殖生産に要する費用のうち生産費用等を除く費用である。また、事業を管理するために漁協等に支払われる費用は漁協経費に含まれる。
通期（第1期から第3期）の事業経費の総額は約473億円であった。このうち、生産費用等が196億円と約41％、漁協経費が277億円と約59％を占めた（図4-5）。生産費用の中では人件費の占める割合が最も大きく、約133億円と総事業経費の約28.1％を占めている。
表4-3　がんばる養殖事業参加グループの事業経費内訳（期別集計）






















図4-5　がんばる養殖事業参加グループの事業経費内訳（通期）
県別の経費内訳を図4-6にみると、岩手県と宮城県の経費内訳には大きな違いが認められる。各経費科目の積算方法にも違いはあるが、事業参加者が営む養殖漁業の種類による影響が大きい。岩手県では、カキやホタテガイといった貝類養殖業とワカメ漁業などが主体である一方、宮城県ではこれらに加え、ギンザケ養殖やノリ養殖を営む漁業者も多い。特に、ギンザケ養殖は1経営体あたりの事業規模が大きく、また総費用の約6割をエサ代が占めるといった特殊な経費配分になっていることが両県間の経費内訳に大きく影響している。













図4-6　がんばる養殖事業参加グループの事業経費内訳（通期・県別集計）





[bookmark: _Toc480642231]2　養殖種類別事業実績
[bookmark: _Toc480642232]2-1 ホタテガイ
(1) 生産額と計画達成率
本事業参加経営体のうちホタテガイ養殖業を営んだ経営体の計画生産額・実績生産額および計画達成率を表4-4に示した。平成29年2月末時点で事業を終了したグループの計画生産額・実績生産額の総額を、当該グループ構成経営体の総数で割った1経営体あたりの値をみると、第1期では計画生産額約574万円に対して実績生産額は約390万円であり計画達成率は67.9％にとどまったが、第2期には78.1％まで上昇する。更に第3期には101.8％と計画値を上回る実績となった。
県別には、岩手県の第1期、第2期の計画達成率がそれぞれ66.2％、76.0％と低いが、夏季の高水温による斃死と台風・低気圧による生産物の落下の影響と報告されている。これらを除くとホタテガイは高単価であったこともあり、計画達成率は90％を上回っている。

[image: ]表4-4　計画生産額・実績生産額および計画達成率　（ホタテガイ養殖）






















図4-7　事業参加1経営体あたり計画生産額・実績生産額・計画達成率の推移　（ホタテガイ養殖）
(2) 事業収支
本事業参加経営体のうちホタテガイ養殖業を営んだ経営体の事業収支は表4-5に示すとおりである。ホタテガイ養殖業は複数年養殖であるため、第3期においては、平成29年2月時点においても事業継続中の経営体が多く、同期の分析対象経営体数は63経営体と第1期、第2期に比べて少ない。
1経営体あたりの生産額および漁業経費（図4-8）をみると、第1期、第2期は生産額が漁業経費を大幅に下回り、マイナス収支であったが、第3期はホタテガイの単価が良かったこともあり、生産額が漁業経費をわずかに上回り黒字化している。

表4-5　事業収支　（ホタテガイ養殖）
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図4-8　事業参加1経営体あたりの生産額・漁業経費　（ホタテガイ養殖・期別集計）

図4-9は、漁業経費と生産額の関係について、参加グループの個別データを示したものである。図中のドットは1つのグループのデータを表している。対角線（黒点線）より上側にある標本は事業収支が黒字であることを示すが、第1期と第2期の標本のほとんどが対角線より下側に位置するのに対して、第3期については幾つかの標本は対角線の上側に位置している。特に、事業規模が大きなグループほど事業収支が良好であったことがわかる。
[image: ]
図4-9　漁業経費と生産額の関係　（ホタテガイ養殖・グループ集計）

(3) 損益分岐点分析
表4-6は、第1期から第3期まで本事業に参加してホタテガイ養殖業を営み、かつ平成29年2月末時点で事業を終了したグループを対象に、各グループの期別生産額および漁業経費の1経営体あたりの平均値を基に、分析対象となる8グループの平均を求めた値から損益分岐点および損益分岐点比率を算出したものである。分析の対象となる経営体は8グループ63経営体であった。なお、本事業の評価における損益分岐点分析の有効性については、後述の「【参考】本事業の評価指標としての損益分岐点分析の限界」を参照されたい。
第1期では、約573万円の生産額に対して約913万円の漁業経費がかかっており、約340万円のマイナス収支であった。変動費率（＝変動費/生産額）は約58％であり、これらから算出される損益分岐点は約1,387万円、損益分岐点比率は242％となる。つまり、損益分岐点の半分以下の生産額にとどまっている。
第2期では、約874万円の生産額に対して漁業経費は約1,126万円、事業収支は約▲252万円であった。損益分岐点は約1,291万円、損益分岐点比率は148％となり、第1期に比べて経営状況は大幅に改善された。
第3期は、ホタテガイ単価高騰の影響もあり、生産額が約1,168万円と大幅に上昇した一方で、漁業経費は約1,055万円とやや節約されたことから、漁業収支は約113万円の黒字となった。売上高が増加したことで変動費率は28％にまで低下し、損益分岐点は約1,010万円、損益分岐点比率は86％にまで低下し、経営状況はさらに改善された。

表4-6　損益分岐点および損益分岐点比率
（ホタテガイ養殖・事業終了8グループ63経営体平均値）
[image: ]
[image: ]
[image: ]
図4-10　生産額と損益分岐点（ホタテガイ養殖・事業終了8グループ63経営体平均値）




【参考】 本事業の評価指標としての損益分岐点分析の限界

■本事業では、岩手県と宮城県で費用科目の内容が異なることから、本指標による両県間の比較は困難である。
■また、固定費の一定割合を占める減価償却費は実使用年数ではなく、法定耐用年数から算出されているため、総費用が高く見積もられている可能性がある。
■本事業では、中間生産物（仕掛品）を養殖用資材代として計上しているため、変動費が過大となっており、変動費＞売上高となっているケースがある。この場合、変動費率が1を上回るため、損益分岐点比率がエラー値（マイナス値）となり、評価ができない。
■養殖業においては、その売上高を規定する魚価の変動が大きいことに加え、自然災害等による流失、高水温等による斃死により生産量もまた安定しない。その結果、売上高は養殖業者の努力や操業規模に関係なく、激減する事態が生じうる。「損益分岐点比率」は、売上高に占める損益分岐点売上高の割合を示す指標であり、外部性の影響を強く受ける売上高が重要因子となる損益分岐点比率は、そもそも本事業の評価指標になりづらい。
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[bookmark: _Toc480642233]2-2 カキ
(1) 生産額と計画達成率
本事業参加経営体のうちカキ養殖業を営んだ経営体の計画生産額・実績生産額および計画達成率を表4-7に示した。1経営体あたりの計画生産額および実績生産額を期別にみると、第1期は計画生産額が約972万円、実績生産額が約560万円、計画達成率は57.7％であった。第2期は、計画生産額が約1,170万円、実績生産額が約804万円にまで増大、計画達成率も68.7％にまで上昇した。第3期は計画生産額が約1,014万円、実績生産額が約698万円と前期より若干減少するも、計画達成率は68.8％と前期とほぼ同水準であった。なお、宮城県の第1期の計画達成率は35.2％と極めて低いが、台風による被害のほか、カキむき施設の整備が間に合わず、結果的に殻付きカキとして低価格で販売せざるを得なかったことが影響している。

表4-7　計画生産額・実績生産額および計画達成率　（カキ養殖）
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図4-11　事業参加1経営体あたり計画生産額・実績生産額・計画達成率の推移　（カキ養殖）

(2) 事業収支
本事業参加経営体のうちカキ養殖業を営んだ経営体の事業収支は表4-8に示すとおりである。ホタテガイ養殖業同様、カキ養殖業も複数年養殖であるため、第3期については事業継続中の経営体も多い。
事業参加1経営体あたりの生産額および漁業経費を図4-12にみると、第1期は生産額が約560万円、漁業経費が約1,041万円であり、事業収支は約▲481万円、収益率は▲86％の大幅なマイナス収支であった。第2期は生産額が約804万円と4割以上増加したが、漁業経費も約17％増大したことから、事業収支は約▲416万円、収益率は▲52％と若干の改善にとどまった。第3期は、生産額、漁業経費ともに第2期を下回り、それぞれ約698万円、約956万円となったが、漁業収支は約▲258万円、収益率は▲37％と改善している。

表4-8　事業収支　（カキ養殖）
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図4-12　事業参加1経営体あたり生産額・漁業経費　（カキ養殖・期別集計）

図4-13は、漁業経費と生産額に関係について、カキ養殖業を営む事業参加グループの個別データを示したものである。期別データの近似直線は、期が経過するごとにわずかずつ角度が上昇しており、経営状況の改善が実現している。ただし、いずれのグループのデータも、事業収支の黒字化ラインである図中の対角線を下回っている。
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図4-13　漁業経費と生産額の関係　（カキ養殖・グループ集計）

(3) 損益分岐点分析
カキ養殖業を営む経営体については、10グループ104経営体が第1期～第3期を通じて事業に参加し、すでに事業を終了している。これら104経営体の生産額と漁業経費の平均値から算出した損益分岐点及び損益分岐点比率を表4-9にみると、第1期では、生産額約501万円に対して約1,077万円の漁業経費がかかっており、約576万円のマイナス収支であった。変動費率は38％であり、これらから算出される損益分岐点は約1,424万円、損益分岐点比率は284％であった。つまり、初年度においては損益分岐点の1/3程度の生産額にとどまった。
第2期の生産額は、第1期のほぼ2倍の約998万円であったが、漁業経費も1,411万円と大幅に増加した結果、事業収支は約▲413万円と若干改善するものの、損益分岐点は約1,571万円と上昇した。一方、生産額が大きく増加したことから、損益分岐点比率は157％と大幅に低下している。
第3期は、生産額、漁業経費ともに前期とほぼ同水準であった。損益分岐点は1,624万円とやや上昇したが、損益分岐点比率は158％と前期並みであった。




表4-9　損益分岐点および損益分岐点比率
（カキ養殖・事業終了10グループ104経営体平均値）
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図4-14　生産額と損益分岐点（カキ養殖・事業終了10グループ104経営体平均値）



[bookmark: _Toc480642234]2-3 ワカメ
(1) 生産額と計画達成率
本事業参加経営体のうちワカメ養殖業を営んだ経営体の計画生産額・実績生産額および計画達成率を表4-10に示した。ワカメ養殖は単年度養殖であるため、平成29年2月末時点においてすべてのグループが事業を終了している。事業参加経営体数は、第1期が91経営体、第2期・第3期が81経営体であった。第1期のみで事業を終了した10経営体は、平磯のワカメグループであり、黒字化を理由に1年で事業を終了している。
経営体あたりの計画生産額・実績生産額・計画達成率の期別推移（図4-15）をみると、計画生産額は550～600万円の水準でほぼ横ばいであるのに対して、実績生産額は、第1期：約339万円→第2期：約257万円→第3期：206万円と、期が経過するごとに減少している状況が確認される。したがって、第1期に57.4％であった計画達成率は、第2期には44.1％、第3期には36.8％と低下の一途をたどっている。

[image: ]表4-10　計画生産額・実績生産額および計画達成率　（ワカメ養殖）





















図4-15　事業参加1経営体あたり計画生産額・実績生産額・計画達成率の推移　（ワカメ養殖）
(2) 事業収支
本事業参加者のうちワカメ養殖を営んだ経営体の事業収支は表4-11に示すとおりである。
事業参加1経営体あたりの生産額および漁業経費を図4-16にみると、第1期は生産額が約339万円、漁業経費が約509万円、事業収支は約▲170万円、収益率は▲50％であったが、他の養殖業とは異なり、第2期、第3期は生産額が減少し、事業収支が悪化している。単価の影響もあるが、低気圧による被害や栄養塩不足による影響もあったと報告されている。特に第3期は生産額が約206万円に対して、約473万円の漁業経費が発生しており、漁業収支は約▲267万円、収益率は▲130％といった状況であった。

表4-11　事業収支　（ワカメ養殖）
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図4-16　事業参加1経営体あたり生産額・漁業経費　（ワカメ養殖・期別集計）

図4-17は、漁業経費と生産額の関係について、ワカメ養殖業を営む事業参加グループの個別データを示したものである。事業収支の黒字化ラインである図中の対角線を上回っているのは、第1期のみで事業を終了した平磯のワカメグループである。期別でデータの近似直線は、期を経過するごとに角度を減じており、経営状況の悪化が認められる。
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図4-17　漁業経費と生産額の関係　（ワカメ養殖・グループ集計）

(3) 損益分岐点分析
ワカメ養殖を営む経営体については、10グループ81経営体が第1期～第3期を通じて事業に参加し、すでに事業を終了している。これら81経営体の生産額と漁業経費の平均値から算出した損益分岐点及び損益分岐点比率を表4-12にみると、第1期では、生産額約282万円に対して約491万円の漁業経費がかかっており、約209万円のマイナス収支であった。変動費率は30％であり、これらから算出される損益分岐点は約582万円、損益分岐点比率は206％であった。初年度においては損益分岐点の1/2程度の生産額にとどまっている。
第2期の生産額は約247万円と第1期を2割程度下回ったが、漁業経費は約529万円と逆に増加したことから、事業収支は約▲281万円と悪化し、損益分岐点は約607万円に上昇している。その結果損益分岐点比率は245％にまで上昇をみる。
第3期は更に生産額が減少するも、漁業経費も減少したことから、事業収支は約▲264万円とわずかに回復し、損益分岐点は約527万円と低下した。ただし、損益分岐点比率は262％と第2期を上回っている。


表4-12　損益分岐点および損益分岐点比率
（ワカメ養殖・事業終了10グループ81経営体平均値）
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図4-18　生産額と損益分岐点（ワカメ養殖・事業終了10グループ81経営体平均値）



[bookmark: _Toc480642235]2-4 ノリ
(1) 生産額と計画達成率
本事業参加経営体のうちノリ養殖業を営んだ経営体の計画生産額・実績生産額および計画達成率を表4-13に示した。ノリ養殖については岩手県の着業者はなく、事業に参加した経営体はすべて宮城県に限られた。1経営体あたりの計画生産額および実績生産額を期別にみると、第1期は計画生産額が約2,555万円、実績生産額が約2,191万円、計画達成率は85.8％と高い水準であった。第2期は、計画生産額は約2,867万円とやや増加しているのに対して、実績生産額は約2,075万円とわずかに減少したことから、計画達成率は72.4％にまで低下した。第3期は計画生産額が約3,037万円と更に増加したが、実績生産額も約2,688万円と大きく増加したため、計画達成率は88.5％と第1期を上回る結果となった。なお、第2期の減産理由については、バリカン病の発生や張り込み時期の高水温、台風被害等が報告されている。

表4-13　計画生産額・実績生産額および計画達成率　（ノリ養殖）
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図4-19　事業参加1経営体あたり計画生産額・実績生産額・計画達成率の推移　（ノリ養殖）

(2) 事業収支
本事業参加者のうちノリ養殖を営んだ経営体の事業収支は表4-14に示すとおりである。図4-20に事業参加1経営体あたりの漁業生産額および漁業経費をみると、第1期の時点で事業収支は若干のマイナス、収益率は▲4％といった状況にある。第2期は生産額がほぼ前期並みである一方で、漁業経費が2割程度増加したことから収益率は▲-19％にまで低下した。第3期は生産額が約27百万円にまで増加したことから、漁業収支は黒字となり、収益率は5％にまで上昇する結果となった。

表4-14　事業収支　（ノリ養殖）
[image: ]
[image: ]
図4-20　事業参加1経営体あたり生産額・漁業経費　（ノリ養殖・期別集計）

図4-21は、漁業経費と生産額の関係について、ノリ養殖業を営む事業参加グループの個別データを示したものである。第1期において、すでに複数のグループが事業収支の黒字化ラインである図中の対角線を上回っている。期別でデータの近似直線は、第1期、第2期は対角線を下回るものの、第3期は対角線を上回り、事業収支が黒字化したグループが多くみられる。
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図4-21　漁業経費と生産額の関係　（ノリ養殖・グループ集計）

(3) 損益分岐点分析
ノリ養殖を営む経営体については、21グループ92経営体が第1期～第3期を通じて事業に参加し、すでに事業を終了している。これら92経営体の生産額と漁業経費の平均値から算出した損益分岐点及び損益分岐点比率を表4-15にみると、第1期では、生産額約2,022万円に対して、漁業経費は約2,147万円、事業収支は約▲124万円であった。これらから算出される損益分岐点は約2,229万円、損益分岐点比率は110％であった。
第2期は生産額が約2,098万円と前期並みであったが、漁業経費が約2,550万円にまで増加したことから、損益分岐点は約2,902万円、損益分岐点割合は138％と上昇している。
第3期は、生産額が約2,730万円と大幅に増加した一方で、漁業経費は約2,610万円とわずか増加にとどまったことから、損益分岐点は約2,537万円にまで低下し、損益分岐点割合は93％と黒字化している。



表4-15　損益分岐点および損益分岐点比率
（ノリ養殖・事業終了21グループ92経営体平均値）
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図4-22　生産額と損益分岐点（ノリ養殖・事業終了21グループ92経営体平均値）




[bookmark: _Toc480642236]2-5 ギンザケ
(1) 生産額と計画達成率
本事業参加経営体のうちギンザケ養殖業を営んだ経営体の計画生産額・実績生産額および計画達成率を表4-16に示した。ギンザケ養殖の参加した経営体はすべて宮城県に限られる。1経営体あたりの計画生産額および実績生産額を期別にみると、第1期は、計画生産額約7,731万円に対して、実績生産額は約6,207万円であり、計画達成率は80.3％と他の養殖魚種に比べて高い水準にあった。第2期は、実績生産額が約8,929万円と前期の約44％増となり、計画達成率は85.2％にまで上昇する。第3期の生産額は約11,797万円と更に増加し、計画達成率は100％を上回っている。その後の継続事業である第4期には、実績生産額が前期比約▲26％であったことから、計画達成率は87.9％にとどまったが、第5期には生産額が回復したことから、再び計画達成率は100％を上回る結果となった。

表4-16　計画生産額・実績生産額および計画達成率　（ギンザケ養殖）
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図4-23　事業参加1経営体あたり計画生産額・実績生産額・計画達成率の推移　（ギンザケ養殖）

(2) 事業収支
本事業参加者のうちギンザケ養殖を営んだ経営体の事業収支は表4-17に示すとおりである。ギンザケ養殖の第1期、第2期は東電による原発補償金が生産額の一定率を占めている。
事業参加1経営体あたりの生産額および漁業経費を図4-24にみると、ギンザケ養殖については、第1期こそ価格安の影響を受け、生産額が約62百万円ととどまったことから、事業収支は約▲12百万円と大幅なマイナス収支となったが、第2期以降は、生産額が回復し、事業収支は大きく回復している。第3期には約118百万円の生産額を達成し、事業収支は約8百万円の黒字となり、収益率は6％を達成している。

表4-17　事業収支　（ギンザケ養殖）
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図4-24　事業参加1経営体あたり生産額・漁業経費　（ギンザケ養殖・期別集計）

図4-25は、漁業経費と生産額の関係について、ギンザケ養殖業を営む事業参加グループの個別データを示したものである。期別データの近似線は、第1期と第3期が事業収支の黒字ラインである図中の対角線を上回っている。各期の近似直線の決定計数（R二乗値）は、第4期こそ0.8を下回るが、他の期については0.9を上回っており、グループ間のばらつきは少ない。
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図4-25　漁業経費と生産額の関係　（ギンザケ養殖・グループ集計）

(3) 損益分岐点分析
ギンザケ養殖を営む経営体については、10グループ55経営体が第1期～第3期を通じて事業に参加し、すでに事業を終了している。これら55経営体の生産額と漁業経費の平均値から算出した損益分岐点及び損益分岐点比率を表4-18にみると、第1期については、変動費が生産額を上回ることから変動費率が100％を上回っており、そのため損益分岐点は存在しない。このようにギンザケ養殖については、漁業経費の約6割をエサ代が占めることから変動経費率が高いことが一つの特徴となっている。
第2期は、ギンザケ価格が回復したこともあり、生産額が約9,295万円と前期比で54％増大し、これに伴い漁業経費も増大するものの、事業収支は約▲807万と大きく回復している。しかしながら、変動経費率はやはり94％と高いこともあり、これらから算出される損益分岐点は約21,884万円、損益分岐点比率は235％であった。
第3期は、生産額が約12,925万円と更に増加し、漁業経費約12,108万円を上回り、事業収支は黒字化している。生産額が増大したことから変動費率は83％まで低下し、これにより損益分岐点は約8,095万円にまで低下、損益分岐点割合は63％にまで経営状況は改善している。


表4-18　損益分岐点および損益分岐点比率
（ギンザケ養殖・事業終了10グループ54経営体平均値）
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図4-26　生産額と損益分岐点（ギンザケ養殖・事業終了10グループ54経営体平均値）



[bookmark: _Toc480642237]参考：損益分岐点分析による事業評価について

[bookmark: _Toc480642238](1)損益分岐点とは
「損益分岐点」とは、売上高（生産金額）と総費用が等しくなる水準。この水準では利益も損失も発生しない。売上高がこの水準以上になれば利益が発生し、この水準以下になれば損失が発生する。
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[bookmark: _Toc480642239](2)損益分岐点分析で評価する理由
本事業に参加する養殖経営体においては、事業開始直前に漁船や養殖資材や関連機材・資材を購入しているケースが多いことから、固定費の一定比率を占める「減価償却費」は、事業期が1期→2期→3期と進むにつれ、減少することとなる。収益率で評価する場合、こうした背景が反映されず、事業期ごとの経営状況の変化（改善）が過大に評価される可能性がある。一方、損益分岐点（比率）による分析は、事業期が経過することによる固定費（減価償却費等）の減少を考慮した分析手法であり、より正確な事業状況の変化（改善）を把握することができると考える。

[bookmark: _Toc480642240](3) 損益分岐点の求め方
損益分岐点は以下の式で求められる。
　[image: ]
(4) 固定費と変動費の分類
損益分岐点を求めるには、事業に要する費用を、売上高に関係なく発生する「固定費」と、売上高に比例して増減する「変動費」に分ける必要がある。本事業で発生する費用は、必ずしも「固定費」と「変動費」に明確に分けることはできず、両方の性質をもつ費用も含まれるが、ここでは、下表のとおり「固定費」と「変動費」を分類した。
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[bookmark: _Toc480642242](5) 損益分岐点比率による事業の評価について
① 損益分岐点比率とは
「損益分岐点比率」とは、売上高に占める損益分岐点売上高の割合、すなわち損益分岐点売上高が実際の売上高に対して何％に相当するかを表した値である。損益分岐点比率が低いほど、財務体質が安全といえる。
「損益分岐点比率」は、以下の式で算出される。
[image: ]
[image: ]

② 評価の具体例　
同事例の場合、第1期、第2期は、生産額が費用（固定費＋変動費）を下回り、収益率はマイナスであったが、第3期の収益率は約19％と大幅に改善した。損益分岐点をみると、第2期は、生産額は前期を上回ったものの、固定費、変動費ともに大幅な増加により、損益分岐点が約19％上昇。損益分岐比率はわずかに上昇した。第3期は、生産額の上昇、固定費、変動費の減少により、損益分岐点が約12％低下したことにより、損益分岐比率は78％と大幅に改善している。
【事例】
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[bookmark: _Toc480642244]第５章　漁協向けアンケート調査


[bookmark: _Toc480642245]１ アンケート調査の目的と内容
本調査は、がんばる養殖事業が概ね終了となる時点において、同事業導入による三陸沿岸の海面養殖業に対する復興支援効果を検証するとともに、将来おこりうる不測の類似事態に備え、当該事業をより効率的・効果的に導入・運用できる方法を検討するための資料として、本事業の事業実施者である漁協・支所の担当者からみた事業の実施状況および評価等を整理・分析することを目的として実施した。本アンケートの構成と内容の概要を表5-1に示す。

表5-1　アンケートの構成と内容（漁協・支所担当者向け）
	№
	区分
	設問数
	内容

	1
	漁協と回答者の基本的な属性
	4
	漁協（支所）名、回答者の所属・役職名及び氏名、震災前後の職員数及び本事業に携わった職員数、養殖業を営む組合員数と販売・購買金額（震災前後）

	2
	震災後の各種養殖業の再建状況
	2
	養殖業を営む経営体数（震災前後）、養殖対象種ごとの生産量・生産金額、本事業の与えた影響、直面する課題（最大5種類）、本事業不参加者の状況

	3
	がんばる養殖事業の導入と運用
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[bookmark: _Toc480642246]２ アンケート調査の対象とアンケート回収状況
アンケート調査の対象とアンケート回収状況を表5-2に示す。本調査は、がんばる養殖事業に参加した漁協を調査対象としている。アンケート調査票は平成28年9月上旬に配布し、10月17日を期限として回収した。アンケート調査票の回収数は32件であり、うち岩手県は19件、宮城県は13件であった。

表5-2 漁協・支所別の調査票回収状況（漁協担当者向け）
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[bookmark: _Toc480642247]３ アンケート調査の結果
アンケート調査票の回収数は32件でこれが基本的に母数となる。ただし、宮城県漁協については本所より3件の調査票を回収しているが、統計的データ（漁獲量や各種金額）は個別支所との重複を避けるため、集計に際し除外している。また、岩手県の漁協においても広田湾漁協、吉浜漁協、新おおつち漁協及び船越湾漁協からは複数の調査票を回収しており、その内容は支所ごとの個別回答と漁協単位でまとめたものが混在していた。このような場合は、重複がない限りは1調査票1データとして扱っている。また、設問毎に空欄・無回答があるため、各問の回答総数にはばらつきがある。そのため、各設問において適切と思われる有効回答数を設定している。
以下に設問毎の回答結果を示す。なお、設問1.(1)及び設問1.(2)に関しては、各回答者が所属する漁協（支所）の特定情報のため省略している。

[bookmark: _Toc480642248]3-1 各漁業協同組合の基礎情報と震災前後の推移について
(1) 各漁協の職員数の推移について
設問1.(3)「漁協（支所）の職員数（震災前、震災後、がんばる養殖事業担当）をお答えください。」に対する回答結果を表5-3に示す。
回答があった漁協（支所）全体の震災前の職員の平均人数は17.7人であったが、震災後は約1割減少し15.6人となっている。減員人数は最大で12人である。県別にみると、岩手県では、震災前が平均23.6人、震災後が平均20.9人と約1割減少している。宮城県では、震災前が平均7.8人、震災後は6.9人となっている。
組合ごとの震災前後における増減した組合数をみると、震災後に職員数が増えた組合が4、減った組合が16、同数であった組合が4であった。すなわち半数の漁協において職員数の減少が確認された。県別にみると、岩手県の方が、職員数が減少した組合の割合が大きくなっている。

表5-3　漁協（支所）の職員数
[image: ]　　　　　　　　　　　
(2) 各漁協の所属組合員数の推移について
設問1.(4)「震災前後のあなたの漁協の概要についてお答えください。（震災前の組合員数、震災後の組合員数）」に対する回答結果を表5-4に示す。
正組合員数の推移をみると、全体では、震災前が平均336人、震災後が260人と約20％減少している。最大で454人減少している漁協（支所）も存在する。県別にみると、岩手県では震災前が平均456.3人、震災後が平均364.6人と約20％減少。宮城県では、震災前が平均95.1人、震災後が平均64.4人と約32％の減少であった。
准組合員数の推移をみると、全体では、震災前が平均166人、震災後が156人と漸減している。県別にみると、岩手県では、震災前後において准組合員が全体の傾向と同じく漸減しているが、宮城県においては漸増している。
漁協（支所）ごとの震災前後における増減した漁協（支所）数をみると、震災後に正組合員数が増えた漁協はなく、回答があった20漁協はいずれも減少していた。准組合員数については増加した漁協が10、同数が1、減少した漁協が9とほぼ増減が拮抗していた。
以上をまとめると、正・准組合員ともに全体として減少傾向がみられるが、正組合員ではほぼ全漁協で減少していたのに対し、准組合員では漁協別の増減において増加・減少がほぼ同数みられた。震災を機に、高齢漁業者を中心に従来営んでいた漁業・養殖業をやめ、アワビの口開けのみに参加する組合員が多くみられる。こうした組合員が、正組合員から准組合員へシフトしたことが准組合員数の維持につながっている可能性が示唆される。

表5-4　漁協（支所）の組合員数
[image: ]

(3) 各漁協の販売・購買取扱高の推移について
設問1.(4)「震災前後のあなたの漁協の概要についてお答えください。（震災前の販売・購買取扱高、震災後の販売・購買取扱高）」に対する回答結果を表5-5に示す。
販売取扱高に関しては、全体でみると、震災前が平均約7.7億円、震災後が平均約6.3億円と約2割減少している。ある漁協（支所）では震災後においては販売取扱高が0円となっており、震災後約5年経過した時点においても漁協の機能が回復できていない組織も存在する。県別にみても、岩手県においては平均約7.2億円から約5.7億円へ減少、宮城県においては平均約8.8億円から約7.8億円へ減少といずれも減少している。
購買取扱高に関しては、全体でみると、震災前後の推移は平均約2.0億円から平均1.5億円へ減少している。県別にみると、両県とも震災後に購買取扱高が減少しているが、宮城県の方が減少率は低くなっている。
震災前後における販売取扱高の増減をみると、震災後に販売取扱高が増えた漁協は5、減った漁協は15であった。購買取扱高については増えた組合が1、減った漁協が17であった。漁協ごとの増減レベルでは、販売取扱高については最大で約2.5億円の増加、最小で約8.8億円の減少、平均で約1.4億円（約18％）の減少であった。購買取扱高については最大で約3.2億円の増加、最小が約1.8億円の減少、平均が約0.5億円（約25％）の減少であった。

表5-5　漁協（支所）の販売・購買取扱高
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[bookmark: _Toc480642249]3-2 震災後の養殖業の再建に対する影響について
(1) 各漁協管内の養殖経営体数の推移について
設問2(1)「貴漁協管内の養殖経営体数をお答えください。」に対する回答結果を表5-6に示す。
回答があった漁協の養殖経営体数の平均値は、全体では、震災前が113経営体、震災後が65経営体と約4割減少している。県別にみると、両県とも大幅に経営体数が減少しており、岩手県の方が減少率は大きい。
震災前後において養殖経営体数が増減した漁協数をみると、震災後に経営体数が増えた漁協はなく、減った漁協が23、同数であった漁協が1であった。増減レベルでは、最大が0（増減なし）、最小が221の減少、平均が49の減少であった。

表5-6　漁協管内の養殖経営体数
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(2) 生産高の回復状況、本事業の影響と現在の課題
設問2.(2)「貴漁協管内の生産高（数量、金額）はどの程度回復しましたか。」に対する回答結果を表5-7に示す。なお、本問は養殖種別ごとに数量を求めているが、種別により表示単位が異なるため、数量に関しては主に回復率について述べている。
全種別の平均回復率は約80％と概ね震災前ベースにまで回復している。しかし、震災前よりも生産数量を増加している漁協がある一方で、震災後5年経過した時点においても、まったく生産を回復できていない漁協（回復率：0％）も存在する。各漁協管内の生産金額の回復状況（回復率）は前記と同じ理由で最小値が0％、最大値は520％であり、全種別の平均値は100％とほぼ同程度まで回復している結果となった。
生産数量と比べ、生産金額の方が回復率、回復幅ともにおおきくなっており、一部の生産物において単価が向上したことによる影響が示唆される。

表5-7　漁協管内の生産高回復状況
	区分
	生産数量
	生産金額

	項目
	回復率
	金額
(千円)
	回復率

	最大値
	280％
	1,070,047
	520％

	最小値
	0％
	0
	0％

	平均値
	80％
	223,932
	100％


有効回答数：38

設問2.(2)「がんばる養殖事業が当該養殖業の再建に与えた影響についてお答えください。」に対する回答結果を表5-8に示す。
本事業の養殖業の再建に与えた影響については、「①がんばる養殖事業がなければ再開できなかった」、「②がんばる養殖事業がなければ現状の水準まで回復できなかった」がそれぞれ19名（37％）あり、成果を認める回答が「③がんばる養殖事業がなくても現状の水準まで回復できた」の14名（27％）を大きく上回る結果となった。また、「①がんばる養殖事業がなければ再開できなかった」と回答している漁協が上記のとおり存在し、本事業が震災後の養殖業の復興に大きな役割を果たしたといえる。

表5-8　がんばる養殖事業が与えた影響
[image: ]

設問2.(2)「当該養殖業が抱える現在の課題について、お答えください。」に対する回答結果を表5-9と図5-1に示す。
被災地区の養殖業が現在抱える課題については、「①販路の拡大」、「⑤経費の削減」がそれぞれ52％、50％と高い割合で選択されている。その他の各選択肢はおおよそ20～30％程度の割合で選択されていた。

表5-9　被災地区の養殖業が現在抱えている課題
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図5-1　被災地区の養殖業が現在抱えている課題

(3) 各漁協管内におけるがんばる養殖事業に参加しなかった漁業者について
設問2.(3)「貴漁協管内でがんばる養殖事業に参加しなかった漁業者はいますか？」に対する回答結果を表5-10に示す。（参加しなかった人が）「いる」と回答した漁協が32名中27名と約84％を占めた。

表5-10　がんばる養殖事業に参加しなかった漁業者
[image: ]

設問2.(3)「（がんばる養殖事業に参加しなかった漁業者が）『いる』と答えた方に伺います。がんばる養殖事業に参加しなかった理由は何ですか？」に対する回答結果を図5-2に示す。
「①共同化になじまなかった」と「②自己再建意欲が高かった」を参加しなかった理由にあげた回答者がそれぞれ15名、16名と過半数を上回った。「③廃業意向が強かった」が6名（22％）でこれに次いだ。「⑥その他」のフリー欄には共同化あるいは事業そのものに疑問を呈するもの、養殖種別の性格上必要ないとするものなどが記述されていた。
本事業の主目的の一つが、漁業者の廃業を防ぎ、漁業生産を維持させることであるため、「③廃業意向が強かった」の選択割合が比較的少ないことは、本事業の大きな成果のひとつであるといえる。
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図5-2　がんばる養殖事業に参加しなかった理由

[bookmark: _Toc480642250]3-3 がんばる養殖事業の導入と運用について
(1) 復興計画の策定について
設問3.(1)「復興計画の策定はどのように行いましたか。」に対する回答結果を表5-11と図5-3に示す。なお、本問は形式上択一方式ではあったが、選択肢の前半3件と後半2件は独立事象であり、実際に複数選択する回答者が一定数みられたことから、解析にあたっては複数回答扱いとした。
参加メンバーを問う前半3件の選択肢では、「③事業に参加する漁業者も含めて漁協全体により策定した」とするものが15名と多く、全体の47％を占めた。
外部機関による支援の十分さを問う後半2件の選択肢では「④外部機関の十分な支援を受けて策定した」とするものが14名とやはり半数近くを占めていた。

表5-11　復興計画策定の状況
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図5-3　復興計画策定の状況

(2) 支援を受けた外部機関について
設問3.(2)「がんばる養殖事業の実施にあたり、支援を受けた外部機関はどこですか。」に対する回答結果を表5-12と図5-4に示す。
「①県」と「④水漁機構」がそれぞれ23名、25名の7割以上と突出して高い結果となった。


表5-12　支援を受けた外部機関
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図5-4　支援を受けた外部機関

(3) 計画生産量の指導レベルについて
設問3.(3)「事業実施者として、計画生産量について参加漁業者にどのように指導しましたか？」に対する回答結果を表5-13に示す。
計画生産量については、「②なるべく達成するよう指導した」が21名と全体の70％を占めた。「①必ず達成するよう指導した」が6名（20％）でこれに次いだ。「④計画生産量については説明しなかった」との回答はなかった。
本事業では、費用の助成に際し、生産計画量を必達条件とはしていないが、ほとんどの組織で生産計画量の達成を促しており、達成に向けた高い意識を有していたと考えられる。

表5-13　生産計画量の指導レベル（有効回答数：30）
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(4) がんばる養殖事業実施における問題点・課題について
設問3.(4)「貴漁協において直面したがんばる養殖事業の実施における問題点、課題について教えてください。」に対する回答結果を表5-14と図5-5に示す。
本事業実施における課題については、「①事業に関する事務処理量が多すぎること」が25名で約78％を占めた。次いで、「②事業の仕組みの理解が難しいこと」が21名（66％）、「③職員が不足し、負担が大きかったこと」が15名（47％）とこれに次いだ。「④水漁機構による支援が不足していた」は4番目、10名で約3割であった。
今後の類似した不測の事態においても、混乱し、ひっ迫した状況の中での迅速な生産基盤の復旧支援に際する大きな課題になると考えられる。

表5-14　がんばる養殖事業実施における問題点・課題
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図5-5　がんばる養殖事業実施における問題点・課題

(5) 水漁機構に不足していたことについて
設問3.(5)「（水漁機構による支援が不足していたとすることについて）具体的にどのような支援が不足していたと考えますか。」に対する回答結果を表5-15と図5-6に示す。
前項にて「④水漁機構による支援が不足していた」と回答した10名のうち、「④事業が開始された後に発生する様々な疑問への十分な回答が得られなかった」「⑤指導員によって指導・支援の内容が変わった」が7名、8名（70％、80％）と多くの回答者に選択されていた。

表5-15　水漁機構に不足していたこと
[image: ]
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図5-6　水漁機構に不足していたこと

[bookmark: _Toc480642251]3-4 がんばる養殖事業の評価について
(1) がんばる養殖事業を実施して良かった点
設問4.(1)「がんばる養殖事業を実施して良かった点をお答えください。」に対する回答結果を表5-16と図5-7に示す。
本事業実施による事業参加漁業者のメリットについては、「①地域の養殖生産が維持された」、「②漁業者・経営体の廃業が抑制された」を選択した回答者がそれぞれ22名（71％）、21名（68％）であった。次いで「④生産の効率化が図られた」が12名（39％）であった。
多くの組織において本事業の主目的である養殖生産の維持と廃業の抑制が実感されており、これは本事業の大きな成果のひとつであると考えられる。また、生産の効率化についても約4割の組織で実感されており、共同化が本事業の参入要件であるとはいえ、共同化を促すきっかけとなったことは本事業の成果であると考えらえる。




表5-16　がんばる養殖事業を実施して良かった点（有効回答数：31）
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図5-7　がんばる養殖事業を実施して良かった点

(2) がんばる養殖事業を実施して良くなかった点
設問4.(2)「がんばる養殖事業を実施して良くなかった点をお答えください。」に対する回答結果を表5-17と図5-8に示す。
本事業実施による事業参加漁業者のデメリットについては、「④事務作業が多く他の作業に支障が生じた」が18名（60％）と最も多く、次いで「①漁業者間で対立が生まれた」が16名で53％を占めた。
前項にて、共同化によるメリットであると捉えられる生産の効率化が実感されている一方で、共同化のデメリットとして考えられる漁業者間の対立が発生している。これは今後における同様の不測の事態における支援事業に際しても、共同化を参入要件として取り入れる場合は課題となると考えられる。また、養殖業全体の将来的な共同化の検討においても、上記は貴重な検討材料になると考えられる。

表5-17　がんばる養殖事業を実施して良くなかった点
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図5-8　がんばる養殖事業を実施して良くなかった点

(3) がんばる養殖事業に参加して良かったか
設問4.(3)「がんばる養殖事業に参加して良かったか、お答えください。」に対する回答結果を表5-18と図5-9に示す。
回答があった事業参加漁業者32名のうち、15名（47％）が「参加して良かった」、10名（31％）が「どちらかといえばよかった」と回答しており、肯定的評価が全体の8割近くを占めた。一方で、「参加しなければよかった」は1名のみであった。

表5-18　がんばる養殖事業を実施して良かったか
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図5-9　がんばる養殖事業を実施して良かったか
(4) フリーコメント欄について
巻末のフリーコメント欄記入概要を表5-19に示す。巻末のフリーコメント欄に記入した回答者は15名（岩手県12名、宮城県3名）であった。
肯定的評価の中の「成果評価」は、がんばる養殖事業の成果を是認するもので、「事業のおかげで養殖業が継続できた」等のコメントである。同じく「決意表明」は、今後に向けて前向きなコメントをしているものである。肯定的評価をするもののなかには、「復旧支援事業で対応しえなかった問題をがんばる養殖事業を活用することで当地区の養殖業を継続することができた」という意見もあり、本事業が地域の養殖業の復興に際して重要な役割を担ったことが示唆される。
否定的評価・要望の中の「支援強化要望」は、支援の幅や程度、今後の支援を求めるものであり、「関連団体」は、支援に関する関連各団体の連携方法や基本的な姿勢について不満を述べるものであった。「ポリシー・制度・手続き」は、制度そのもの（考え方等含む）に疑問を呈するもの、「地元・漁協内の問題」は、高齢化や人手不足等の地域的社会現象に言及するものや、一部人間関係に触れるものもあった。
全体の傾向として、「参加して良かった」を選択したコメント記入者が多く、また、それらの回答者では肯定的な「成果評価」を述べる人が多かった。ただし、それらの回答者でも、否定的・要望にあたるコメントを併記する人が少なくなかった。
全体を通じて、該当する要素区分としては「地元・漁協内の問題」に関するものが多かった。本分析は主観を排除できない分類であり、定量性はないが、制度等では解決できない複雑な問題点を多くの人が認識している可能性はあるものと考えられる。
唯一4(3)で「参加しないければ良かった」を選択した回答者のコメントは、水揚げの多寡に応じて支援配分を調整すべき（でないと生産意欲が低下する）という意見であった。

[image: ]表5-19　巻末フリーコメント欄への記入内容の概要（全数）


表5-20　巻末フリーコメント欄一覧
	支所のイシカゲ、殻付きカキ、むき身カキ養殖業者は震災に当たり国の復旧支援事業等を活用し復旧に努めたが、復旧支援事業で対応しえなかった問題をがんばる養殖を活用することで当地区の養殖業が継続することができた。

	結果としてがんばる養殖への参加は正解だったと考えている。当漁協はがんばる養殖後の生産基盤維持が必須であるが、今回感じたのは行政、関係団体の現場との温度差である。漁業がなくなれば漁協、水産行政担当、関係団体は要らない。細かい書類のミスより大事な本質があるのに会計検査指導最優先の感じを受けた。漁業者、組合担当者は専門事務員ではない。「生産に専念して早期復興を目指そう」「検査の時は我々が手伝いましょう」くらいの気概を見せてほしかったです。

	事業期間内で体調不良等で欠員となる地区があった。がんばる養殖終了で廃業予定の者もおり、養殖業の維持と拡大が必要である。地域再生営漁計画（岩手県指導）と当事業で組合として並行展開しているが、維持拡大の答えは見つかっていない。漁業の継続、新規着手、維持拡大には国からの支援が必須であり即時の対応を希望する。

	がんばる養殖のおかげで、何とか4年間を終了することができた。しかし、年々高齢化が進み後継者のいない人は廃業せざるを得ない状況である。補助事業を導入し、整備した施設が空漁場となる恐れがある。国、県、市、漁協と連携し、後継者対策が急務である。

	がんばる養殖により、震災後の養殖事業は維持され事業終了を迎えるところだが、漁業者の高齢化、高齢者不足等により今後の養殖事業の維持が危惧される。がんばる養殖終了後は、カキ養殖については終了時3名、その後5名は廃業予定であり、その他種苗個数を減らす漁業者が何人かいる現状である。ホタテ養殖は、高齢のため1名廃業予定であり、その他の漁業者は種苗個数を減らす予定である。今後の養殖漁業は維持管理していくのがかなり厳しいと予想される。

	生産意欲が低下した漁業者が出ているので、水揚げを多くした人間に手厚い補助があればよい。

	少子高齢化が進み、漁業就業者が少ない状況であるため、現状を維持することでさえ大変な状態である。生産量を増加させるにも多額の設備投資が必要であるため、今後何かしらのテコ入れが必要と思われる。

	漁場の変化：震災後に発生したカキ・ホタテへの付着物により水揚げの減少があり、この対策が順調に進むことを望んでいます。販路の拡大と売り上げ増：がんばる養殖の恩恵もあり、施設等の復旧は進んだが、販売数量の面では震災により失った者をまだ取り戻せていないので、今後の販路拡大と売り上げ増が大きな課題となっています。

	がんばる養殖に参加していなければ、養殖業の廃業は明らかであり、地域漁業、支所運営に多大なる影響を及ぼしたであろうことは想像に難くないことから同事業には感謝しております。銀鮭養殖経営の安定化については、今後も全力を尽くす所存です。

	[bookmark: _GoBack]震災後のカキ養殖について台風や低気圧の影響を受けることが多く落下することが多々ある。そのため殻付きで出荷数量も増えると思われる。海の状況も変わってきているために漁業者も難しくなってきていると思うが震災後に復旧した人はほとんど続ける意思がある。後継者も多いところなのでがんばっている人たちへの手助けも惜しまずしたいと思う。

	がんばる養殖終了後の状況として事業期間中から問題としていた漁業者間の対立により4グループのうち3グループがグループ生産から生産者個々の経営体制に戻ったことにより経費が増加した。また、組合員の高齢化・後継者不足が深刻で生産者の減少が予想され各グループが従業員を確保することが難しい現状にあることから今後の課題としては生産者が協力し法人化等のグループ生産にし従業員を雇いやすいよう福利厚生や組織のルール作りを充実していかないと長く働く人がいなくなり労働力の低下が懸念される。また生産量を増加させるためにも法人化しなければ海苔加工施設の増設や補助事業により共同で利用している全自動加工施設等の償却後の修繕や買い替えの時期に対応する事が難しいため、今後さらに漁協上部・支所・関連団体と連携を図り組合員に指導していかなければならない時期に来ていると思う。

	ノリに関してはグループ化も進んでいく。銀鮭も事業後に継続するが、飼料メーカー等系列は離れていく可能性大。

	震災からの復旧・復興の過程において、国・自治体等の強力な支援により養殖生産施設の多くが再整備され、共同販売を核とした生産流通体系は相当程度再編・整備がなされた。一方で被災を免れた施設や漁船については、共同で使用した復旧を目指し酷使する状況となったため、震災から5年が経過した現在、老朽化が著しく、早急な更新の対応が必要となっている。

	がんばる養殖で培った経験を活かし、今後も養殖業の発展に努める。
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30%
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減価償却費	人件費	施設等利用料	その他生産費用	漁協経費	1.5942960517446324E-2	0.20550031945894359	2.2168107022645756E-2	5.1213382368597349E-2	0.70517523063236698	生産費用等
80%

減価償却費	人件費	施設等利用料	その他生産費用	漁協経費	0.8056839599534652	0.19431604004653485	減価償却費 人件費 施設等利用料 その他生産費用	減価償却費
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13%
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20%

減価償却費	人件費	施設等利用料	その他生産費用	漁協経費	0.12340826252099675	0.52415924943798631	2.8851075451065765E-2	0.12926537254341633	0.19431604004653485	計画生産額	
第1期	第2期	第3期	5742	7578	8604	実績生産額	
第1期	第2期	第3期	3898	5916	8755	計画達成率	



第1期	第2期	第3期	0.67882825434428551	0.78064046579330426	1.0175217546105755	



計画生産額	
第1期	第2期	第3期	9715	11695	10144	実績生産額	
第1期	第2期	第3期	5602	8040	6978	計画達成率	



第1期	第2期	第3期	0.57667354533352422	0.68746807420012368	0.68789415860852354	



計画生産額	
第1期	第2期	第3期	5904	5840	5592	実績生産額	
第1期	第2期	第3期	3391	2574	2059	計画達成率	



第1期	第2期	第3期	0.57440484499262046	0.4407456499174483	0.3682586148659836	



計画生産額	
第1期	第2期	第3期	25545	28672	30373	実績生産額	
第1期	第2期	第3期	21907	20745	26881	計画達成率	



第1期	第2期	第3期	0.8575976060369932	0.72351795191013302	0.88503678042862488	

計画生産額	
第1期	第2期	第3期	（第4期）	（第5期）	77306	104822	113506	99779	108664	実績生産額	
第1期	第2期	第3期	（第4期）	（第5期）	62067	89287	117971	87684	110806	計画達成率	





第1期	第2期	第3期	（第4期）	（第5期）	0.80288291479006524	0.85179869344731773	1.0393327032478443	0.87878859899652206	1.0197098192898157	
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【宮城】共同化の取組内容



				地域
プロジェクト チイキ		部会 ブカイ		養殖種 ヨウショク シュ		①資材購入・出荷
の共同化		②施設・機器
の共同化		③作業の共同化		④生産全般
の共同化		⑤その他
の共同化

				牡鹿漁協 オシカ ギョキョウ		牡鹿銀ザケ部会 オシカ ギン ブカイ		ギンザケ		○		○		○				○

				北部 ホクブ		志津川支所戸倉地区ギンザケ部会 シヅガワ シショ トクラ チク ブカイ		ギンザケ		○		○		○				○

						志津川支所戸倉地区カキ・ワカメ・ホタテ部会 シヅガワ シショ トクラ チク ブカイ		ｶｷ･ﾜｶﾒ･ﾎﾀﾃ（複合） フクゴウ		○				○				○

						志津川支所ワカメ部会 シヅガワ シショ ブカイ		ワカメ		○								○

						志津川支所カキ養殖部会 シヅガワ シショ ヨウショク ブカイ		カキ		○		○						○

						気仙沼地区支所階上カキ養殖部会 ケセンヌマ チク シショ ハシカミ ヨウショク ブカイ		カキ		○				○				○

						気仙沼地区支所階上ホタテ養殖部会 ケセンヌマ チク シショ ハシカミ ヨウショク ブカイ		ホタテ		○				○				○

						気仙沼地区支所大島外浜カキ・ホタテ部会 ケセンヌマ チク シショ オオシマ ソトハマ ブカイ		カキ・ホタテ（複合） フクゴウ		○				○				○

						志津川支所銀乃すけ養殖部会 シヅガワ シショ ギン ノ ヨウショク ブカイ		ギンザケ		○		○						○

						志津川支所南三陸漁業生産組合カキ部会 シヅガワ シショ ミナミサンリク ギョギョウ セイサン クミアイ ブカイ		カキ		○				○				○

				中部 チュウブ		女川町支所グルメイトギンザケ部会 オナガワチョウ シショ ブカイ		ギンザケ				○						○

						女川町支所・雄勝湾支所太協ギンザケ部会 オナガワチョウ シショ オガツ ワン シショ タイ キョウ ブカイ		ギンザケ		○				○				○

						女川支所伊達のぎん生産者部会 オナガワ シショ ダテ セイサンシャ ブカイ		ギンザケ		○		○						○

						雄勝町雄勝湾支所伊達のぎん生産者部会 オガツチョウ オガツ ワン シショ ダテ セイサンシャ ブカイ		ギンザケ		○		○		○				○

						網地島支所ギンザケ部会 アジシマ シショ ブカイ		ギンザケ		○		○		○				○

						女川町支所・雄勝湾支所ニチモウギンザケ養殖部会 オナガワ チョウ シショ オガツ ワン シショ ヨウショク ブカイ		ギンザケ		○				○				○

						女川町支所・雄勝湾支所日清ギンザケ部会 オナガワチョウ シショ オガツ ワン シショ ニッシン ブカイ		ギンザケ		○				○				○

						女川町支所竹浦支部ホヤ養殖部会 オナガワチョウ シショ タケウラ シブ ヨウショク ブカイ		ホヤ				○		○		○

						表浜支所カキ部会① オモテ ハマ シショ ブカイ		カキ						○

						雄勝町雄勝湾支所ホタテ生産者部会① オガツチョウ オガツ ワン シショ セイサンシャ ブカイ		ホタテ				○		○				○

						女川町支所塚浜支部ホヤ養殖部会 オナガワチョウ シショ ツカ ハマ シブ ヨウショク ブカイ		ホヤ		○		○		○		○

						表浜支所カキ部会② オモテ ハマ シショ ブカイ		カキ		○				○		○

				南部 ナンブ		宮戸西部支所ノリ部会 ミヤト セイブ シショ ブカイ		ノリ				○		○		○

						宮戸支所ノリ部会 ミヤト シショ ブカイ		ノリ				○

						宮戸支所カキ部会 ミヤト シショ ブカイ		カキ						○

						矢本支所ノリ部会 ヤモト シショ ブカイ		ノリ		○		○		○		○

						亘理支所ノリ部会 ワタリ シショ ブカイ		ノリ		○		○		○		○

						塩釜市浦戸支所ノリ部会 シオガマシ ウラ ド シショ ブカイ		ノリ		○		○		○		○

						七ヶ浜支所ノリ部会 シチガハマ シショ ブカイ		ノリ		○		○		○		○

						宮戸西部支所ノリ部会（月光） ミヤト セイブ シショ ブカイ ゲッコウ		ノリ				○				○

						塩釜市第一支所ワカメ・コンブ部会 シオガマシ ダイイチ シショ ブカイ		ワカメ・コンブ（複合） フクゴウ		○		○		○		○

				宮城県
ギンザケ ミヤギケン		宮城県ギンザケ地域養殖復興プロジェクト ミヤギケン チイキ ヨウショク フッコウ		ギンザケ		-		-		-		-		-



						計画策定時　【共同化】採用数 ケイカク サクテイ ジ キョウドウカ サイヨウ スウ				23		19		24		10		18

						計画策定時　【共同化】採用率 リツ				71.9		59.4		75.0		31.3		56.3








image73.emf
地域

プロジェクト

部会 養殖種

①資材購入・出荷

の共同化

②施設・機器

の共同化

③作業の共同化

④生産全般

の共同化

⑤その他

の共同化

立神真珠 立神地域真珠養殖復興プロジェクト

真珠（貝柱・貝

殻を含む）

○ ○ ○ ○

南伊勢町

マダイ養殖部会

（柚子マダイ養殖部会を含む）

マダイ ○ ○ ○ ○

計画策定時　【共同化】採用数 2 2 2 0 2

計画策定時　【共同化】採用率

100 100 100 0 100

■共同化の取組み内容の区分に関しては『がんばる復興支援事業の手引き』を参照。

■複数分野にまたがる取り組みは、重複表記している。

■宮城ギンザケ地域養殖復興プロジェクトの復興計画書に共同化の取組の記載なし。


Microsoft_Excel_Worksheet10.xlsx
【三重】共同化の取組内容



				地域
プロジェクト チイキ		部会 ブカイ		養殖種 ヨウショク シュ		①資材購入・出荷
の共同化		②施設・機器
の共同化		③作業の共同化		④生産全般
の共同化		⑤その他
の共同化

				立神真珠 タテガミ シンジュ		立神地域真珠養殖復興プロジェクト タテガミ チイキ シンジュ ヨウショク フッコウ		真珠（貝柱・貝殻を含む） シンジュ カイバシラ カイガラ フク		○		○		○				○

				南伊勢町 ミナミ イセ チョウ		マダイ養殖部会
（柚子マダイ養殖部会を含む） ヨウショク ブカイ ユズ ヨウショク ブカイ フク		マダイ		○		○		○				○



						計画策定時　【共同化】採用数 ケイカク サクテイ ジ キョウドウカ サイヨウ スウ				2		2		2		0		2

						計画策定時　【共同化】採用率 リツ				100		100		100		0		100

						■共同化の取組み内容の区分に関しては『がんばる復興支援事業の手引き』を参照。 キョウドウカ トリク ナイヨウ クブン カン フッコウ シエン ジギョウ テビ サンショウ

						■複数分野にまたがる取り組みは、重複表記している。

						■宮城ギンザケ地域養殖復興プロジェクトの復興計画書に共同化の取組の記載なし。 ミヤギ チイキ ヨウショク フッコウ フッコウ ケイカク ショ キョウドウカ ト ク キサイ
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単位：千円

年度 地域 助成金支出 助成金収入 収支 収支比率

岩手県

0 0 0 0.0%

宮城県

645,085 0 ▲645,085 0.0%

三重県

0 0 0 0.0%

計

645,085 0 ▲645,085 0.0%

岩手県

2,788,171 65,878 ▲2,722,293 2.4%

宮城県

11,637,639 5,009,100 ▲6,628,539 43.0%

三重県

224,404 101,069 ▲123,335 45.0%

計

14,650,213 5,176,046 ▲9,474,167 35.3%

岩手県

4,302,611 812,795 ▲3,489,816 18.9%

宮城県

10,067,517 7,261,989 ▲2,805,528 72.1%

三重県

423,525 129,970 ▲293,555 30.7%

計

14,793,652 8,204,753 ▲6,588,899 55.5%

岩手県

3,910,221 2,401,150 ▲1,509,071 61.4%

宮城県

7,813,040 10,108,782 2,295,741 129.4%

三重県

427,152 278,744 ▲148,407 65.3%

計

12,150,413 12,788,676 638,263 105.3%

岩手県

2,579,507 3,299,437 719,930 127.9%

宮城県

4,513,027 4,609,458 96,431 102.1%

三重県

163,138 150,757 ▲12,381 92.4%

計

7,255,672 8,059,651 803,979 111.1%

岩手県

960,022 1,439,018 478,996 149.9%

宮城県

4,674,150 5,719,058 1,044,908 122.4%

三重県

42,822 142,734 99,912 333.3%

計

5,676,995 7,300,811 1,623,816 128.6%

岩手県

14,540,531 8,018,277 ▲6,522,254 55.1%

宮城県

39,350,459 32,708,386 ▲6,642,072 83.1%

三重県

1,281,040 803,274 ▲477,766 62.7%

全体

55,172,030 41,529,938 ▲13,642,092

75.3%

平成28年度

累　計

がんばる養殖復興支援事業

年度別＆地域別 助成金収支実績

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度
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№ 地域プロジェクト名称 運営者（漁協）

累計

(単位：円）

1

宮城県南部地域養殖復興プロジェクト 宮城県漁業協同組合

357,344

2

立神地域真珠養殖復興プロジェクト 立神真珠養殖漁業協同組合

245,656

3

宮城県北部地域養殖復興プロジェクト 宮城県漁業協同組合

835,406

4

宮城県中部地域養殖復興プロジェクト 宮城県漁業協同組合

1,129,698

5

唐丹町漁協地域養殖復興プロジェクト 唐丹町漁業協同組合

0

6

三陸やまだ漁協地域養殖復興プロジェクト 三陸やまだ漁業協同組合

171,390

7

広田湾漁協地域養殖復興プロジェクト 広田湾漁業協同組合

552,280

8

船越湾漁協地域養殖復興プロジェクト 船越湾漁業協同組合

166,880

9

宮古漁協地域養殖復興プロジェクト 宮古漁業協同組合

63,951

10

宮城県牡鹿漁協地域養殖復興プロジェクト 牡鹿漁業協同組合

0

11

釜石湾漁協地域養殖復興プロジェクト 釜石湾漁業協同組合

387,930

12

吉浜漁協地域養殖復興プロジェクト 吉浜漁業協同組合

33,320

13

新おおつち漁協地域養殖復興プロジェクト 新おおつち漁業協同組合

187,600

14

大船渡市漁協地域養殖復興プロジェクト 大船渡市漁業協同組合

324,236

15

綾里漁協地域養殖復興プロジェクト 綾里漁業協同組合

76,500

16

越喜来漁協地域養殖復興プロジェクト 越喜来漁業協同組合

49,400

17

釜石東部漁協地域養殖復興プロジェクト 釜石東部漁業協同組合

85,770

18

南伊勢町地域養殖復興プロジェクト 三重外湾漁業協同組合

343,076

19

宮城県ギンザケ地域養殖復興プロジェクト 宮城県漁業協同組合

628,564

5,639,001

※平成28年12月末現在の助成金交付実績

※掲載順序は地域プロジェクトの設置順

合　　計
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運営事業実績一覧



				№		地域プロジェクト名称 チイキ メイショウ		運営者（漁協） ウンエイシャ ギョキョウ														累計
(単位：円） ルイケイ タンイ エン

				1		宮城県南部地域養殖復興プロジェクト ミヤギケン ナンブ チイキ ヨウショク フッコウ		宮城県漁業協同組合 ミヤギケン ギョギョウ キョウドウ クミアイ		32,262		285,904		23,518		15,660		0		閉　設 ヘイ セツ		357,344

				2		立神地域真珠養殖復興プロジェクト タテガミ チイキ シンジュ		立神真珠養殖漁業協同組合 タテガミ シンジュ ヨウショク ギョギョウ キョウドウ クミアイ		148,070		18,340		62,570		16,676		0		閉　設 ヘイ セツ		245,656

				3		宮城県北部地域養殖復興プロジェクト ミヤギケン		宮城県漁業協同組合 ミヤギケン ギョギョウ キョウドウ クミアイ		151,310		359,086		209,254		111,128		4,628				835,406

				4		宮城県中部地域養殖復興プロジェクト ナカ		宮城県漁業協同組合 ミヤギケン ギョギョウ キョウドウ クミアイ		245,464		846,954		32,948		4,332		0				1,129,698

				5		唐丹町漁協地域養殖復興プロジェクト トウニ チョウ ギョキョウ		唐丹町漁業協同組合 トウニ チョウ ギョギョウキョウドウクミアイ		－		申請なし シンセイ		申請なし シンセイ		申請なし シンセイ		申請なし シンセイ		申請なし シンセイ		0

				6		三陸やまだ漁協地域養殖復興プロジェクト サンリク ギョキョウ		三陸やまだ漁業協同組合 サンリク ギョギョウキョウドウクミアイ		－		120,000		0		0		51,390				171,390

				7		広田湾漁協地域養殖復興プロジェクト ヒロタ ワン ギョキョウ		広田湾漁業協同組合 ヒロタ ワン ギョギョウキョウドウクミアイ		－		409,440		98,640		17,560		26,640				552,280

				8		船越湾漁協地域養殖復興プロジェクト フナコシ ワン ギョキョウ		船越湾漁業協同組合 フナコシ ワン ギョギョウキョウドウクミアイ		－		98,880		38,000		15,000		15,000				166,880

				9		宮古漁協地域養殖復興プロジェクト ミヤコ ギョキョウ		宮古漁業協同組合 ミヤコ ギョギョウキョウドウクミアイ		－		63,951		0		0		0				63,951

				10		宮城県牡鹿漁協地域養殖復興プロジェクト ミヤギケン オシカ ギョキョウ		牡鹿漁業協同組合 オシカ ギョギョウキョウドウクミアイ		－		0		申請なし シンセイ		申請なし シンセイ		閉　設 ヘイ セツ		閉　設 ヘイ セツ		0

				11		釜石湾漁協地域養殖復興プロジェクト カマイシ ワン ギョキョウ		釜石湾漁業協同組合 カマイシ ワン ギョギョウキョウドウクミアイ		－		195,160		192,770		申請なし シンセイ		申請なし シンセイ		申請なし シンセイ		387,930

				12		吉浜漁協地域養殖復興プロジェクト ヨシハマ ギョキョウ		吉浜漁業協同組合 ヨシハマ ギョギョウキョウドウクミアイ		－		33,320		0		0		0		閉　設 ヘイ セツ		33,320

				13		新おおつち漁協地域養殖復興プロジェクト シン ギョキョウ		新おおつち漁業協同組合 シン ギョギョウキョウドウクミアイ		－		187,600		0		0		0				187,600

				14		大船渡市漁協地域養殖復興プロジェクト オオフナト シ ギョキョウ		大船渡市漁業協同組合 オオフナトシ ギョギョウ キョウドウ クミアイ		－		106,900		205,336		0		12,000				324,236

				15		綾里漁協地域養殖復興プロジェクト リョウリ ギョキョウ		綾里漁業協同組合 リョウリ ギョギョウ キョウドウ クミアイ		－		76,500		0		0		0				76,500

				16		越喜来漁協地域養殖復興プロジェクト オキライ ギョキョウ		越喜来漁業協同組合 オキライ		－		24,900		24,500		0		0				49,400

				17		釜石東部漁協地域養殖復興プロジェクト カマイシ トウブ ギョキョウ		釜石東部漁業協同組合 カマイシ トウブ ギョギョウ		－		85,770		0		0		0				85,770

				18		南伊勢町地域養殖復興プロジェクト ミナミ イセ チョウ		三重外湾漁業協同組合 ミエガイワン ギョギョウ キョウドウ クミアイ		－		－		250,676		22,800		69,600				343,076

				19		宮城県ギンザケ地域養殖復興プロジェクト ミヤギケン		宮城県漁業協同組合 ミヤギケン ギョギョウ キョウドウ クミアイ		－		－		－		469,696		158,868				628,564



				合　　計 ア ケイ						577,106		2,912,705		1,138,212		672,852		338,126		0		5,639,001

				※平成28年12月末現在の助成金交付実績 ヘイセイ ネン ガツマツ ゲンザイ ジョセイ キン コウフ ジッセキ

				※掲載順序は地域プロジェクトの設置順 ケイサイ ジュンジョ チイキ セッチ ジュン
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平成29年2月末時点

うち、終了グループ数

計画値 実績値

1期目 58 56 3,949 2,402 61%

2期目 57 50 3,992 2,654 66%

3期目 54 13 1,049 759 72%

1期目 60 60 12,198 8,415 69%

2期目 61 59 16,310 13,136 81%

3期目 60 49 10,926 9,849 90%

1期目 3 3 342 232 68%

2期目 2 2 359 264 73%

3期目 2 1 210 146 70%

1期目 121 119 16,489 11,049 67%

2期目 120 111 20,661 16,054 78%

3期目 116 63 12,185 10,755 88%

※1 水揚金額の計画値・実績値は平成29年2月末時点で事業を終了した参加グループの集計値である。計画達成率＝実績値/計

画値。

計画達成率

宮城県

三重県

県

全体

岩手県

期

参加グループ 水揚金額（百万円）


image1.emf
地域 養殖種類 事業参加経営体数 事業終了経営体数 終了事業の割合（％）

ホタテ 194 37 19.1

カキ・ホタテ（複合） 124 0 0

カキ 123 10 8.1

ワカメ 21 21 100

ホヤ 18 0 0

イシカゲガイ 10 0 0

アワビ 3 0 0

ギンザケ 109 58 53.2

カキ・ホタテ・ワカメ（複合） 96 96 100

ノリ 95 95 100

ワカメ 70 70 100

カキ 66 60 90.9

ホタテ 13 13 100

ホヤ 13 0 0

ワカメ・コンブ（複合） 4 4 100

カキ・ホタテ（複合） 3 0 0

真珠 13 13 100

マダイ 6 0 0

981 477 48.6

岩手

宮城

東京（三重）

合計

平成28年3月31日現在
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（百万円）

生産額※1 経費※2 収支

（Ａ） （Ｂ） （Ａ-Ｂ）

1,015 5,935 10,279 ▲ 4,344

第1期 484 2,436 4,742 ▲ 2,306

第2期 425 2,739 4,512 ▲ 1,773

第3期 106 759 1,025 ▲ 266

1,293 33,234 36,199 ▲ 2,965

第1期 456 9,635 11,373 ▲ 1,738

第2期 446 13,740 14,703 ▲ 964

第3期 391 9,859 10,122 ▲ 263

51 647 1,052 ▲ 405

第1期 19 233 393 ▲ 160

第2期 19 265 445 ▲ 179

第3期 13 148 214 ▲ 66

2,359 39,816 47,531 ▲ 7,714

第1期 959 12,305 16,509 ▲ 4,204

第2期 890 16,744 19,660 ▲ 2,916

第3期 510 10,767 11,361 ▲ 595

※1　生産額はその他収入(東電による原発補償金、事故補償金等)を含む

※2　経費については、事業管理費と事業管理費に係る消費税を除いた金額

三重県

合計

延べ経営体数 県 期

岩手県

宮城県
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(千円)

減価償却費 人件費 施設等利用料 その他生産費用

1,287,444 5,468,237 300,985 1,348,548 2,027,174 10,432,388

第1期 671,024 2,447,962 143,217 611,696 933,616 4,807,515

第2期 526,365 2,424,355 138,203 604,296 883,028 4,576,248

第3期 90,055 595,920 19,565 132,556 210,530 1,048,626

585,410 7,545,778 813,992 1,880,507 20,102,696 35,831,093

第1期 159,370 2,090,724 170,577 464,526 5,165,172 8,050,369

第2期 212,515 2,386,989 328,423 615,853 6,189,548 9,733,328

第3期 162,954 2,259,954 289,775 620,140 6,048,237 9,381,060

第4期 20,501 279,700 8,987 63,829 3,096,194 3,469,211

第5期 28,914 448,650 15,435 100,581 4,603,545 5,197,125

21,878 361,426 324 92,431 606,274 1,082,333

第1期 11,391 114,438 122 27,730 250,278 403,959

第2期 7,459 138,918 145 32,789 278,242 457,552

第3期 3,028 108,070 57 31,912 77,754 220,821

1,893,576 13,295,680 1,114,506 3,305,908 27,736,144 47,345,814

構成比 4% 28% 2% 7% 59% 100%

総事業経費

岩手県

宮城県

三重県

合　計



生産費用等

漁協経費


Microsoft_Excel_Worksheet12.xlsx
経費内訳

																(千円) センエン

						生産費用等 セイサン ヒヨウ トウ								漁協経費 ギョキョウ ケイヒ		総事業経費 ソウ ジギョウ ケイヒ

						減価償却費		人件費		施設等利用料		その他生産費用 タ セイサン ヒヨウ

		岩手県				1,287,444		5,468,237		300,985		1,348,548		2,027,174		10,432,388

				第1期 ダイ キ		671,024		2,447,962		143,217		611,696		933,616		4,807,515

				第2期 ダイ キ		526,365		2,424,355		138,203		604,296		883,028		4,576,248

				第3期 ダイ キ		90,055		595,920		19,565		132,556		210,530		1,048,626

		宮城県				585,410		7,545,778		813,992		1,880,507		20,102,696		35,831,093

				第1期 ダイ キ		159,370		2,090,724		170,577		464,526		5,165,172		8,050,369

				第2期 ダイ キ		212,515		2,386,989		328,423		615,853		6,189,548		9,733,328

				第3期 ダイ キ		162,954		2,259,954		289,775		620,140		6,048,237		9,381,060

				第4期 ダイ キ		20,501		279,700		8,987		63,829		3,096,194		3,469,211

				第5期 ダイ キ		28,914		448,650		15,435		100,581		4,603,545		5,197,125

		三重県				21,878		361,426		324		92,431		606,274		1,082,333

				第1期 ダイ キ		11,391		114,438		122		27,730		250,278		403,959

				第2期 ダイ キ		7,459		138,918		145		32,789		278,242		457,552

				第3期 ダイ キ		3,028		108,070		57		31,912		77,754		220,821

		合　計 ゴウ ケイ				1,893,576		13,295,680		1,114,506		3,305,908		27,736,144		47,345,814

				構成比 コウセイヒ		4%		28%		2%		7%		59%		100%
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Sheet1

										平成28年3月31日現在 ヘイセイ ネン ガツ ニチ ゲンザイ

				地域 チイキ		養殖種類 ヨウショク シュルイ		事業参加経営体数 ジギョウ サンカ ケイエイタイ スウ		事業終了経営体数 ジギョウ シュウリョウ ケイエイタイ スウ		終了事業の割合（％） シュウリョウ ジギョウ ワリアイ

				岩手 イワテ		ホタテ		194		37		19.1

						カキ・ホタテ（複合） フクゴウ		124		0		0

						カキ		123		10		8.1

						ワカメ		21		21		100

						ホヤ		18		0		0

						イシカゲガイ		10		0		0

						アワビ		3		0		0

				宮城 ミヤギ		ギンザケ		109		58		53.2

						カキ・ホタテ・ワカメ（複合） フクゴウ		96		96		100

						ノリ		95		95		100

						ワカメ		70		70		100

						カキ		66		60		90.9

						ホタテ		13		13		100

						ホヤ		13		0		0

						ワカメ・コンブ（複合） フクゴウ		4		4		100

						カキ・ホタテ（複合） フクゴウ		3		0		0

				東京（三重） トウキョウ ミエ		真珠 シンジュ		13		13		100

						マダイ		6		0		0

				合計 ゴウケイ				981		477		48.6
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image89.emf
計画

生産額

実績

生産額

計画

生産額

実績

生産額

1期目 194 1,108,048 733,825 5,712 3,783 66.2%

2期目 152 1,129,956 858,770 7,434 5,650 76.0%

3期目 50 412,245 404,768 8,245 8,095 98.2%

1期目 13 80,640 73,090 6,203 5,622 90.6%

2期目 13 120,384 117,296 9,260 9,023 97.4%

3期目 13 129,824 146,799 9,986 11,292 113.1%

1期目 207 1,188,688 806,914 5,742 3,898 67.9%

2期目 165 1,250,340 976,065 7,578 5,916 78.1%

3期目 63 542,069 551,567 8,604 8,755 101.8%

※実績生産額は、東電による原発補償金および事故補償金等を含む

岩手県

宮城県

全体



期

参加

経営体数

合計　(千円) 1経営体あたり　(千円)

計画

達成率
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生産額合計 水揚額 その他収入

漁業経費

（事業管理費を除く）

漁業収支 収益率

（A)＝B+C （B) （C) （D) （E)＝A-D （F)＝E/A

経営体 千円 千円 千円 千円 千円

第1期 207 806,914 806,790 124 1,525,333 ▲ 718,419 -89%

第2期 165 976,065 976,065 0 1,402,561 ▲ 426,496 -44%

第3期 63 551,567 551,567 0 546,242 5,325 1%

※その他収入は東電による原発補償金および事故補償金等

期

事業参加

経営体数
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固定費 変動費

第１期 5,726 9,131 5,800 3,331 -3,405 58% 13,866 242%

第２期 8,737 11,258 7,804 3,454 -2,521 40% 12,905 148%

第３期 11,679 10,548 7,233 3,315 1,131 28% 10,100 86%

生産額

(千円)

変動費率

漁業経費

(千円)

損益分岐点

(千円)

損益分岐点

比率



収支

(千円)
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平成28年12月時点

氏名 所属・役職等 備考

会長 關　哲夫 一般社団法人 全国水産技術者協会 理事

宮城県認定協議会委員

副会長 濱田　武士 北海学園大学 経済学部　教授

岩手県認定協議会委員

委員 石田　幸司 宮城県 農林水産部 水産業基盤整備課長

宮城県認定協議会委員

委員 赤平　英之 岩手県 農林水産部 水産振興課 漁業調整課長

岩手県認定協議会委員

委員 藤島　武雄

宮城県 水産業経営支援協議会

水産業経営相談室 経営相談員

宮城県認定協議会委員

委員 三浦　秀樹

全国漁業協同組合連合会

水産物消費拡大対策部長

岩手県・宮城県認定協議会委員
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計画

生産額

実績

生産額

計画

生産額

実績

生産額

1期目 123 1,438,655 925,509 11,696 7,524 64.3%

2期目 123 1,671,969 1,184,815 13,593 9,633 70.9%

3期目 35 450,408 296,865 12,869 8,482 65.9%

1期目 69 426,532 150,095 6,182 2,175 35.2%

2期目 69 573,472 358,854 8,311 5,201 62.6%

3期目 69 604,529 428,820 8,761 6,215 70.9%

1期目 192 1,865,187 1,075,604 9,715 5,602 57.7%

2期目 192 2,245,441 1,543,669 11,695 8,040 68.7%

3期目 104 1,054,937 725,685 10,144 6,978 68.8%

※実績生産額は、東電による原発補償金および事故補償金等を含む

合計　(千円) 1経営体あたり　(千円)

計画

達成率

全体



岩手県

宮城県

期

参加

経営体数
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生産額合計 水揚額 その他収入

漁業経費

（事業管理費を除く）

漁業収支 収益率

（A)＝B+C （B) （C) （D) （E)＝A-D （F)＝E/A

経営体 千円 千円 千円 千円 千円

第1期 192 1,075,604 1,051,930 23,674 1,999,323 ▲ 923,719 -86%

第2期 192 1,543,669 1,450,263 93,406 2,342,325 ▲ 798,656 -52%

第3期 104 725,685 725,554 131 994,484 ▲ 268,799 -37%

※その他収入は東電による原発補償金および事故補償金等

期

事業参加

経営体数
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固定費 変動費

第１期 5,010 10,767 8,882 1,885 -5,757 38% 14,239 284%

第２期 9,984 14,114 11,333 2,781 -4,130 28% 15,708 157%

第３期 10,298 14,448 11,348 3,100 -4,150 30% 16,235 158%

漁業経費

(千円)

変動費率

損益分岐点

(千円)

損益分岐点

比率

収支

(千円)

生産額

(千円)
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										平成28年12月時点 ヘイセイ ネン ガツ ジテン

						氏名		所属・役職等		備考

				会長		關　哲夫		一般社団法人 全国水産技術者協会 理事		宮城県認定協議会委員 ミヤギケン ニンテイ キョウギカイ イイン

				副会長		濱田　武士		北海学園大学 経済学部　教授		岩手県認定協議会委員 イワテ ケン ニンテイ キョウギカイ イイン

				委員		石田　幸司		宮城県 農林水産部 水産業基盤整備課長		宮城県認定協議会委員 ミヤギケン ニンテイ キョウギカイ イイン

				委員		赤平　英之		岩手県 農林水産部 水産振興課 漁業調整課長		岩手県認定協議会委員 イワテ ケン ニンテイ キョウギカイ イイン

				委員		藤島　武雄		宮城県 水産業経営支援協議会
水産業経営相談室 経営相談員		宮城県認定協議会委員 ミヤギケン ニンテイ キョウギカイ イイン

				委員		三浦　秀樹		全国漁業協同組合連合会
水産物消費拡大対策部長		岩手県・宮城県認定協議会委員 イワテケン ミヤギケン ニンテイ キョウギカイ イイン
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計画

生産額

実績

生産額

計画

生産額

実績

生産額

1期目 21 186,177 58,432 8,866 2,782 31.4%

2期目 21 186,177 59,034 8,866 2,811 31.7%

3期目 21 186,177 57,864 8,866 2,755 31.1%

1期目 70 351,120 250,194 5,016 3,574 71.3%

2期目 60 286,860 149,455 4,781 2,491 52.1%

3期目 60 266,790 108,945 4,447 1,816 40.8%

1期目 91 537,297 308,626 5,904 3,391 57.4%

2期目 81 473,037 208,489 5,840 2,574 44.1%

3期目 81 452,967 166,809 5,592 2,059 36.8%

※実績生産額は、東電による原発補償金および事故補償金等を含む

岩手県

宮城県

全体



期

参加

経営体数

合計　(千円) 1経営体あたり　(千円)

計画

達成率
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生産額合計 水揚額 その他収入

漁業経費

（事業管理費を除く）

漁業収支 収益率

（A)＝B+C （B) （C) （D) （E)＝A-D （F)＝E/A

経営体 千円 千円 千円 千円 千円

第1期 91 308,626 296,201 12,426 463,436 ▲ 154,810 -50%

第2期 81 208,489 186,151 22,338 437,354 ▲ 228,865 -110%

第3期 81 166,809 165,378 1,431 383,197 ▲ 216,387 -130%

※その他収入は東電による原発補償金および事故補償金等

期

事業参加

経営体数
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固定費 変動費

第１期 2,821 4,913 4,063 850 -2,092 30% 5,815 206%

第２期 2,474 5,288 4,752 536 -2,814 22% 6,066 245%

第３期 2,009 4,653 4,275 378 -2,644 19% 5,265 262%

収支

(千円)

生産額

(千円)
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変動費率

損益分岐点

(千円)

損益分岐点

比率
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計画

生産額

実績

生産額

計画

生産額

実績

生産額

1期目 95 2,426,771 2,081,193 25,545 21,907 85.8%

2期目 92 2,637,853 1,908,534 28,672 20,745 72.4%

3期目 92 2,794,285 2,473,045 30,373 26,881 88.5%

※実績生産額は、東電による原発補償金および事故補償金等を含む

宮城県



期

参加

経営体数

合計　(千円) 1経営体あたり　(千円)

計画

達成率


image3.emf
被災県における被災前後の養殖業の実態把握

がんばる養殖事業の概要把握

■ 復興計画・実施計画の整理

■ 事業運用実態の把握

事業実績の整理・分析

■ 計画達成状況

■ 事業収支

事業評価に係るアンケート調査

■ 漁協担当者向けアンケート調査

■ 事業参加経営体向けアンケート調査

養殖種類別調査

(全参加グループヒアリング調査)

■ギンザケ養殖 ■ノリ養殖 ■ワカメ養殖

がんばる養殖事業の評価・提言
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生産額合計 水揚額 その他収入

漁業経費

（事業管理費を除く）

漁業収支 収益率

（A)＝B+C （B) （C) （D) （E)＝A-D （F)＝E/A

経営体 千円 千円 千円 千円 千円

第1期 95 1,893,192 1,883,769 9,424 1,976,649 ▲ 83,457 -4%

第2期 92 1,908,534 1,904,053 4,480 2,279,134 ▲ 370,601 -19%

第3期 92 2,473,045 2,473,045 0 2,357,460 115,585 5%

※その他収入は東電による原発補償金および事故補償金等

期

事業参加

経営体数
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固定費 変動費

第１期 20,223 21,467 13,419 8,048 -1,244 40% 22,289 110%

第２期 20,982 25,503 16,328 9,175 -4,521 44% 29,016 138%

第３期 27,299 26,101 15,780 10,321 1,198 38% 25,373 93%

収支

(千円)

生産額

(千円)

漁業経費

(千円)

変動費率

損益分岐点

(千円)

損益分岐点

比率
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計画

生産額

実績

生産額

計画

生産額

実績

生産額

1期目 58 4,483,726 3,599,907 77,306 62,067 80.3%

2期目 58 6,079,663 5,178,649 104,822 89,287 85.2%

3期目 54 6,129,327 6,370,410 113,506 117,971 103.9%

4期目 35 3,492,254 3,068,953 99,779 87,684 87.9%

5期目 51 5,541,857 5,651,086 108,664 110,806 102.0%

※実績生産額は、東電による原発補償金および事故補償金等を含む

合計　(千円) 1経営体あたり　(千円)

計画

達成率

宮城県



期

参加

経営体数
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生産額合計 水揚額 その他収入

漁業経費

（事業管理費を除く）

漁業収支 収益率

（A)＝B+C （B) （C) （D) （E)＝A-D （F)＝E/A

経営体 千円 千円 千円 千円 千円

第1期 58 3,599,907 2,580,619 1,019,288 4,315,845 ▲ 715,938 -20%

第2期 58 5,178,649 4,653,249 525,400 5,480,307 ▲ 301,659 -6%

第3期 54 6,370,410 6,370,410 0 5,963,513 406,896 6%

第4期 35 3,068,953 3,068,953 0 3,424,070 ▲ 355,118 -12%

第5期 51 5,651,086 5,651,086 0 5,123,216 527,870 9%

※その他収入は東電による原発補償金および事故補償金等

期

事業参加

経営体数
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特定非営利活動法人

水産業・漁村活性化推進機構

（事務局）がんばる養殖班

委 員 会

株式会社 水土舎

調査状況報告

調査への助言

資料提供

業務指示

進捗状況の報告

調査結果の報告
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固定費 変動費

第１期 60,291 75,061 7,660 67,401 -14,770 112% - -

第２期 92,950 101,017 14,022 86,994 -8,066 94% 218,835 235%

第３期 129,250 121,078 13,694 107,384 8,172 83% 80,945 63%

収支

(千円)

生産額

(千円)

漁業経費

(千円)

変動費率

損益分岐点

(千円)

損益分岐点

比率
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損益分岐点 ＝ 固定費

/ (

１－ 変動費率

)

※ 変動費率 ＝ 変動費

/

売上高
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1 -

(1) 固定費

(2) 固定費

(3) 金利 固定費

(4) 固定費

(5) 固定費

(6) 固定費

(7) 固定費

(8) 固定費

(9) 復興計画で承認された額 固定費

(10) 上記の８％ 固定費

(11) 委託契約に係る消費税。上記８％ 固定費

2 固定費

3 変動費

4 変動費

5 変動費

6 固定費

7 変動費

8 変動費

7 変動費

8 共同利用船の漁船保険料 固定費

11 上記の２％。ただし収支から除外。 -

収支から除外。

-

12 変動費

-

損害保険料

水道光熱代

種苗代

えさ代

固定費/変動費

消費税

作業管理費

施設等利用料

漁業施設共済掛金

漁業権行使料

復旧修繕費

人件費

費用科目

公租公課

備考

生産費用

減価償却費

合　　計

その他経費

修繕費

養殖用資材代

器具・備品代

販売費

魚箱・氷代

専任経理職員人件費

事業管理費

消費税
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損益分岐点比率 ＝ 損益分岐点

(B) /

生産金額

(A)

×

100
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第1期 70,290 0 63,010 12,625 18% -7.6% 76,806 109

第2期 83,265 131.397 71,063 18,522 22% -7.6% 91,352 110

第3期 103,247 0 67,106 16,854 16% 18.7% 80,198 78

水揚額 その他収入

事業期

実績生産額（千円）

固定費 変動費

損益分岐点

比率(％)

利益率

費用(千円)

変動費率

損益分岐点

(千円)
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県 漁協名 支店名 返却数

広田湾漁協 気仙支所 1

広田湾漁協 米友支所（小友） 1

広田湾漁協 米友支所（米崎） 1

広田湾漁協 広田支所 1

大船渡市漁協 1

綾里漁協 1

越喜来漁協 1

吉浜漁協 2

唐丹町漁協 1

釜石湾漁協 1

釜石東部漁協 1

新おおつち漁協 3

船越湾漁協 2

三陸やまだ漁協 1

宮古漁協 1

19

宮城県漁協 気仙沼地区支所 0

宮城県漁協 志津川支所 0

宮城県漁協 雄勝町雄勝湾支所 1

宮城県漁協 女川町支所 1

宮城県漁協 網地島支所 1

宮城県漁協 表浜支所 1

牡鹿漁協 牡鹿漁協 1

宮城県漁協 矢本支所 1

宮城県漁協 宮戸支所 0

宮城県漁協 宮古西部支所 1

宮城県漁協 塩釜市浦戸支所 1

宮城県漁協 塩釜市第一支所 0

宮城県漁協 七ヶ浜支所 1

宮城県漁協 亘理支所 1

宮城県漁協 本所 3

13

32

岩手県

岩手県　小計

宮城県　小計

合計

宮城県
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震災前 震災後 担当※1 増減数

全体平均人数 17.7 15.6 3 -2

92 89 7 2

4 3 1 -12

23.6 20.9

7.8 6.9

※1：がんばる養殖事業担当者数

増加 同数 減少

4 4 16

3 1 11

1 3 5

有効回答数：24



最大値

最小値

岩手県

宮城県

全体

岩手県平均人数

宮城県平均人数



震災前後の職員数

増減した組合数


image134.emf
震災前 震災後 対比 増減数 震災前 震災後 対比 増減数

全体平均 336 260 77% -76 166 156 94% -14

最大値 912 834- -8 810 712- 30

最小値 32 24- -454 21 14- -130

岩手県平均 456.3 364.6 80%- 195.4 180 92%-

宮城県平均 95.1 64.4 68%- 107.9 110.1 102%-

正組合員 准組合員

増加 0 10

同数 0 1

減少 20 9

有効回答数：20

正組合員数 准組合員数

組合員数



増減組合数（全体）


image135.emf
震災前 震災後 増減数 減少率 震災前 震災後 増減数 減少率

全体平均 769,154 631,212 -137,941 -18% 204,455 153,598 -50,856 -25%

最大値 2,055,578 2,302,357 246,779- 503,190 500,802 323,096-

最小値 243,673 0 -880,988- 82,930 7,562 -177,785-

岩手県平均 721,331 567,624 -153,707 -21% 211,707 141,115 -70,592 -33%

宮城県平均 880,741 779,586 -101,155 -11% 189,951 178,563 -11,388 -6%

販売 購買

増加 5 1

同数 0 0

減少 15 17

有効回答数：販売：20、購買：18



購買取扱高（千円） 販売取扱高（千円）



増減組合数（全体）
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震災前 震災後 対比 増減数

全体平均 113 65 58% -49増加 0

最大値 475 254- 0同数 1

最小値 4 1- -221減少 23

岩手県平均 150.4 84.4 56%

宮城県平均 38.5 25.1 65%

有効回答数：24

経営体数



増減組合数

（全体）


image137.emf
選択数 割合

19 37%

19 37%

14 27%

52 100%



①本事業がなければ再開できなかった

②本事業がなければ現状の水準まで回復できなかった

③本事業がなくても現状の水準まで回復できた

有効回答数


image138.emf
課題

①販路

の拡大

②価格

の向上

③漁場

の変化

④生産

量増大

⑤経費

の削減

⑥所得

の増大

⑦経営

合理化

⑧その

他

選択数 29 18 17 11 28 11 15 12

割合 52% 32% 30% 20% 50% 20% 27% 21%

有効回答数：56
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選択肢 選択数 割合

いる 27 84%

.いない 5 16%

有効回答数

32 100%
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56%

59%

22%

4%

0%

22%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

①共同化になじまかった

②自己再建意欲が高かった

③廃業意向が強かった

④漁協の事務処理能力が限界だった

⑤全ての漁業者が参加した

⑥その他
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選択肢 選択数 割合

①漁協の担当者のみで策定した 1 3%

②漁協の役職員のみで策定した 3 9%

③事業に参加する漁業者も含めて

　 漁協全体により策定した

15 47%

④外部機関の十分な支援を受けて

   策定した

14 44%

⑤外部機関の十分な支援が得られず、

   策定に手間取った

3 9%

有効回答数：32
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①漁協の担当者のみで策定した

②漁協の役職員のみで策定した

③事業に参加する漁業者も含めて

漁協全体により策定した

④外部機関の十分な支援を受けて

策定した

⑤外部機関の十分な支援が得られず、

策定に手間取った
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選択肢 選択数 割合

①県 23 72%

②市町村 2 6%

③県漁連等の系統上部団体 3 9%

④水漁機構 25 78%

⑤関連団体

　（宮城県水産業経営支援協議会等）

5 16%

⑥その他 1 3%

有効回答数：32
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選択肢 選択数 割合

①必ず達成 6 20%

②なるべく達成 21 70%

③あくまでも目標 3 10%

④説明せず 0 0%

合計 30 100%
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選択数 割合

①事業に関する事務処理量

　 が多すぎること

25 78%

②事業の仕組みの理解が難しいこと 21 66%

③職員が減少し、負担が大きかったこと 15 47%

④水漁機構による支援が

   不足していたこと

10 31%

⑤県・市町村による支援が

   不足していたこと

4 13%

⑥系統上部団体や関連団体による

   支援が不足していたこと

6 19%

⑦その他 6 19%

有効回答数：32
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78%
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47%

31%

13%

19%

19%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

①事業に関する事務処理量が多すぎること

②事業の仕組みの理解が難しいこと

③職員が減少し、負担が大きかったこと

④水漁機構による支援が不足していたこと

⑤県・市町村による支援が不足していたこと

⑥系統上部団体や関連団体による支援が

不足していたこと

⑦その他
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選択数 割合

①専任指導員の不足 2 20%

②現地指導員の不足 2 20%

③事業の仕組みの説明が不十分 5 50%

④事業開始後に発生する諸問題

　　への十分な回答が得られない

7 70%

⑤指導員による指導・支援のばらつき 8 80%

⑥その他 3 30%

有効回答数：10
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①専任指導員の不足

②現地指導員の不足
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選択数 割合

①地域の養殖生産が維持された 22 71%

②漁業者・経営体の廃業が抑制された 21 68%

③漁村地域のｺﾐｭﾆﾃｨが維持された 3 10%

④生産の効率化が図られた 12 39%

⑤組合員数が維持された 4 13%

⑥事務管理費が得られた 5 16%

⑦漁獲物の販売が漁協に一元化された 5 16%

⑧漁業燃油・資材購入の管理が

   漁協に一元化された

4 13%

⑨その他 1 3%
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①地域の養殖生産が維持された

②漁業者・経営体の廃業が抑制された

③漁村地域のｺﾐｭﾆﾃｨが維持された

④生産の効率化が図られた

⑤組合員数が維持された

⑥事務管理費が得られた

⑦漁獲物の販売が漁協に一元化された

⑧漁業燃油・資材購入の管理が

漁協に一元化された

⑨その他
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選択肢 ①対立発生②意欲低下③柔軟性減④作業支障 ⑤なし ⑥その他

選択数 16 10 5 18 4 2

割合 53% 33% 17% 60% 13% 7%

有効回答数：30
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選択肢 選択数 割合

参加して良かった 15 47%

どちらかといえばよかった 10 31%

どちらともいえない 4 13%

どちらかといえば参加しない方が良かった 2 6%

参加しなければよかった 1 3%

有効回答数 32 100%
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4(3)回答

(参加して良

かったか）

成果評価 決意表明 支援強化希望 関連団体

ポリシー・制度・

手続き

地元・漁協内の

問題

1 岩手県 1

1 宮城県 1 1

1 岩手県 1 1

1 岩手県 1 1 1

1 岩手県 1

1 岩手県 1 1

1 宮城県 1 1

1 岩手県 1

2 岩手県 1 1

2 岩手県 1

2 岩手県 1 1

3 宮城県 1 1

3 岩手県 1 1

4 岩手県 1

5 岩手県 1

6 3 4 1 2 8 1

県別

肯定的評価 否定的評価・要望

その他

該当数
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実施日 場所 内容 参加者 備考（調査対象等）

平成28年4月27日 仙台市

合同協議会事前協議

・岩手県認定協議会委員

・宮城県認定協議会委員

・事務局

平成28年5月

JFみやぎ石巻本所

JFみやぎ七ヶ浜支所

現地調査及び事前協議

・宮城県漁協職員

・事務局

平成28年6月

JFみやぎ志津川支所戸倉出張所

JFみやぎ七ヶ浜支所

現地予備調査

（聴き取り調査）

・合同協議会委員・アドバイザー

・宮城県普及員

・宮城県漁協職員・事業参加者（生産者）

・事務局

志津川支所戸倉地区ギンザケ部会

志津川支所戸倉地区カキ・ワカメ・ホタテ部会

七ヶ浜支所ノリ部会（10グループ）

平成28年8月2日 仙台市

第１回合同協議会

・合同協議会委員・アドバイザー

・宮城県・岩手県漁連・宮城県漁協

・事務局

平成28年9月～10月

ＪＦ牡鹿

JFみやぎ石巻本所

JFみやぎ志津川支所

JFみやぎ女川支所

JFみやぎ宮戸西部支所

JFみやぎ宮戸支所

JFみやぎ矢本支所

JFみやぎ亘理支所

JFみやぎ塩釜市浦戸支所

JFみやぎ塩釜市第一支所

聴き取り調査

（アンケート結果について）

・合同協議会委員・アドバイザー

・牡鹿漁協・宮城県漁協

・事業参加者（生産者）

・事務局

牡鹿銀ザケ部会

志津川支所銀乃すけ養殖部会

女川町支所グルメイトギンザケ部会

女川町支所・雄勝湾支所太協ギンザケ部会

女川町支所伊達のぎん生産者部会

雄勝町雄勝湾支所伊達のぎん生産者部会

網地島支所ギンザケ部会

女川町支所・雄勝湾支所日清ギンザケ部会（2グループ）

宮戸西部支所ノリ部会

宮戸西部支所ノリ部会（月光）

宮戸支所ノリ部会（4グループ）

矢本支所ノリ部会（4グループ）

亘理支所ノリ部会

塩釜市浦戸支所ノリ部会

塩釜市第一支所ワカメ・コンブ部会

志津川支所ワカメ部会（8グループ）

平成28年11月16日 仙台市

第２回合同協議会

・合同協議会委員・アドバイザー

・宮城県・岩手県漁連・宮城県漁協

・事務局

平成28年12月14日 JFみやぎ石巻本所

聴き取り調査

・宮城県漁協

・事務局

平成29年1月27日 札幌市

合同協議会事前協議

・合同協議会委員

・事務局

平成29年2月3日 仙台市

合同協議会事前協議

・合同協議会委員

・事務局

平成29年2月7日 JFみやぎ石巻本所

合同協議会事前協議

・宮城県漁協

・事務局

平成29年3月24日 仙台市

第３回合同協議会

・合同協議会委員・アドバイザー

・宮城県・岩手県漁連・宮城県漁協

・事務局

表1-3　予備調査・合同協議会・現地ヒアリング調査の実施状況一覧
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Sheet1

				がんばる養殖　調査研究業務 ヨウショク チョウサ ケンキュウ ギョウム

				日時 ニチジ		場所 バショ		内容 ナイヨウ		参加者（敬称略） サンカシャ ケイショウリャク		備考 ビコウ

				42488.0		仙台市 センダイ シ		合同協議会事前会議		關・濱田・藤島・北村
近・下高原・島田・渡辺・上田・麓 セキ ハマダ フジシマ キタムラ コン シモタカハラ シマダ ワタナベ ウエダ フモト

				42507.0		JF宮城七ヶ浜 ミヤギ シチガハマ		現地調査事前打合せ ゲンチ チョウサ ジゼン ウチアワ		ＪＦ宮城２名
下高原 ミヤギ メイ シモ タカハラ

				42508.0		石巻水産会館 イシノマキ スイサン カイカン		現地調査事前打合せ ゲンチ チョウサ ジゼン ウチアワ		ＪＦ宮城６名
下高原・現地４名 ミヤギ メイ シモ タカハラ ゲンチ メイ

				42535.0		JF宮城志津川戸倉 ミヤギ シヅガワ トクラ		予備調査 ヨビ チョウサ		關・濱田・藤島・三浦・北村
職員１名・生産者６名
近・下高原・島田・渡辺・現地５名・上田・麓 セキ ハマダ フジシマ ミウラ キタムラ ショクイン メイ セイサンシャ メイ コン シモタカハラ シマダ ワタナベ ゲンチ メイ ウエダ フモト		戸倉ギンザケ トクラ

				42536.0		ＪＦ宮城志津川戸倉 ミヤギ シヅガワ トクラ		予備調査 ヨビ チョウサ		關・濱田・藤島・三浦・北村
職員２名・養殖部会長３名
近・下高原・島田・渡辺・現地５名・上田・麓 ヨウショク ブカイ チョウ		戸倉３種混合 トクラ シュ コンゴウ

				42537.0		JF宮城七ヶ浜		予備調査 ヨビ チョウサ		藤島・北村
職員２名・養殖部会長９名
近・下高原・島田・渡辺・現地３名・上田・麓		七ヶ浜ノリ１０Ｇ シチガハマ

				42584.0		仙台/漁信基 センダイ ギョ シン キ		第１回合同協議会 ダイ カイ ゴウドウ キョウギカイ		關・濱田・石田・赤平・藤島・三浦・早乙女・井苅・北村
近・下高原・島田・渡辺・現地３名・上田・麓・岩成・本間
本田・後藤・小野・照井・斉藤 イシダ アカヒラ サオトメ イカリ イワナリ ホンマ ホンダ ゴトウ オノ テルイ サイトウ

				42640.0		ＪＦ牡鹿 オシカ		現地調査 ゲンチ チョウサ		牡鹿漁協職員２名
近・下高原・現地２名・岩成 オシカ ギョキョウ ショクイン メイ コン シモタカハラ ゲンチ メイ イワナリ		牡鹿ギンザケ オシカ

				42641.0		ＪＦ宮城女川 ミヤギ オナガワ		現地調査 ゲンチ チョウサ		職員２名・生産者等９名
近・下高原・現地２名・麓・岩成 ショクイン メイ セイサンシャ トウ メイ コン シモタカハラ ゲンチ メイ フモト イワナリ		伊達のギン
太協
日清丸紅①
グルメイト ダテ タイ キョウ ニッシン マルベニ

				42642.0		ＪＦ宮城志津川 ミヤギ シヅガワ		現地調査 ゲンチチョウサ		職員２名・銀乃すけ生産者４名・ワカメ生産者１５名
近・下高原・現地５名・麓・岩成 ショクイン メイ ギン ノ セイサンシャ メイ セイサンシャ メイ コン シモタカハラ ゲンチ メイ フモト イワナリ		銀乃すけ
志津川ワカメ ギン ノ シヅガワ

				42643.0		石巻水産会館 イシノマキ スイサン カイカン		現地調査 ゲンチ チョウサ		職員１名・生産者等６名
近・下高原・現地３名・麓・岩成 ショクイン メイ セイサンシャ トウ メイ		日清丸紅②
ニチモウ
伊達ギン網地島 ニッシン マルベニ ダテ アジシマ

				42690.0		仙台/漁信基 センダイ ギョ シン キ		第２回合同協議会 ダイ カイ ゴウドウ キョウギカイ		關・濱田・石田・赤平・藤島・早乙女・井苅・北村
近・下高原・島田・渡辺・現地３名・上田・麓・岩成・本間
須藤・本田・阿部・照井・斉藤 スドウ アベ

				42718.0		石巻水産会館 イシノマキ スイサン カイカン		事業管理ソフトについてヒアリング ジギョウ カンリ		職員３名
下高原・現地２名 ショクイン メイ シモタカハラ ゲンチ メイ

				H29.1.26～H29.1.27		札幌市 サッポロシ		第３回合同協議会事前協議		濱田
近・渡辺・上田 ハマダ コン ワタナベ ウエダ

				42769.0		仙台/漁信基 センダイ ギョ シン キ		第３回合同協議会事前協議		關・藤島・北村
近・下高原・渡辺・上田 セキ フジシマ キタムラ コン シモタカハラ ワタナベ ウエダ

		2/7/17		42773.0		石巻水産会館 イシノマキ スイサン カイカン		第３回合同協議会事前協議		職員７名
近・下高原・渡辺・現地２名 ショクイン メイ コン シモタカハラ ワタナベ ゲンチ メイ

				42818.0		仙台/漁信基 センダイ ギョ シン キ		第３回合同協議会		關・濱田・石田・赤平・藤島・中井・早乙女・北村
近・下高原・島田・渡辺・上田・麓・岩成
須藤・後藤・照井・斉藤・楠本・三上 セキ ハマダ イシダ アカヒラ フジシマ ナカイ サオトメ キタムラ コン シモタカハラ シマダ ワタナベ ウエダ フモト イワナリ スドウ ゴトウ テルイ サイトウ クスモト ミカミ









































Sheet2

		表1-3　予備調査・合同協議会・現地ヒアリング調査の実施状況一覧 ヒョウ ヨビ チョウサ ゴウドウ キョウギカイ ゲンチ チョウサ ジッシ ジョウキョウ イチラン

		実施日 ジッシ ビ		場所 バショ		内容 ナイヨウ		参加者 サンカシャ		備考（調査対象等） ビコウ チョウサ タイショウ トウ

		42487.0		仙台市 センダイ シ		合同協議会事前協議 キョウギ		・岩手県認定協議会委員
・宮城県認定協議会委員
・事務局 イワテケン ニンテイ キョウギカイ イイン ミヤギケン ニンテイ キョウギカイ イイン ジムキョク

		平成28年5月 ヘイセイ ネン ガツ		JFみやぎ石巻本所
JFみやぎ七ヶ浜支所 イシノマキ ホンジョ シチガハマ シショ		現地調査及び事前協議 ゲンチ チョウサ オヨ ジゼン キョウギ		・宮城県漁協職員
・事務局 ミヤギケン ギョキョウ ショクイン ジムキョク

		平成28年6月 ヘイセイ ネン ガツ		JFみやぎ志津川支所戸倉出張所
JFみやぎ七ヶ浜支所 シヅガワ シショ トクラ シュッチョウ ジョ シショ		現地予備調査
（聴き取り調査） ゲンチ ヨビ チョウサ キ ト チョウサ		・合同協議会委員・アドバイザー
・宮城県普及員
・宮城県漁協職員・事業参加者（生産者）
・事務局 ゴウドウ キョウギカイ イイン ミヤギケン フキュウ イン ミヤギ ケン ギョキョウ ショクイン ジギョウ サンカシャ セイサンシャ ジムキョク		志津川支所戸倉地区ギンザケ部会
志津川支所戸倉地区カキ・ワカメ・ホタテ部会
七ヶ浜支所ノリ部会（10グループ） シヅガワ シショ トクラ チク ブカイ シヅガワ シショ トクラ チク ブカイ シショ ブカイ

		42584.0		仙台市 センダイ シ		第１回合同協議会 ダイ カイ ゴウドウ キョウギカイ		・合同協議会委員・アドバイザー
・宮城県・岩手県漁連・宮城県漁協
・事務局 ゴウドウ キョウギカイ イイン ミヤギケン イワテケン ギョレン ミヤギケン ギョキョウ ジムキョク

		平成28年9月～10月 ヘイセイ ネン ガツ ガツ		ＪＦ牡鹿
JFみやぎ石巻本所
JFみやぎ志津川支所
JFみやぎ女川支所
JFみやぎ宮戸西部支所
JFみやぎ宮戸支所
JFみやぎ矢本支所
JFみやぎ亘理支所
JFみやぎ塩釜市浦戸支所
JFみやぎ塩釜市第一支所 オシカ シショ ミヤト セイブ シショ ヤモト シショ ワタリ シショ シオガマシ ダイイチ シショ		聴き取り調査
（アンケート結果について） キ ト チョウサ ケッカ		・合同協議会委員・アドバイザー
・牡鹿漁協・宮城県漁協
・事業参加者（生産者）
・事務局 ゴウドウ キョウギカイ イイン オシカ ギョキョウ ミヤギケン ギョキョウ ジギョウ サンカシャ セイサンシャ ジムキョク		牡鹿銀ザケ部会
志津川支所銀乃すけ養殖部会
女川町支所グルメイトギンザケ部会
女川町支所・雄勝湾支所太協ギンザケ部会
女川町支所伊達のぎん生産者部会
雄勝町雄勝湾支所伊達のぎん生産者部会
網地島支所ギンザケ部会
女川町支所・雄勝湾支所日清ギンザケ部会（2グループ）
宮戸西部支所ノリ部会
宮戸西部支所ノリ部会（月光）
宮戸支所ノリ部会（4グループ）
矢本支所ノリ部会（4グループ）
亘理支所ノリ部会
塩釜市浦戸支所ノリ部会
塩釜市第一支所ワカメ・コンブ部会
志津川支所ワカメ部会（8グループ） オシカ ギン ブカイ シヅガワ シショ ギン ノ ヨウショク ブカイ オナガワチョウ シショ ブカイ オナガワチョウ シショ オガツ ワン シショ タイ キョウ ブカイ オナガワチョウ シショ ダテ セイサンシャ ブカイ オガツチョウ オガツ ワン シショ ダテ セイサンシャ ブカイ アジシマ シショ ブカイ オナガワチョウ シショ オガツ ワン シショ ニッシン ブカイ ミヤト セイブ シショ ブカイ ミヤト セイブ シショ ブカイ ゲッコウ ミヤト シショ ブカイ ヤモト シショ ブカイ ワタリ シショ ブカイ シオガマシ ウラト シショ ブカイ シオガマ シ ダイイチ シショ ブカイ シショ ブカイ

		42690.0		仙台市 センダイシ		第２回合同協議会 ダイ カイ ゴウドウ キョウギカイ		・合同協議会委員・アドバイザー
・宮城県・岩手県漁連・宮城県漁協
・事務局 ゴウドウ キョウギカイ イイン ミヤギケン イワテケン ギョレン ミヤギケン ギョキョウ ジムキョク

		42718.0		JFみやぎ石巻本所 イシノマキ ホンジョ		聴き取り調査 キ ト チョウサ		・宮城県漁協
・事務局 ミヤギケン ギョキョウ ジムキョク

		42762.0		札幌市 サッポロシ		合同協議会事前協議		・合同協議会委員
・事務局 ゴウドウ キョウギカイ イイン ジムキョク

		42769.0		仙台市 センダイシ		合同協議会事前協議		・合同協議会委員
・事務局 ゴウドウ キョウギカイ イイン ジムキョク

		42773.0		JFみやぎ石巻本所 イシノマキ ホンジョ		合同協議会事前協議		・宮城県漁協
・事務局 ミヤギケン ギョキョウ ジムキョク

		42818.0		仙台市 センダイシ		第３回合同協議会		・合同協議会委員・アドバイザー
・宮城県・岩手県漁連・宮城県漁協
・事務局 ゴウドウ キョウギカイ イイン ミヤギケン イワテケン ギョレン ミヤギケン ギョキョウ ジムキョク
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image17.emf
被災漁港数

被害額（百万円）

現有漁港数

北海道 12 1,259 282

青　森 18 4,617 92

岩　手 108 285,963 111

宮　城 142 424,286 142

福　島 10 61,593 10

茨　城 16 43,118 24

千　葉 13 2,204 69

合　計 319 823,040 730

注:1)都道府県からの報告を平成24年3月5日時点でとりまとめたもの　２）被

害額は、漁港施設、海岸保全施設、漁業集落環境施設及び漁業用施設の

各被害額の合計


image18.emf

image19.png
(€3 0 )

el (188 )

AER (178 278)
B (1828




image20.emf

image21.emf

image22.emf

image23.emf
　　（百万円）

被害を受けた養殖種 施設被害額 養殖物被害額

北海道 ホタテ、カキ、ウニ、コンブ、ワカメ等 9,356 5,711

青森県 コンブ、ホタテ 43 19

岩手県 ホタテ、かき、コンブ、ワカメ類 13,087 13,174

宮城県 ホタテ、カキ、ウニ、ホヤ、コンブ、ワカメ、ノリ類等 48,700 33,189

福島県 ノリ類等 297 536

茨城県 鯉、真珠類 27 -

千葉県 ノリ類等 428 737

三重県 マダイ、クロマグロ、カキ、ノリ類、真珠等 1,274 2,355

その他 564 4,024

73,776 59,745

計
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image25.emf
被災施設数 主な被災施設

被害額

（百万円）

北海道 83

産地市場施設、荷捌き所、給油施設、共同作業場、

製氷冷凍冷蔵施設、　　種苗生産施設　等

634

青森県 73

産地市場施設、荷捌き所、給油施設、共同作業場、

製氷冷凍冷蔵施設、　　種苗生産施設　等

3,403

岩手県 580

産地市場施設、荷捌き所、給油施設、共同作業場、

製氷冷凍冷蔵施設、　　種苗生産施設　等

51,270

宮城県 495

産地市場施設、荷捌き所、給油施設、共同作業場、

製氷冷凍冷蔵施設、　　種苗生産施設　等

45,767

福島県 233

産地市場施設、荷捌き所、給油施設、共同作業場、

製氷冷凍冷蔵施設、　　種苗生産施設　等

13,915

栃木県 2 養殖施設 2

茨城県 172

産地市場施設、荷捌き所、給油施設、共同作業場、

製氷冷凍冷蔵施設、　　種苗生産施設　等

8,463

千葉県 78

産地市場施設、荷捌き所、給油施設、共同作業場、

製氷冷凍冷蔵施設、　　種苗生産施設　等

1,265

三重県 4 養殖施設 96

兵庫県 3 種苗生産施設、産地市場施設、養殖施設 5

高知県 2 養殖施設 55

計 1,725 計 124,875
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漁協

（事業実施者）

生産契約

★漁協は、生産契約に基づき、

計画した生産（量）に見合う経費を生産者へ支払う

★水漁機構が、生産に必要となる経費を

概算払により漁協へ助成する

基金

（NPO水漁機構)

①がんばる養殖の生産期間中に必要となる経費を助成する

②出荷に伴う水揚げ金（生産物の販売代金）を基金へ返還する

漁業者グループ

★漁協が生産物の管理及び販売を行う

【生産契約とは】

事業実施者と養殖生産者の間で結ばれる生産契約

養殖生産の開始から出荷までに要する生産費用（作業・人件費等を含む）を助成するにあたり

実施計画に基づく計画生産量について契約により担保するもの

★漁協が、生産物を管理し、販売で得た

売上（水揚げ金）を基金に返還する

販売
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認定協議会

【地域支援】 【中央支援】
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協力
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助言・指導
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漁 協
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事業結果（経過）報告会等　開催一覧

開催日 地域 場所 対象部会

参加

人数

うち生

産者数

備考

波伝谷漁港

志津川湾内（戸倉ギンザケ） 35 11 ギンザケ養殖海上生簀の視察

南三陸町

ギンザケ養殖部会（JFみやぎ系） 62 16 事業（経過）報告会

石巻市（太協物産㈱）

ギンザケ養殖部会 24 - ギンザケ養殖エサ製造に関する視察

JFみやぎ本所

ギンザケ養殖部会（商社系）　４部会５グループ 44 15 事業（経過）報告会

3 平成26年4月23日 宮城

JFみやぎ塩釜総合支所

宮戸西部支所ノリ部会（里浜、月光） 48 11 事業（経過）報告会

4 平成26年6月10日 宮城

南三陸町

志津川支所ワカメ部会　８グループ 57 21 事業（経過）報告会

5 平成26年10月17日 宮城

JFみやぎ塩釜総合支所

ギンザケ養殖部会　10部会11グループ 57 5 事業結果報告会

6 平成27年1月21日 宮城

仙台市（漁信基）

宮城県ギンザケ地域養殖復興プロジェクト　６グループ 20 - 事業（経過）報告会

7 平成27年2月17日 三重

志摩市

立神地域真珠養殖復興プロジェクト 26 12 事業結果報告会

8 平成27年5月26日 宮城

南三陸町

志津川支所戸倉地区カキ･ワカメ･ホタテ部会 71 36 事業結果報告会

平成27年8月6日

ノリ部会（矢本支所、宮戸支所、宮戸西部支所、浦

戸支所）　11グループ

77 33 事業結果報告会

平成27年8月7日 ノリ部会（七ヶ浜支所、亘理支所）　11グループ 50 12 事業結果報告会

10 平成27年9月1日 岩手

大槌町

吉里吉里・赤浜地域ワカメ部会、安渡地域ワカメ部会 34 7 事業結果報告会

9

平成26年2月17日

JFみやぎ塩釜総合支所

宮城

宮城

宮城

1

2 平成26年3月18日


Microsoft_Excel_Worksheet5.xlsx
Sheet1 (修正)

		事業結果（経過）報告会等　開催一覧 ケイカ トウ

				開催日 カイサイ ビ		地域 チイキ		場所 バショ		対象部会 タイショウ ブカイ		参加
人数 サンカ ニンズウ		うち生
産者数 ショウ サン シャ スウ		備考 ビコウ

		1		41687.0		宮城 ミヤギ		波伝谷漁港		志津川湾内（戸倉ギンザケ） シヅ カワ ワン ナイ トクラ		35		11		ギンザケ養殖海上生簀の視察 ヨウショク カイジョウ イケス シサツ

								南三陸町		ギンザケ養殖部会（JFみやぎ系） ケイ		62		16		事業（経過）報告会 ケイカ ホウコク カイ

		2		41716.0		宮城 ミヤギ		石巻市（太協物産㈱） イシノマキ シ		ギンザケ養殖部会 ヨウショク ブカイ		24		-		ギンザケ養殖エサ製造に関する視察

								JFみやぎ本所 ホン ショ		ギンザケ養殖部会（商社系）　４部会５グループ ブカイ ショウシャ ケイ ブカイ		44		15		事業（経過）報告会 ケイカ ホウコク カイ

		3		41752.0		宮城 ミヤギ		JFみやぎ塩釜総合支所 シオガマ ソウゴウ シショ		宮戸西部支所ノリ部会（里浜、月光） シショ ブカイ		48		11		事業（経過）報告会 ケイカ ホウコク カイ

		4		41800.0		宮城 ミヤギ		南三陸町 ミナミ サンリクチョウ		志津川支所ワカメ部会　８グループ シヅガワ シショ ブカイ		57		21		事業（経過）報告会 ケイカ ホウコク カイ

		5		41929.0		宮城 ミヤギ		JFみやぎ塩釜総合支所 シオガマ ソウゴウ シショ		ギンザケ養殖部会　10部会11グループ ヨウショク ブカイ ブカイ		57		5		事業結果報告会 ケッカ ホウコク カイ

		6		42025.0		宮城 ミヤギ		仙台市（漁信基） センダイ シ ギョ シン キ		宮城県ギンザケ地域養殖復興プロジェクト　６グループ チイキ ヨウショク フッコウ		20		-		事業（経過）報告会 ケイカ ホウコク カイ

		7		42052.0		三重 ミエ		志摩市 シマ シ		立神地域真珠養殖復興プロジェクト		26		12		事業結果報告会 ケッカ ホウコク カイ

		8		42150.0		宮城 ミヤギ		南三陸町 ミナミ サンリクチョウ		志津川支所戸倉地区カキ･ワカメ･ホタテ部会		71		36		事業結果報告会 ケッカ ホウコク カイ

		9		42222.0		宮城 ミヤギ		JFみやぎ塩釜総合支所 シオガマ ソウゴウ シショ		ノリ部会（矢本支所、宮戸支所、宮戸西部支所、浦戸支所）　11グループ ブカイ		77		33		事業結果報告会 ケッカ ホウコク カイ

				42223.0						ノリ部会（七ヶ浜支所、亘理支所）　11グループ ブカイ		50		12		事業結果報告会 ケッカ ホウコク カイ

		10		42248.0		岩手 イワテ		大槌町 オオツチチョウ		吉里吉里・赤浜地域ワカメ部会、安渡地域ワカメ部会 キリキリ		34		7		事業結果報告会 ケッカ ホウコク カイ
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地域

経営体数

実施

ｸﾞﾙｰﾌﾟ数

生産期

平成23年度

承認実績

平成24年度

承認実績

平成25年度

承認実績

平成26年度

承認実績

平成27年度

承認実績

平成28年度

承認実績

認定

0 36 5 0 0 0 41

承認（1期）

0 48 10 0 0 0 58

承認（2期）

0 27 29 1 0 0 57

承認（3期）

1 29 23 1 0 54

認定

4 26 1 0 1 0 32

承認（1期）

11 42 1 6 0 0 60

承認（2期）

0 29 23 9 0 0 61

承認（3期）

0 1 29 21 0 9 60

認定実績

0 1 1 0 0 0 2

承認（1期）

0 1 2 0 0 0 3

承認（2期）

0 1 2 0 0 0 3

承認（3期）

0 0 1 2 0 0 3

認定実績

4 63 7 0 1 0

承認実績

11 150 126 62 1 9

累 　計

岩手

493 58

169

宮城

469 63

181

東京

（三重）

19 3

9

TOTAL 981 124

75

359


Microsoft_Excel_Worksheet6.xlsx
認定数＆実施数の推移 (2)



				地域 チイキ		経営体数 ケイエイタイ スウ		実施
ｸﾞﾙｰﾌﾟ数 ジッシ スウ		生産期 セイサン キ		平成23年度
承認実績 ヘイセイ ネン ド ショウニン ジッセキ		平成24年度
承認実績 ヘイセイ ネン ド ショウニン ジッセキ		平成25年度
承認実績 ヘイセイ ネン ド ショウニン ジッセキ		平成26年度
承認実績 ヘイセイ ネン ド ショウニン ジッセキ		平成27年度
承認実績 ヘイセイ ネン ド ショウニン ジッセキ		平成28年度
承認実績 ヘイセイ ネン ド ショウニン ジッセキ		累 　計 ルイ ケイ

				岩手 イワテ		493		58		認定 ニンテイ		0		36		5		0		0		0				41

										承認（1期） ショウニン キ		0		48		10		0		0		0		58		169

										承認（2期） ショウニン キ		0		27		29		1		0		0		57

										承認（3期） ショウニン キ				1		29		23		1		0		54

				宮城 ミヤギ		469		63		認定 ニンテイ		4		26		1		0		1		0				32

										承認（1期） ショウニン キ		11		42		1		6		0		0		60		181

										承認（2期） ショウニン キ		0		29		23		9		0		0		61

										承認（3期） ショウニン キ		0		1		29		21		0		9		60

				東京
（三重） トウキョウ ミエ		19		3		認定実績 ニンテイ ジッセキ		0		1		1		0		0		0				2

										承認（1期） ショウニン キ		0		1		2		0		0		0		3		9

										承認（2期） ショウニン キ		0		1		2		0		0		0		3

										承認（3期） ショウニン キ		0		0		1		2		0		0		3

				TOTAL		981		124		認定実績 ニンテイ ジッセキ		4		63		7		0		1		0		75

										承認実績 ショウニン ジッセキ		11		150		126		62		1		9		359
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カキ

, 189, 19%

ホタテ

, 207, 21%

銀ザケ

, 109, 11%

ワカメ

, 91, 9%

ホヤ

, 31, 3%

ノリ

, 95, 10%

イシカゲガイ

, 10, 1%

アワビ

, 3, 0%

真珠

, 13, 1%

マダイ

, 6, 1%

カキ・ホタテ・ワカメ

, 96, 10%

ワカメ・コンブ

, 4, 1%

カキ・ホタテ

, 127, 13%

３県合計（

N=981

）
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カキ

, 123, 25%

ホタテ

, 194, 39%

ワカメ

, 21, 4%

ホヤ

, 18, 4%

イシカゲガイ

, 10, 2%

アワビ

, 3, 1%

カキ・ホタテ

, 124, 25%

岩手県

(N=493)

カキ

ホタテ

ワカメ

ホヤ

イシカゲガイ

アワビ

カキ・ホタテ


image68.emf
カキ

, 66, 14%

ホタテ

, 13, 3%

銀ザケ
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ワカメ

, 70, 15%

ホヤ

, 13, 3%

ノリ

, 95, 20%

カキ・ホタテ・ワカメ

, 

96, 20%

ワカメ・コンブ

, 4, 1%

カキ・ホタテ

, 3, 1%

宮城県

(N=469)

カキ

ホタテ

銀ザケ

ワカメ

ホヤ

ノリ
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三重県
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マダイ
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主な養殖種

グループ

数

カキ

25 89% 3 11% 27 96% 1 4% 15 54% 28

ホタテガイ

20 95% 12 57% 21 100% 1 5% 14 67% 21

ワカメ

6 100% 2 33% 5 83% 1 17% 2 33% 6

ホヤ

3 75% 3 75% 4 100% 2 50% 0 0% 4

ギンザケ

9 82% 7 64% 7 64% 0 0% 10 91% 11

ノリ

4 57% 7 100% 5 71% 6 86% 0 0% 7

イシカゲガイ

2 100% 0 0% 2 100% 0 0% 0 0% 2

アワビ

1 100% 1 100% 1 100% 0 0% 0 0% 1

合計 70 88% 35 44% 72 90% 11 14% 41 51% 80

①資材購入・出荷

の共同化

②施設・機器

の共同化

③作業の共同化 ④生産全般の共同化 ⑤その他の共同化


Microsoft_Excel_Worksheet7.xlsx
Sheet2

		主な養殖種 オモ ヨウショク シュ		①資材購入・出荷
の共同化 シザイ コウニュウ シュッカ キョウドウカ				②施設・機器
の共同化 シセツ キキ キョウドウカ				③作業の共同化 サギョウ キョウドウカ				④生産全般の共同化 セイサン ゼンパン キョウドウカ				⑤その他の共同化 タ キョウドウカ				グループ数 スウ

		カキ		25		89%		3		11%		27		96%		1		4%		15		54%		28

		ホタテガイ		20		95%		12		57%		21		100%		1		5%		14		67%		21

		ワカメ		6		100%		2		33%		5		83%		1		17%		2		33%		6

		ホヤ		3		75%		3		75%		4		100%		2		50%		0		0%		4

		ギンザケ		9		82%		7		64%		7		64%		0		0%		10		91%		11

		ノリ		4		57%		7		100%		5		71%		6		86%		0		0%		7

		イシカゲガイ		2		100%		0		0%		2		100%		0		0%		0		0%		2

		アワビ		1		100%		1		100%		1		100%		0		0%		0		0%		1

		合計 ゴウケイ		70		88%		35		44%		72		90%		11		14%		41		51%		80
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地域

プロジェクト

部会（グループ） 養殖種

①資材購入・出荷

の共同化

②施設・機器

の共同化

③作業の共同化

④生産全般

の共同化

⑤その他

の共同化

ほたて部会宮古北部ほたて養殖グループ ホタテ ○ ○ ○ ○

かき部会（宮古湾かき養殖グループ） カキ ○ ○

かき部会（津軽石かき養殖グループ） カキ ○ ○ ○

ほたて部会（磯鶏・津軽石ほたて養殖グループ） ホタテ ○ ○ ○

織笠地区カキ・ホタテ養殖部会 カキ・ホタテ複合 ○ ○ ○

大沢地区カキ・ホタテ養殖部会 カキ・ホタテ複合 ○ ○ ○

山田湾地区カキ・ホタテ養殖部会 カキ・ホタテ複合 ○ ○ ○

大浦地区カキ・ホタテ養殖部会 カキ・ホタテ複合 ○ ○ ○

ほたて養殖部会 ホタテ ○ ○ ○

かき養殖部会 カキ ○ ○ ○

かき養殖第２部会 カキ ○ ○ ○

あわび養殖部会 アワビ ○ ○ ○

大槌湾地域ホタテ部会 ホタテ ○ ○ ○

吉里吉里・赤浜地域ワカメ部会 ワカメ ○ ○

吉里吉里地域ホタテ部会 ホタテ ○ ○ ○

安渡地域ワカメ部会 ワカメ ○ ○

釜石東部 ホタテガイ部会 ホタテ ○ ○ ○

平田地区ホタテガイ部会 ホタテ ○ ○ ○

白浜浦地区カキ部会 カキ ○ ○ ○

ホタテガイ部会 ホタテ ○ ○ ○ ○

ホタテガイ第２部会 ホタテ ○ ○ ○ ○

吉浜 ホタテガイ部会 ホタテ ○ ○ ○

ワカメ養殖部会 ワカメ ○ ○ ○

ホタテ養殖部会 ホタテ ○ ○ ○

綾里 前浜地域ホヤ養殖部会 ホヤ ○ ○ ○

大船渡地域むき身・殻付カキ養殖部会 カキ ○ ○

大船渡地域むき身カキ養殖部会 カキ ○ ○

赤崎地域清水地区カキ養殖部会 カキ ○ ○

赤崎地域上蛸ノ浦地区カキ養殖部会 カキ ○ ○

赤崎地域下蛸ノ浦地区カキ養殖部会 カキ ○ ○

気仙地域殻付カキ養殖部会 カキ ○ ○

気仙地域むき身カキ養殖部会 カキ ○ ○

気仙地域イシカゲ養殖部会 イシカゲ ○ ○

米崎地域殻付カキ養殖部会 カキ ○ ○ ○

米崎地域むき身カキ養殖部会 カキ・ホタテ複合 ○ ○ ○

米崎地域ホタテ養殖部会 ホタテ ○ ○ ○ ○ ○

米崎地域イシカゲ養殖部会 イシカゲ ○ ○

小友地域殻付カキ養殖部会 カキ ○ ○ ○

小友地域むき身カキ養殖部会 カキ ○ ○ ○

小友地域ホヤ養殖部会 ホヤ ○ ○

南浜地域ホタテ養殖部会 ホタテ ○ ○ ○

計画策定時　【共同化】採用数 41 16 41 1 16

計画策定時　【共同化】採用率

100 39.0 100 2.4 39.0

越喜来

大船渡市

広田湾

宮古

三陸やまだ

船越湾

新おおつち

釜石湾

唐丹町


Microsoft_Excel_Worksheet8.xlsx
【岩手】共同化の取組内容



				地域
プロジェクト チイキ		部会（グループ） ブカイ		養殖種 ヨウショク シュ		①資材購入・出荷の共同化 シザイ コウニュウ シュッカ キョウドウカ		②施設・機器
の共同化 シセツ キキ キョウドウ カ		③作業の共同化 サギョウ キョウドウカ		④生産全般
の共同化 セイサン ゼンパン キョウドウカ		⑤その他
の共同化 タ キョウドウカ

				宮古 ミヤコ		ほたて部会宮古北部ほたて養殖グループ ブカイ ミヤコ ホクブ ヨウショク		ホタテ		○		○		○				○

						かき部会（宮古湾かき養殖グループ） ブカイ ミヤコ ワン ヨウショク		カキ		○				○

						かき部会（津軽石かき養殖グループ） ブカイ ツガルイシ ヨウショク		カキ		○				○				○

						ほたて部会（磯鶏・津軽石ほたて養殖グループ） ブカイ ソケイ ツガルイシ ヨウショク		ホタテ		○		○		○

				三陸やまだ サンリク		織笠地区カキ・ホタテ養殖部会 オリカサ チク ヨウショク ブカイ		カキ・ホタテ複合 フクゴウ		○				○				○

						大沢地区カキ・ホタテ養殖部会 オオサワ チク ヨウショク ブカイ		カキ・ホタテ複合 フクゴウ		○				○				○

						山田湾地区カキ・ホタテ養殖部会 ヤマダ ワン チク ヨウショク ブカイ		カキ・ホタテ複合 フクゴウ		○				○				○

						大浦地区カキ・ホタテ養殖部会 オオウラ チク ヨウショク ブカイ		カキ・ホタテ複合 フクゴウ		○				○				○

				船越湾 フナコシ ワン		ほたて養殖部会 ヨウショク ブカイ		ホタテ		○		○		○

						かき養殖部会 ヨウショク ブカイ		カキ		○		○		○

						かき養殖第２部会 ヨウショク ダイ ブカイ		カキ		○		○		○

						あわび養殖部会 ヨウショク ブカイ		アワビ		○		○		○

				新おおつち シン		大槌湾地域ホタテ部会 オオツチ ワン チイキ ブカイ		ホタテ		○		○		○

						吉里吉里・赤浜地域ワカメ部会 キリキリ アカ ハマ チイキ ブカイ		ワカメ		○				○

						吉里吉里地域ホタテ部会 キリキリ チイキ ブカイ		ホタテ		○		○		○

						安渡地域ワカメ部会 アンド チイキ ブカイ		ワカメ		○				○

				釜石東部 カマイシ トウブ		ホタテガイ部会 ブカイ		ホタテ		○				○				○

				釜石湾 カマイシ ワン		平田地区ホタテガイ部会 ヘイタ チク ブカイ		ホタテ		○				○				○

						白浜浦地区カキ部会 シラハマ ウラ チク ブカイ		カキ		○				○				○

				唐丹町 トウニ チョウ		ホタテガイ部会 ブカイ		ホタテ		○		○		○				○

						ホタテガイ第２部会 ダイ ブカイ		ホタテ		○		○		○				○

				吉浜 ヨシハマ		ホタテガイ部会 ブカイ		ホタテ		○		○		○

				越喜来 オキライ		ワカメ養殖部会 ヨウショク ブカイ		ワカメ		○		○		○

						ホタテ養殖部会 ヨウショク ブカイ		ホタテ		○		○		○

				綾里 リョウリ		前浜地域ホヤ養殖部会 マエハマ チイキ ヨウショク ブカイ		ホヤ		○		○		○

				大船渡市 オオフナトシ		大船渡地域むき身・殻付カキ養殖部会 オオフナト チイキ ミ カラ ツキ ヨウショク ブカイ		カキ		○				○

						大船渡地域むき身カキ養殖部会 オオフナト チイキ ミ ヨウショク ブカイ		カキ		○				○

						赤崎地域清水地区カキ養殖部会 アカサキ チイキ シミズ チク ヨウショク ブカイ		カキ		○				○

						赤崎地域上蛸ノ浦地区カキ養殖部会 アカサキ チイキ カミ タコ ウラ チク ヨウショク ブカイ		カキ		○				○

						赤崎地域下蛸ノ浦地区カキ養殖部会 アカサキ チイキ シモ タコ ウラ チク ヨウショク ブカイ		カキ		○				○

				広田湾 ヒロタ ワン		気仙地域殻付カキ養殖部会 ケセン チイキ カラ ツキ ヨウショク ブカイ		カキ		○				○

						気仙地域むき身カキ養殖部会 ケセン チイキ ミ ヨウショク ブカイ		カキ		○				○

						気仙地域イシカゲ養殖部会 ケセン チイキ ヨウショク ブカイ		イシカゲ		○				○

						米崎地域殻付カキ養殖部会 ヨネ サキ チイキ カラ ツキ ヨウショク ブカイ		カキ		○				○				○

						米崎地域むき身カキ養殖部会 ヨネ サキ チイキ ミ ヨウショク ブカイ		カキ・ホタテ複合 フクゴウ		○				○				○

						米崎地域ホタテ養殖部会 ヨネ サキ チイキ ヨウショク ブカイ		ホタテ		○		○		○		○		○

						米崎地域イシカゲ養殖部会 ヨネ サキ チイキ ヨウショク ブカイ		イシカゲ		○				○

						小友地域殻付カキ養殖部会 オトモ チイキ カラ ツキ ヨウショク ブカイ		カキ		○				○				○

						小友地域むき身カキ養殖部会 オトモ チイキ ミ ヨウショク ブカイ		カキ		○				○				○

						小友地域ホヤ養殖部会 オトモ チイキ ヨウショク ブカイ		ホヤ		○				○

						南浜地域ホタテ養殖部会 ミナミ ハマ チイキ ヨウショク ブカイ		ホタテ		○		○		○



						計画策定時　【共同化】採用数 ケイカク サクテイ ジ キョウドウカ サイヨウ スウ				41		16		41		1		16

						計画策定時　【共同化】採用率 リツ				100		39.0		100		2.4		39.0
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地域

プロジェクト

部会 養殖種

①資材購入・出荷

の共同化

②施設・機器

の共同化

③作業の共同化

④生産全般

の共同化

⑤その他

の共同化

牡鹿漁協 牡鹿銀ザケ部会 ギンザケ ○ ○ ○ ○

志津川支所戸倉地区ギンザケ部会 ギンザケ ○ ○ ○ ○

志津川支所戸倉地区カキ・ワカメ・ホタテ部会 ｶｷ･ﾜｶﾒ･ﾎﾀﾃ（複合） ○ ○ ○

志津川支所ワカメ部会 ワカメ ○ ○

志津川支所カキ養殖部会 カキ ○ ○ ○

気仙沼地区支所階上カキ養殖部会 カキ ○ ○ ○

気仙沼地区支所階上ホタテ養殖部会 ホタテ ○ ○ ○

気仙沼地区支所大島外浜カキ・ホタテ部会 カキ・ホタテ（複合） ○ ○ ○

志津川支所銀乃すけ養殖部会 ギンザケ ○ ○ ○

志津川支所南三陸漁業生産組合カキ部会 カキ ○ ○ ○

女川町支所グルメイトギンザケ部会 ギンザケ ○ ○

女川町支所・雄勝湾支所太協ギンザケ部会 ギンザケ ○ ○ ○

女川支所伊達のぎん生産者部会 ギンザケ ○ ○ ○

雄勝町雄勝湾支所伊達のぎん生産者部会 ギンザケ ○ ○ ○ ○

網地島支所ギンザケ部会 ギンザケ ○ ○ ○ ○

女川町支所・雄勝湾支所ニチモウギンザケ養殖部会 ギンザケ ○ ○ ○

女川町支所・雄勝湾支所日清ギンザケ部会 ギンザケ ○ ○ ○

女川町支所竹浦支部ホヤ養殖部会 ホヤ ○ ○ ○

表浜支所カキ部会① カキ ○

雄勝町雄勝湾支所ホタテ生産者部会① ホタテ ○ ○ ○

女川町支所塚浜支部ホヤ養殖部会 ホヤ ○ ○ ○ ○

表浜支所カキ部会② カキ ○ ○ ○

宮戸西部支所ノリ部会 ノリ ○ ○ ○

宮戸支所ノリ部会 ノリ ○

宮戸支所カキ部会 カキ ○

矢本支所ノリ部会 ノリ ○ ○ ○ ○

亘理支所ノリ部会 ノリ ○ ○ ○ ○

塩釜市浦戸支所ノリ部会 ノリ ○ ○ ○ ○

七ヶ浜支所ノリ部会 ノリ ○ ○ ○ ○

宮戸西部支所ノリ部会（月光） ノリ ○ ○

塩釜市第一支所ワカメ・コンブ部会 ワカメ・コンブ（複合） ○ ○ ○ ○

宮城県

ギンザケ

宮城県ギンザケ地域養殖復興プロジェクト ギンザケ - - - - -

計画策定時　【共同化】採用数 23 19 24 10 18

計画策定時　【共同化】採用率

71.9 59.4 75.0 31.3 56.3

北部

中部

南部


